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序章

1 研究背景、意義、目的

高齢化社会は、若年層の人口減少とともに、総人口に占める 65 歳以上の人口割合が増加

する社会を指す。長い間、人口高齢化は先進国の問題であり、発展途上国では問題にはな

らないとする見方が強かったが、今や多くの国々が人口高齢化の問題を社会課題として認

識するようになった。労働市場において、若年労働力がその主力であり、高齢者が社会保

障の対象者になるという常識は崩れていく（小川，2017）1。このような背景のもとで、シ

ニアの就業・雇用問題は、これまで以上に重視されるようになった。

日本は 1970 年代から高齢社会対策に取り組んでおり、1971 年には「中高年齢者等の雇用

の促進に関する特別措置法」（現在高年齢者雇用安定法）を公布した。その内容として、

定年年齢の引上げ、継続雇用制度の導入等によるシニアの安定した雇用の確保、シニアの

再就業の促進、定年退職者その他のシニア退職者に対する就業機会の確保等が規定されて

いる。また、1975 年には東京都においてシルバー人材センターの先駆けとなる「高齢者事

業団」が創設され、1980 年からは国の補助事業として｢シルバー人材センター｣の名のもと

に全国的に展開された。2019 年までに、加入会員数は 70 万人を超えている2。日本におけ

るシニア層の就労率が上昇しているが、シニア人材の開発・雇用に対する差別や偏見が存

在する。例えば、宮本（2017）は、60 歳前半層の雇用確保措置が義務づけられたとしても、

実際には雇用される人とされない人の選別が行われており、内部労働市場中心の施策を転

換する必要があると指摘している3。

一方、中国においては、高齢化の進行スピードが速いと指摘されている。2012 年から 2020

年の間に、中国における 65 歳以上の人口が 12,777 万人から 19,064 万人に増加し、高齢化

率は 9.4％から 13.5％に上昇した。また、潜在扶養率について、12.7％から 19.7％に増加

しており、中国は高齢化社会から高齢社会へと移行していると見られる（図表 1 を参照）。

さらに、胡（2020）は、2013 年における中国の生産年齢人口が 10.05 億人に達し、2050 年

には 8.3 億人に減少すると推測しており、シニア人口の増加により労働力が減少している

と指摘している4。

1 小川全夫（2017）「国際社会の高齢化に対応する人材養成の課題」『敬心・研究ジャーナル』学校法人敬心学園職業教育研究

開発センター 1 巻 1 号 pp.3-13
2 公益社団法人全国シルバー人材センター事業協会 HP https://zsjc.or.jp/（2022.5.4 にアクセス）
3 宮本みち子（2017）「人口減少下の労働問題のポイントは何か―特集報告へのコメント―」『日本労働社会学会年報』日本労

働社会学会 28 巻 pp.99-107
4 胡澎（2020）「日本老年雇佣制度的经验与启示」『人民论坛』人民日报社 2020 年 9 期 pp.129-131
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図表 1 中国における潜在扶養率と高齢化率(2012～2020 年)

注:65 歳以上の人口は 12,777 万人（2012 年）→19,064 万人（2020 年）。潜在扶養率=65 歳以上の人口/生産年齢人口。

出所:中国国家統計局 HP https://data.stats.gov.cn/easyquery.htm?cn=C01（2022.3.25 にアクセス）により筆者作成

人口の高齢化による労働力の不足は、企業の経営、社会保障制度などに影響を及ぼして

いる。林（2021）は、少子高齢化が最初に影響を与えるのが教育業界であると述べている

が、高齢化率の増加と出生率の低下による労働力不足のほうが、社会の経済安定を揺るが

す問題であると指摘している5。王（2019）は、高齢化社会において、シニアの平均社会的

地位が高いほど、人口増加率が低くなり、年金が GDP に占める割合が高くなると指摘して

いる。また、平均寿命の延長に伴い、年金が GDP に占める割合がさらに高くなり、経済発

展にマイナス効果を及ぼすことを明らかにした6。

高齢化社会の対策の 1 つとして、中国におけるシニア人材の就業・雇用に関する研究は

今までよりも重要視されている。シニア人材雇用の優位性について、高齢者は若年者が持

ち得ない過去の就労による多様な知識や経験を有しており、即戦力としての活躍が期待さ

れる（山田ほか，2016）7。また、徐・吕（2021）は、法律の視点から中国におけるシニア

雇用の正当性を強調している8。

しかし、日本と比べると、中国におけるシニア人材の活用はまだ初期段階にあるといえ

る。徐・吕（2021）は、中国のシニア層の就業率は上昇したものの、シニアの再就業にお

いて、条件が厳しく、待遇が悪く、保障が不足しているという特徴があり、就業状況が芳

5 林琪祯（2021）「日本少子高龄化对策对中国产业劳动力市场的启示」『中国市场』中国物流与采购联合会 2021 年 18 期 pp.149-151
6 王云多（2019）「老龄化对公共养老金、公共教育支出及经济增长的影响」『大连理工大学学报（社会科学版）』大连理工大学

2019 年 4 期 pp.66-73
7 山田浩史・檜山敦・山口征人・小林正朋・廣瀬通孝（2016）「多様なシニア人材のジョブマッチングのためのインタラクティ

ブ検索」『日本バーチャルリアリティ学会論文誌』特定非営利活動法人 日本バーチャルリアリティ学会 21 巻 2 号 pp.263-271
8 徐智华・吕晨凯（2021）「积极老龄化背景下的老年人再就业权利法律保护路径研究」『河南财经政法大学学报』河南财经政法

大学 2021 年 2 期 pp.63-72
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しくないことを明らかにした9。黄（2020）の研究では、多くの企業の管理者層はシニア人

材の活用を高齢化社会に対する積極的な対応方法として見ておらず、シニア人材の開発の

重要性を認識していないことが明らかにされた10。

近年、労働市場の構造の変化に伴い、人材の確保とパフォーマンスの向上、離職意欲の

抑制、従業員のモチベーション向上が注目されている。その中で、モチベーションに関す

る理論は、教育、仕事、生活などの分野で応用され、企業の業績向上にも寄与する。渡守

（2016）は、高齢者のモチベーションと就業状況の関連性、そしてモチベーションの影響

要因を明らかにすることが、高齢社会における緊急課題であり、人的資源管理においても

重要であることを指摘している。さらに、日本では、高齢化に関する豊富な研究成果が蓄

積されているが、高齢者のモチベーションについての研究は極めて少ないことを強調して

いる11。一方、中国では日本を参考にした研究が多いものの、中国におけるシニア人材の就

業・雇用に関する研究は十分になされていないと思われる。例えば、朱（2018）は、日本

のシニア雇用に関する法律を整理し、中国では未だ正規のシニア向けの雇用システムがな

いと強調している12。徐（2020）は、日本のシニア人材の就業に関して、法律と制度、そし

て NPO 支援の側面から分析し、中国への示唆について言及している13。李（2012）は、高齢

化社会およびシニア層の就業・雇用の問題は、中国において最も重要な政策課題の 1 つで

あり、より精錬された研究が求められていると指摘している14。また、中国における 60～69

歳のシニア層は就業を選ぶ割合が高い（王，2022）15が、非就業者のうち就業意欲がある人

の割合は未だ明らかにされていない。シニア層の就業意欲とそのモチベーションは、シニ

ア人材の就業・雇用の研究において不可欠な要素であり、既存の研究で中国に適するシニ

ア人材再就業のあり方を考察するには、不十分であると考えられる。

中国は改革開放以降、経済成長に伴い医療技術と国民の生活水準が著しく改善している。

しかし、従来の法定定年退職年齢（一般的に男性は 60 歳、女性は業種によって 50 または

55 歳）は現状に適しているかを再検討する必要がある。また、年金の給付とシニア定年後

の再就業にはディスインセンティブの効果があり、年金・給付金が高ければシニアの再就

業意欲は低下する（徐・吕，2021）16。朱（2018）は定年制度と法律の側面から、シニアの

再就業に関する問題を解決するには、支援基金などの金銭的インセンティブ制度の導入が

必要であり、中国では未だそのような制度がないことを指摘している17。また、中・日両国

9 徐智华・吕晨凯（2021）「积极老龄化背景下的老年人再就业权利法律保护路径研究」『河南财经政法大学学报』河南财经政法

大学 2021 年 2 期 pp.63-72
10 黄丽丽（2020）「人口高龄化背景下大庆市加强老年人才资源开发研究」『商业经济』黑龙江省商业经济研究所黑龙江省商业经

济学会 2020 年 2 期 pp.74-75
11 渡守紘宜（2016）「高齢者労働集約型産業における人的資源管理～ビルメンテナンス業界における社員の二要因理論の役割～」

『グローバルビジネスジャーナル』 一般社団法人 グローバルビジネス学会 2 巻 2 号 pp. 7-16
12 朱宁（2018）「日本老年人雇佣政策的研究」『长江丛刊』湖北省作家协会 2018 年 11 期 p.139
13 徐惠（2020）「对日本老年人的就业政策的研究」『人文社会』共青团贵州省委 2020 年 4 期 pp. 119-120
14 李崙碩（2012）「高齢者雇用の環境的要因と対応に関する比較事例研究」『法政論叢』日本法政学会 48 巻 2 号 pp.197-209
15 王伟（2022）「低龄老年人就业影响因素实证分析」『河南理工大学学报（社会科学版）』河南理工大学 2022 年 1 期 pp. 60-64
16 徐智华・吕晨凯（2021）「积极老龄化背景下的老年人再就业权利法律保护路径研究」『河南财经政法大学学报』河南财经政法

大学 2021 年 2 期 pp.63-72
17 朱宁（2018）「日本老年人雇佣政策的研究」『长江丛刊』湖北省作家协会 2018 年 11 期 p.139
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は高齢化社会の問題において共通点が多く、再雇用について中国が日本を参考にする重要

性が強調された（熊，2010）18（胡，2020）19。PHBS（2021）のデータ20によれば、中、日、

米、独の 4 か国の中で、日本はシニア人材再就業の問題に対して、政策、定年延長、企業

環境、インセンティブ、就業サポートの 5 つの側面から対策を講じている。一方、米国は

企業環境、ドイツはインセンティブの方面で欠如しており、中国はどの側面においても欠

如していることが明らかにされた。

これらの問題を解決するため、企業や政府、社会がシニア人材の再就業を促進する施策

を検討する必要があり、柔軟な雇用条件、就業ルートの確保、年齢差別の撤廃、仕事モチ

ベーションの向上が重要な要素となる。一方で、シニア人材の再就業意欲を向上させる方

法、そして如何なる経緯でシニア人材の再就業を支援するかを究明することは本研究の問

題意識でもある。

中国におけるシニア人材の再就業へのモチベーションに関する研究は、経済的な側面で

は経済全体の活性化および企業の競争優位性の構築に寄与すると思われる。企業や組織に

おいてシニア人材を有効活用することで、定年年齢の引き上げより、より短時間で労働力

不足の問題を解決できると期待される。また、シニア人材の再就業の促進は、年齢に関す

る先入観や偏見、差別を減少させ、人材の多様性を促進するという社会的意義もある。す

なわち、シニア人材の再就業とそのモチベーションに関する研究は、学術面および実務面

において極めて重要であると考えられる。

本研究の目的は、中国におけるシニア人材再就業に関するモチベーションを明らかにし、

高齢化社会の問題を先進諸国と比較分析しながら、中国におけるシニア人材再就業の課題

とそのあり方について考察することである。

第 5 章、第 6 章の実証研究により明確な指針と調査の方向性を示すため、本研究は上記

のリサーチクエスチョン 1～4 を設定する。リサーチクエスチョン 1 およびリサーチクエス

18 熊玮（2010）「退休返聘制度研究」中南大学民商法学硕士学位论文 p.16
19 胡澎（2020）「日本老年雇佣制度的经验与启示」『人民论坛』人民日报社 2020 年 9 期 pp.129-131
20 PHBS（2021）北京大学丰汇商学院「专题报告 | 中国中老年就业创业 2020 年调研报告」

https://thinktank.phbs.pku.edu.cn/2021/zhuantibaogao_1231/57.html（2023.12.23 にアクセス）
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チョン 2 は、第 5 章アンケート調査の結果に基づいて考察する。リサーチクエスチョン 321お

よびリサーチクエスチョン 4 は、第 6 章インタビュー調査の結果に基づいて考察する。

2 研究方法

本研究では、中国におけるシニア人材再就業の課題とそのあり方を分析・考察する。そ

のため、シニア人材の再就業意欲とモチベーションの関連性に関する分析対象範囲モデル

と仮説を設定する。研究方法として、シニア人材に対するアンケート調査（量的研究）お

よび企業管理者層に対するインタビュー調査（質的研究）を通じて、実証分析と事例分析

を行い、さらに中・日両国におけるシニア人材の再就業への考察を踏まえ、仮説をより包

括的に検証する。

アンケート調査の主な目的は、中国におけるシニア人材の再就業意欲に関するモチベー

ションを明らかにした上で、シニア人材再就業の課題とそのあり方をシニア人材の側面か

ら考察することである。アンケート調査では、北京市の地域サービスセンターを通じて北

京市に在住する定年退職した現在未就業のシニア層（50 歳～70 歳）を対象としたアンケー

ト質問紙を配布した。

インタビュー調査の主な目的は、中国におけるシニア人材再就業の課題とそのあり方を

企業の側面から考察することである。インタビュー調査では、河北省にある企業 2 社（K 社

と C 社）を対象とし、人事（副）部長および社長に対して、現在再就業しているシニア人

材の活用およびモチベーション向上の人事施策についてのインタビューを実施した。

アンケート調査およびインタビュー調査は、倫理的配慮として桜美林大学研究活動倫理

委員会の承認(No.23051、承認年月日：2024 年 1 月 30 日)を得て実施した。

3 論文構成

本研究は、主に 8 つの章から構成される。序章を除き、各章の概要は次の通りである。

第 1 章では、シニア人材のモチベーションと再就業意欲に焦点を当て、その先行研究に

ついて考察する。まず、シニア人材の定義と本研究の位置づけを明確にする。次に、シニ

ア人材の就業に関する先行研究をレビューする。その上で、シニア人材の再就業の理論的

背景を探り、モチベーション理論の側面からシニア人材の再就業について分析・検討する。

さらに、モチベーションがシニア人材の再就業意欲に影響を与えるメカニズムを明らかに

し、分析対象範囲モデルを構築する。

第 2 章では、シニア人材の再就業に関する先行研究を整理し、本研究の研究目的と分析

対象範囲モデルに基づき、研究仮説を設定する。さらに、本研究の分析枠組みを構築する。

第 3 章では、まず中国の労働市場の特徴とシニア人材再就業の背景を取り上げ、中国に

おけるシニア人材の就業現状とその特徴を明らかにする。次に、個人と企業の視点からシ

21 RQ3 における「成功」とは、シニア人材を積極的に雇用することに成功している、あるいはシニア人材を活用した企業環境の

整備に成功していることを意味する。
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ニア人材の再就業について考察・分析する。さらに、近年の中国の法律、政府方針、環境

的側面からシニア人材再就業への取り組みを考察する。最後に、グローバルな視点から中

国におけるシニア人材再就業の課題およびその限界について検討する。

第 4 章では、第 3 章で得られた知見を基に、日本のシニア人材活用について考察する。

まず、労働市場の両極化と雇用システムの変遷について言及する。そして、多様で柔軟な

働き方の拡大の側面から、日本におけるシニア人材活用の背景を取り上げる。次に、日本

における就業意欲の現状と特徴を提示し、日本におけるシニア人材再就業の文化・価値観

の要因を考察し、シニア人材のモチベーションに影響を与える要因を考察する。さらに、

社会的、環境的側面と企業側面からシニア人材の再就業をどのように促進し、活用するか

について検討する。最後に、再就業の仕組みを中心に、日本から中国への示唆を提示する。

第 5 章では、分析枠組みと仮説に従い、中国におけるシニア人材の再就業意欲に関する

モチベーションを明らかにした上で、シニア人材再就業の課題とそのあり方をシニア人材

の側面から考察することを目的としたアンケート調査から得られたデータ分析により、仮

説 1 と 2 を検証する。さらに、リサーチクエスチョン 1、2 を考察した上で、仮説 3 につい

ても考察する。

第 6 章では、河北省にある企業 2 社に関する事例研究を行う。シニア人材を積極的に活

用している企業 K 社と C 社を研究対象とし、管理者層に対するインタビュー調査を行い、

中国におけるシニア人材再就業の課題とそのあり方を企業側の側面から考察・分析する。

さらに、仮説 3 を企業側の視点から明らかにし、リサーチクエスチョン 3、4を検討する。

終章では、研究目的を踏まえ、前章での分析結果から得られた知見を総括し、結論を提

示する。そして、本研究の結果の意義を整理する。最後に、今後の研究課題について述べ

る。
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第 1 章 シニア人材の再就業に関する先行研究と理論的考察

本章では、シニア人材のモチベーションと再就業意欲に焦点を当て、その先行研究につ

いて考察する。まず、シニア人材の定義と本研究の位置づけを明確にする。次に、シニア

人材の就業に関する先行研究をレビューする。その上で、シニア人材の再就業の理論的背

景を探り、モチベーション理論の側面からシニア人材の再就業について分析・検討する。

さらに、モチベーションがシニア人材の再就業意欲に影響を与えるメカニズムを明らかに

し、分析対象範囲モデルを構築する。

1.1 シニア人材の定義と本研究の位置づけ

本節では、シニア人材の定義に着目しながら、本研究の位置づけを明確にする。

シニア人材の定義に関する代表的な研究成果は、定年退職年齢に焦点を当てている。例

えば、仲野（2014）は、シニア人材を「大学や企業を定年退職した者で、かつ専門的な知

識と経験を有する技術者、研究者などの専門職人材でかつ、企業などへの経営・技術支援

等を行う人材」と定義している22。兵藤（2012）は、シニアを 55 歳以上の人とし、その年

齢基準を従来の定年制度に関連付けた23。山田ほか（2016）は、日常生活に支障がなく、就

労を希望する元気な高齢者をシニア人材として取り上げている24。黄（2020）25、刘・褚（2022）

26の研究においては、シニア人材を「定年退職年齢に達し、金銭的報酬をもらえる仕事を続

けられる人」と定義している。

これらの先行研究から分かるように、シニア人材の定義基準は、就労の基本条件を有し、

定年制度や定年退職年齢と密接な関係があると考えられる。従って、本研究では、中国の

定年退職年齢に基づき、シニア人材を「定年退職年齢に達し、働く能力を持つ 50 歳以上の

人」と定義する。

シニア人材の再就業は中国語で「退休返聘」、「退休后再就业」、「老年人再就业」な

どとして取り上げる場合が多い27。张（2021）の研究では、シニア人材の再就業を「定年退

職者が就業し、収入や物質的な報酬を得る行為」として定義している28。すなわち、シニア

人材の再就業には、正社員、派遣労働者、契約社員、パートタイムなどのすべての雇用形

態が含まれる。また、熊（2010）29、沈（2013）30、トウ（2024）31の研究成果をまとめると、

22 仲野久利（2014）「高齢社会における専門的知識・経験を有するシニア人材の活用に関する研究」北陸先端科学技術大学院大

学知識科学研究科博士論文 p.9
23 兵藤郷（2012）「シニアの学び行動の考察と定年後のキャリア形成―大学院の可能性―」『研究紀要 Works Review』株式会

社 リクルート リクルートワークス研究所 7 巻 9 号 pp.1-12
24 山田浩史・檜山敦・山口征人・小林正朋・廣瀬通孝（2016）「多様なシニア人材のジョブマッチングのためのインタラクティ

ブ検索」『日本バーチャルリアリティ学会論文誌』特定非営利活動法人 日本バーチャルリアリティ学会 21 巻 2 pp.263-271
25 黄丽丽（2020）「人口老龄化背景下大庆市加强老年人才资源开发研究」『商业经济』黑龙江省商业经济研究所 黑龙江省商业

经济学会 2020 年 2 期 pp.74-75
26 刘亚娜・褚琪（2022）「如何更好"继续发光发热" ——积极老龄化视域下老年人再就业促进研究」『山东行政学院学报』山东省

经济管理干部学院 2022 年 3 期 pp.100-108
27 トウメイリン（2024）「中国における再雇用に関する一考察－日本との比較分析を中心として－」『桜美林大学研究紀要 社

会科学研究』桜美林大学 4 号 pp.107-122
28 张金平（2021）「低龄老年人再就业的法律风险分析」『人力资源』辽宁社会科学院 2021 年 2 期 pp.102-103
29 熊玮（2010）「退休返聘制度研究」中南大学民商法学硕士学位论文 p.6
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中国におけるシニア人材の再就業は、次のような 3 つの状況がある。

①定年退職年齢に達した後、労働者が自ら元の仕事を 1 年間以上働き続けたい場合。

②定年退職後、労働者が元の会社に再び雇用され、同じ仕事あるいは他の仕事を続ける

場合。

③定年退職後、労働者が再就職し、雇用された場合。

中国では、これらの状況が同じく再就業として扱われているが、高齢化社会への対策や

シニア層に対する雇用保障が進んでいる日本と比較すると、これらの内容をさらに明確に

する必要があると思われる。日本におけるシニア人材の再就業は、継続雇用制度と再就職

を含み、継続雇用制度は、高齢者本人の希望により定年後も引き続き雇用される制度であ

り、その形態には勤務延長制度と再雇用制度がある（八代，2023）32。

図表 1-1 中国におけるシニア人材再就業の範囲（中・日の概念との対照）

出所:各資料に基づいて筆者作成

中国におけるシニア人材再就業の内容を図表 1-1 のように要約することができる。図表

1-1 から見ると、中国におけるシニア人材の再就業は、①勤務延長、②再雇用、③再就職の

各内容が含まれる。一方、中国の再就業について、法律により明確にしていないため（第 3

章で論考する）、残された問題は多いと思われる。

これまでの研究では、シニア従業員のモチベーション（渡守，2016）33、未就業者の就業

30 沈玮（2013）「退休返聘者权利保护研究」苏州大学经济法学硕士学位论文 p.7
31 トウメイリン（2024）「中国における再雇用に関する一考察－日本との比較分析を中心として－」『桜美林大学研究紀要 社

会科学研究』桜美林大学 4 号 pp.107-122
32 八代充史（2023）「公務員 65 歳定年引上げへの課題 民間企業との比較において」『連合総研レポー DIO』公益財団法人 連

合総合生活開発研究所 36 巻 4 号 p.17
33 渡守紘宜（2016）「高齢者労働集約型産業における人的資源管理～ビルメンテナンス業界における社員の二要因理論の役割～」

『グローバルビジネスジャーナル』 一般社団法人 グローバルビジネス学会 2 巻 2 号 pp.7-16
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動機（安達，2001）34、シニアの就業意欲や希望退職年齢（松本，2006）35に関する研究が

主流である。本研究では、シニア人材の再就業がまだ試行錯誤の段階にある中国に焦点を

当て、日本の研究成果を参考に、シニア人材の再就業意欲とモチベーションの関連性につ

いて探求する。

1.2 シニア人材の就業に関する先行研究

本節では、シニア人材の就業に関する先行研究をレビューし、中国労働市場における人

材の多様化、雇用の課題と機会について考察する。そして、中・日労働市場の共通点につ

いて検討し、シニア人材再就業を取り巻く環境、および再就業の促進要因と阻害要因に焦

点を当てながら、研究を進める。

1.2.1 労働市場における人材の多様化

図表 1-2 世界高齢化率の推移

出所:総務省統計局「世界の統計 2022」https://www.stat.go.jp/data/sekai/0116.html#h2-01（2022.5.2 にアクセス）により

筆者作成

34 安達智子（2001）「就業動機尺度の概念的妥当性 動機, 自己効力感との関連性について」『実験社会心理学研究』日本グル

ープ・ダイナミックス学会 41 巻 1 号 pp. 45-51
35 松本恵（2006）「高齢者の就労意欲に関わる要因」『研究紀要 Works Review』株式会社 リクルート リクルートワークス研

究所 1 号 pp. 1-12
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図表 1-3 世界生産年齢人口（15～64 歳）比率の推移

出所:総務省統計局「世界の統計 2022」https://www.stat.go.jp/data/sekai/0116.html#h2-01（2022.5.2 にアクセス）により

筆者作成

シニア人材の雇用問題の背景の 1 つとして、少子高齢化が挙げられる。世界人口の推移

から見ると、労働市場には長期的な変化が見られる。図表 1-2、図表 1-3 から分かるように、

1950 年から 2050 年まで、世界の高齢化率は右肩上がりであると予測されている。そして、

高齢化率においては、先進国は 7.7％から 26.9％、発展途上国は 3.8％から 14.2％に増加

すると予測されている。特に中国では 4.4％から 26.1％（約 6 倍増）、日本は 4.9％から

37.7％（約 8 倍増）と、高齢化率の変化が極めて顕著である。また、高齢化はどの国にお

いても速いスピードで進行しており、生産年齢人口比率は、中国、日本、米国、ドイツと

もに減少傾向にある。

中国は発展途上国であるものの、高齢化のスピードが速く、生産年齢人口比率の減少の

問題に直面している。このような環境の下で、労働力を確保するには、シニア層の活用が

必要不可欠であると思われる。例えば、胡（2020）の研究では、中国は高齢社会に向けて、

シニア層に対応できる雇用制度の構築、シニア人材の再就業、および NPO 活動への参加を

支援することが重要であると指摘している36。近年の労働市場には、異なる年齢層の労働者

が混在していることが求められており、性別や国籍はもちろん、各年齢層の労働者が持つ

異なる価値観を企業や社会が理解し受け入れる必要がある。シニア人材の再就業は、人材

の多様化と労働市場の活性化に貢献すると期待されている。また、シニア人材の経験やス

キルを活かすことで、社会全体の雇用機会が拡大し、持続可能性が実現できると考えられ

る。

36 胡澎（2020）「日本老年雇佣制度的经验与启示」『人民论坛』人民日报社 2020 年 9 期 pp.129-131
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上述したように、シニア人材の再就業と人材の多様化を促す背景には、高齢化率の上昇

と生産年齢人口の比率の減少が挙げられる。次に、男女格差の側面から、労働市場におけ

る人材の多様化の形成要因を検討し、本研究で主に取り上げる中・日両国の共通点を確認

する。

中国におけるシニア人材の再就業について日本を取り上げる必要性については、序章で

言及されているものの、男女格差指標（GGGI）においては、中国は第 102 位、日本は 116

位である37。この点に関して、石塚（2019）の研究では、2000 年以降の GGGI 総合順位の推

移を分析し、経済学の視点から中・日両国の順位が逓減の傾向にあり、さらに、中・日労

働市場の共通点と互いが比較の対象となる価値を強調している38。

図表 1-4 国・男女別 15 歳以上の労働力人口比率の推移

男 女

→

→

→

→

→

男 女

日本
72.8％

（2008 年）

48.4％

（2008 年）

71.4％

（2020 年）
▼1.4％

53.2％

（2020 年）
▲4.8％

中国
85％

（1990 年）

73％

（1990 年）

78.2％

（2010 年）
▼6.8％

63.7％

（2010 年）
▼9.3％

米国
64.4％

（2013 年）

53.2％

（2013 年）

67.7％

（2020 年）
▲3.3％

56.2％

（2020 年）
▲3.0％

ドイ

ツ

66.1％

（2008 年）

51.9％

（2008 年）

66.5％

（2020 年）
▲0.4％

56.8％

（2020 年）
▲4.6％

注:労働力人口:労働供給を行う全ての人口。具体的には、特定の調査対象期間に就業又は失業していた人の総数。

出所:総務省統計局「世界の統計 2008～2022」https://www.stat.go.jp/data/sekai/0116.html#h2-01（2023.5.2 にアクセス）

の内容により筆者作成

近年の労働市場では、日本、中国、米国、ドイツにおける国・男女別 15 歳以上の労働力

人口比率について、図表 1-4 のようにまとめることができる。図表 1-4 から見ると、日本、

米国、ドイツでは女性労働力人口比率が著しく上昇している。一方、中国における男性労

働力人口比率は 85％（1990 年）から 78.2％（2010 年）に、女性労働力人口比率は 73％（1990

年）から 63.7％（2010 年）に減少している。ただし、図表 1-4 が示すように、中国におけ

る 15 歳以上の労働力人口比率は男女ともに最も高い。女性の労働力人口比率が高い原因に

ついて、石塚（2019）は、中国女性の就業期間が男性より短くなる男女別定年制（3.1.2 を

参照）、および一人っ子政策（3.1.2 を参照）の両制度が女性の就業継続に貢献しているこ

とを強調している39。

37 World Economic Forum HP 『The Global Gender Gap Report 2022』

https://jp.weforum.org/publications/global-gender-gap-report-2022/（2024.3.3 にアクセス）
38 石塚浩美（2019）『日中韓働き方の経済学分析−日本を持続するために中国・韓国から学べること』勁草書房 pp.4-22
39 石塚浩美（2019）『日中韓働き方の経済学分析−日本を持続するために中国・韓国から学べること』勁草書房 p.132
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他方、総務省統計局40によると、65 歳以上の労働力人口比率において、日本（2020）は男

性が 35.1％、女性が 18.2％、中国（2010）は男性が 27.6％、女性が 15.1％である。要す

るに、中・日両国において、男女問わずかなりの 65 歳以上労働力人口が存在している。労

働力人口は社会経済の発展や持続的な成長にとっても、企業の成長や競争力の向上にとっ

ても重要であり、65 歳以上の労働力人口の存在は、労働市場における人材の多様化を示し

ていると同時に、シニア人材への需要も示唆される。また、中・日両国とも 65 歳以上の労

働力人口において男性が女性の約 2 倍近くに達しており、その原因をさらに追究すること

が、シニア層における潜在労働力市場の開発において必要不可欠であると考えられる。

川口（2017）は、2000 年以降の日本労働市場において、女性の就業率の増加が顕著であ

ることを明らかにし、女性の賃金が男性に比べて依然として低い水準に留まり、男女間賃

金格差が先進諸国の中で最も大きいことを指摘している41。一方、中国の男女間賃金格差に

ついて、石塚（2016）は、ICT 業界の参入が男女間の格差に影響を与え、デジタルデバイド

による男女間の賃金格差が存在することを指摘している。また、1990 年から 2000 年の間、

男女間の賃金格差がさらに拡大したことを強調している42。他方、Bertrand，Goldin and Katz

（2010）は、アメリカの大学ビジネススクールの修了生（MBA）の男女間賃金格差について、

入社直後には大きな格差が存在しないものの、10～16 年後には女性の賃金が約 30％低いこ

とを明らかにした。彼らは、賃金格差の原因として、職業訓練、キャリア中断、勤続年数

の差異を挙げ、特に女性の勤続年数の短縮が主要因であると強調している。さらに、女性

と男性の生産力は僅かな違いがあるものの、育児休業などにより女性のほうが勤続年数が

短いことを明らかにした43。

上述の先行研究によれば、中国では女性労働力人口の割合が高いにもかかわらず、男女

間の賃金格差が存在している。さらに、男女別の定年年齢を踏まえると、シニア人材は定

年後再就業する場合の労働条件の格差が存在する可能性も大きいと思われる。このような

ことから、性別、勤続年数およびデジタルに関する熟練度が、シニア人材の再就業を左右

する要因として示唆できると思われる。

大島（1983）は、高齢化社会の人的特徴は、シニアの比率の増加、シニアの絶対数の増

加、男女の平均余命の差の増加、労働人口に占めるシニアの比率の増加、個人差が大きい、

シニアの適応の分極化という 6 つであり、シニアの個人差が大きいため、シニア人材の労

働に対する一律の対策は望ましくないことを明らかにした44。また、多様な形態による就業・

雇用の促進は高齢化社会の対策として、極めて重要であることが示唆されている（阿部，

1999）45。つまり、シニア人材が柔軟な働き方で労働市場に参加するようになれば、企業の

40 総務省統計局「世界の統計 2022」https://www.stat.go.jp/data/sekai/0116.html#h2-01 （2022.5.2 にアクセス）
41 川口大司（2017）『日本の労働市場―経済学者の視点』有斐閣 p.12
42 石塚浩美（2016）『中国労働市場のジェンダー分析―経済・社会システムからみる都市部就業者』勁草書房 pp.201-202
43 Bertrand, Marianne, Claudia Goldin, and Lawrence F. Katz.（2010）“Dynamics of the Gender Gap for Young Professionals

in the Financial and Corporate Sectors.”American Economic Journal: Applied Economics,2（3）, pp.228-255
44 大島正光（1983）「高齢者労働―高齢者雇用に関する問題―」『人間工学』一般社団法人 日本人間工学会 19 巻 1 号 pp. 1-7
45 阿部誠（1999）「「高齢者雇用問題」と高齢社会の就業システム(高齢社会と社会政策) 」『社会政策学会誌』社会政策学会

2巻 pp.97-116
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みならず、社会にも寄与できると考えられる。

しかし、中国の労働市場では、人材の多様化はいくつかの要因によりその進行が妨げら

れている。例えば、石塚（2016）は、中国における年齢階級と最終学歴の構成割合の関係

について、男女とも年齢が低いほど学歴は高くなり、学歴と賃金は正の相関関係にあるこ

とを明らかにした。また、その原因を時代的変化、文化大革命、政策などの背景にあると

指摘している46。要するに、中国の労働市場において、シニア層の学歴、そして賃金は相対

的に低いと考えられる。中国におけるシニア人材の学歴、教育レベルによる賃金の格差は、

シニア人材の再就業に影響を与える要因の 1 つであると考えられる。

賃金格差は、異なる地域や産業間のみならず、同じ企業や産業の中、そして同一の人種・

性別グループの中にも存在する。労働者の賃金に格差があることが常態であれば、労働者

の生産性の間に差があると想定するのが自然である。そして、生産性の差異が労働者の知

識やスキルの差異に由来し、それが教育や職業訓練といった投資行動の結果だと想定する

ならば、投資水準の社会的な効率性や所得格差縮小のための経済政策の介入の是非を議論

することができる（赤林，2012）47。シニア人材は、過去の就労による教育や職業訓練を受

けており、そして多様な知識や経験を有している（山田ほか，2016）48。その知識と経験の

豊富さの視点から、シニア人材は通常、数十年にわたる職務経験や知識を蓄積しており、

特定の分野や業界において専門的知識を有しているため、組織において他のメンバーや新

入社員に対してポジティブな影響を与えることが期待される。

1.2.2 中国におけるシニア人材の就業意欲

中国におけるシニア人材の就業意欲に関する研究は少ない。特に、データに基づく分析

や実証研究が欠如しているのが現状である。これまでの研究成果の多くは、日本から中国

への示唆を主な内容としたものであり、再就業やシニア人材の就業意欲の影響要因に関す

る実証研究は極めて限られている。

価値観とモチベーションには密接な関係があり、価値観は個人や集団が重要とする原則

や信念であり、姿勢や行動に一貫性と目的意識を与える（柏木，2009）49。一方、モチベー

ションは目標を達成するために努力を続ける力や動機づけを指す50（池田，2017）。目標と

価値観が一致するほど、目標達成へのモチベーションは高まり、逆に行動や目標と価値観

が一致しない場合、モチベーションは低下する。本項では、シニア人材における再就業の

社会的・文化的要因と中国人の価値観について焦点を当てながら、中国におけるシニア人

材の就業意欲を考察する。

46 石塚浩美（2016）『中国労働市場のジェンダー分析―経済・社会システムからみる都市部就業者』勁草書房 p.147
47 赤林英夫（2012）「人的資本理論」『日本労働研究雑誌』独立行政法人 労働政策研究・研修機構 621 号 pp.8-11
48 山田浩史・檜山敦・山口征人・小林正朋・廣瀬通孝（2016）「多様なシニア人材のジョブマッチングのためのインタラクティ

ブ検索」『日本バーチャルリアリティ学会論文誌』特定非営利活動法人 日本バーチャルリアリティ学会 21 巻 2 号 pp.263-271
49 柏木仁（2009）「リーダーの成長と価値観に関する定性的研究-価値観の止揚的融合-」『 経営行動科学』経営行動科学学会

22 巻 1 号 pp.35-46
50 池田浩（2017）「ワークモチベーション研究の現状と課題 ─課題遂行過程から見たワークモチベーション理論」『日本労働

研究雑誌』労働政策研究・研修機構 684 号 pp.16-25
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中国における儒教思想は、学問や社会規範、慣習として現代の中国人にも強い影響を及

ぼしている。儒教思想の特徴について、翁（1997）は以下のように指摘している51。儒学は

中国の医学だけでなく、人々の養生観にも大きな影響を与えている。また、養生観の特徴

として、養生と儒学の「五倫」の中心即ち「孝」と密接に結びついている。「孝」は、親

孝行と祖先祭祀によって結ばれる家長中心の家の秩序であり、上に対しては、父親から賜

る命を養って、祖先の残した事業を司ることである。下に対しては、嗣子を作って家系を

維持する。韩（2023）は、儒教思想と家庭生活には密接な関係があり、孔子、孟子は「孝」

の範囲をすべてのシニア層に拡大させたことを強調した52。このように、「孝」は儒学の中

心として、親の絶対的支配権を与えている。第 3 章で詳細に取り上げるが、現代中国の社

会においても、「孝」が敬老の基礎として提唱されており、政府の高齢化社会の対策内容

の重要な一部でもある。韩（2023）は、家庭の役割が高齢化問題の解決に必要不可欠であ

ることを指摘している。また、伝統文化の影響を受け、シニア層は家族の幸福を願う気持

ちが強く、住み慣れた環境で生活し、老後を楽しむことを優先することを明らかにしてい

る53。一方、中国におけるシニア人材の就業意欲は、家庭の現状や価値観から考察すること

もできる。中国では、宋・元時代から“養児防老”という概念（子供を養い、老後の保障

になる）が提唱されたように、婚姻状況や子供の数が老後の保障に関係すると思われる（例

えば、シニア世代の中では、1 人目の子供が女性であれば、必ずや 2 人目の子供を欲しがる

という観点が強く残されている）。近年においても、養老において家庭の役割が大きいこ

とが明らかにされた。特に、農業従事者や低所得家庭では、シニア層の再就業が困難であ

り、養老は子女に委ねるしかない場合が多いとされる（韩，2023）。また、儒教は教育を

重視しており、親は子供への期待を次の世代にも伝承し、高学歴を取得することで達成感

を得ることができる（何・邵，2017）54。しかし、前節にも取り上げたが、中国における学

歴と賃金、年齢との関連性が明らかであり、また、中国の企業倫理と企業文化の根幹は儒

教であることが挙げられており（金山，2009）55、若いかつ高学歴人材への重視は中国企業

の主流となっている。このような環境の下で、儒教思想の影響により「孝」の意識が強く、

定年退職後の養生に対する執念が強いことから、中国におけるシニア層の再就業意欲が高

くないと言われる所以である。

1.2.3 シニア人材再就業の影響要因

1.2.1 で述べたように、シニア人材の活用は必要不可欠であり、これを前提として、シニ

ア人材再就業の影響要因は以下のようにまとめることができる。

社会的、環境的側面からは、①伝統的価値観（1.2.2 を参照）、②法制度（権利保護制度、

51 翁其銀（1997）「中国人の養生観とその文化・宗教的背景」『比較社会文化研究』九州大学大学院比較社会文化研究科 2 号

pp.13-25
52 韩娟（2023）「数字时代儒家孝道的价值与践行」『阴山学刊』包头师范学院 2023 年 2 期 pp.49-56
53 韩娟（2023）「数字时代儒家孝道的价值与践行」『阴山学刊』包头师范学院 2023 年 2 期 pp.49-56
54 何友晖・邵广东（2017）『漫谈中国人的心理：东西方文化之对比』科学出版社 p.181
55 金山権（2009）「中国の企業倫理」『創価経営論集』創価大学経営学会 33 巻 3 号 pp.1-11
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雇用制度）、③雇用形態と雇用機会（就業ルート）が挙げられる。

シニア人材の側面からは、④シニア人材の基本属性（年齢、性別、健康状態、学歴）、

⑤キャリア（例えば、技能、経験、デジタル製品の適応性、就業に関する知識・スキル）

が挙げられる。

企業の側面からは、⑥人事・雇用システム、⑦労働条件（賃金と福利厚生、職場環境な

ど）、などが挙げられる。本研究では、中国におけるシニア人材再就業の現状とその形成

要因を第 3 章で詳細に考察・分析するが、ここでは、シニア人材再就業の影響要因を、中

国におけるシニア人材再就業のメカニズムを解明するための糸口として取り上げたい。

①伝統的価値観に関して、1.2.2 で論じたように、伝統的価値観により、中国のシニア層

は定年退職後の養生に対する執念が強く、再就業意欲が低いことが明らかである。この意

欲は、再就業を促進する上で重要な要素であり、伝統的価値観の打破によりシニア人材の

再就業意欲が高ければ、定年後の求職行動やスキル向上に大きな影響を与える可能性があ

る。

②法制度（権利保護制度、雇用制度）に関して、刘・褚（2022）は、シニア層の権利保

護制度の整備が再就業を促進することを明らかにした56。権利保護制度の整備により、シニ

ア人材は再就業に対する安心感を得ることができ、再就業意欲が高まる。また、企業にと

っても年齢に伴う健康問題や労働災害の予防が可能となる。現行の雇用制度はシニア人材

再就業における雇用関係に直接的な影響を与え（第 3 章を参照）、段階的な制度改善がシ

ニア人材再就業の障害を取り除く重要なポイントである（刘・褚，2022）。つまり、法制

度の整備はシニア人材の労働市場全体の活性化につながり、再就業に大きな影響を与える

ことが示唆される。

③雇用形態と雇用機会（就業ルート）に関して、樋口（2008）の研究が示すように、経

済のグローバル化と技術進歩に伴い、企業競争の激化と資本の国境を越えた移動が非正規

労働者の増加をもたらしている57｡そして、高学歴者を含む多くのシニア人材の多くが非正

規社員として働き続けることを希望していることが明らかになった（黒田，2017）58。しか

し、日本ではシニア人材は雇用機会が乏しく、就業先も限られており（阿部，1999）59、専

門性の高いシニア人材が再就職先を見つけるのは困難である（高柳・小林，2004）60。一方、

中国ではシニア人材の再就業ルートとして、知人の紹介によるものが多く（万，2013）61、

求職プラットフォームやフォーマルな雇用ルートを利用することが少ないのである（第 6

56 刘亚娜・褚琪（2022）「如何更好"继续发光发热" ——积极老龄化视域下老年人再就业促进研究」『山东行政学院学报』山东省

经济管理干部学院 2022 年 3 期 pp.100-108
57 樋口美雄（2008）「経済学から見た労働市場の二極化と政府の役割」『日本労働研究雑誌』独立行政法人 労働政策研究・研

修機構 571 号 pp.4-17
58 黒田啓太（2017）「今も続いている就職氷河期の影響」玄田有史編『人手不足なのになぜ賃金が上がらないのか』慶応義塾大

学出版会 pp.51-68
59 阿部誠（1999）「「高齢者雇用問題」と高齢社会の就業システム(高齢社会と社会政策)」『社会政策学会誌』社会政策学会 2

巻 pp.97-116
60 高柳誠一・小林俊哉（2004）「高齢化・人口減少社会におけるシニア研究者・開発技術者に望まれる役割(人材問題)」『年次

学術大会講演要旨集』研究・技術計画学会 19 号 pp.493-496
61 万芊（2013）「城市低龄老年人再就业促进研究———基于上海市的调查」『社会科学研究』四川省社会科学院 2013 年 6期 pp.114-117
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章を参照）。このような背景の下で、雇用形態と雇用機会はシニア人材再就業に影響する

主な要因の 1 つであることが示唆される（万，2020）62（刘・褚，2022）63。就業ルートが

充実すれば、シニア人材の就業範囲が拡大し、就業の難易度も下がると考えられる。一方

で、雇用形態は多様化しており、シニア人材の再就業に対して、社会的、環境的側面から

支援することも求められ、シニア人材再就業の在り方が問われている。

④シニア人材の基本属性（年齢、性別、健康状態、学歴）に関して、金銭的理由や健康

状態が再就業に与える影響が大きい。钱・姜（2006）は、シニア人材再就業の影響要因は、

金銭面、基本属性と健康状態・能力であることを指摘した64。そして王（2022）は、中国に

おけるシニア人材の性別、年齢、社会保険、健康状態が再就業に有意な影響を与えている

ことを明らかにしている65。また、前述したように、年齢、性別、学歴が賃金や生活水準に

関連していることが示唆される。一方、日本におけるシニア層の就業理由に関して、次の

ような研究成果が挙げられる。阿部（1999）は、日本におけるシニアの就業意欲は国際的

に見ても極めて高く、その主な理由は経済上の理由であることを明らかにした66。渡守

（2016）は、シニアの就業理由として、主に金銭的な理由と健康面を前提に、加齢ととも

にそれ以外の就業理由が増加することを明らかにした67。金銭面では、再就業が生活のため

の経済的安定を確保し、生活水準の向上が再就業意欲に寄与することが明らかである。一

方、健康面では、身体の健康が再就業の基本条件であり、健康的であればより多くの職場

で活躍できる可能性が高まる。また、後述するが、心理的な健康、充実も再就業に大きな

影響を与えることが考えられる。

⑤キャリア（例えば、技能、経験、デジタル製品の適応性、就業に関する知識・スキル）

に関して、1.2.1 で言及したように、シニア人材は通常、数十年にわたる職務経験やノウハ

ウ、知識を有している。これらの蓄積された経験や知識は、再就業時に競争力を高め、組

織やチームのパフォーマンス向上に寄与することが期待される（万，2020）68。

中国におけるもう 1 つのシニア人材再就業の影響要因として、デジタルデバイド、すな

わちデジタル製品の熟練度が挙げられる。郭・韩（2022）は、シニア層のデジタル製品に

対する学習意欲の向上と学習機会の不足を解消するために、各地域の自治体の機能を活か

すことが重要であると指摘している69。例えば、地方自治体によるシニア人材に対するデジ

タル製品のグループ学習、デジタルスキル向上するための講座の開催や宣伝活動は、再就

62 万海远・韩丽丽・申萌（2020）「中国老年人低就业率成因:与俄罗斯的跨国比较」『统计研究』中国统计学会 国家统计局统计

科学研究所 2020 年 4 期 pp.87-100
63 刘亚娜・褚琪（2022）「如何更好"继续发光发热" ——积极老龄化视域下老年人再就业促进研究」『山东行政学院学报』山东省

经济管理干部学院 2022 年 3 期 pp.100-108
64 钱鑫・姜向群（2006）「中国城市老年人就业意愿影响因素分析」『人口学刊』吉林大学 2006 年 5 期 pp.24-29
65 王伟（2022）「低龄老年人就业影响因素实证分析」『河南理工大学学报（社会科学版）』河南理工大学 2022 年 1 期 pp. 60-64
66 阿部誠（1999）「「高齢者雇用問題」と高齢社会の就業システム(高齢社会と社会政策)」『社会政策学会誌』社会政策学会 2

巻 pp.97-116
67 渡守紘宜（2016）「高齢者労働集約型産業における人的資源管理～ビルメンテナンス業界における社員の二要因理論の役割～」

『グローバルビジネスジャーナル』 一般社団法人 グローバルビジネス学会 2 巻 2 号 pp. 7-16
68 万海远・韩丽丽・申萌（2020）「中国老年人低就业率成因:与俄罗斯的跨国比较」『统计研究』中国统计学会 国家统计局统计

科学研究所 2020 年 4 期 pp.87-100
69 郭锦程・韩慧彤（2022）「老年人在现代科技环境中的困境及其解决对策研究」『科技风』河北省科技咨询服务中心 2022 年 7

期 pp.130-132
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業を支援する上で不可欠である。また、シニア人材の就業に関する知識・スキルも再就業

の重要な要因であることが強調されている（王，2022）70。

⑥人事・雇用システムに関して、人的資源の開発と活用が企業や国の競争力において重

要な役割を果たしており、人的資源管理は経営戦略の策定および実施において重要な位置

を占めている（Kochan＆Dyer，1993）71。小池（1994）は、日本、米国、ドイツの年齢別勤

続年数を比較し、50 代以降の人材の解雇、退職、仕事の変動などにより、企業は多様な人

材に適応できる人事システムの構築が必要であることを強調した72。近年、組織が多様な人

材（年齢、性別、国籍など）を受け入れるために、ダイバーシティ経営に対応する人事シ

ステムに関する研究成果が多く見られる（酒井，2016）73（KAN，2023）74。

中国企業の大多数を占める民営企業、特に中小企業では、家族経営が主流であり、人事

システムの柔軟性が不足していることが指摘されている（胡，2012）75。また、大湾・佐藤

（2017）は、少子高齢化が及ぼす労働市場の変化が従来の人事システムの改革を促進して

いることを明らかにした76。このように、企業の人事システムの改革は、少子高齢化やダイ

バーシティ経営における重要な経営資源となるシニア人材の活躍を支えるために不可欠で

ある。従来の人事システムでは、個人差が大きいシニア人材を受け入れる難易度が高く、

人材の多様化やシニア人材の再就業に対応できるような組織構造と人事システムの構築が

求められる。企業における人事・雇用システムがシニア人材の再就業意欲をどのように向

上させるかについては、1.3.3 と第 6 章でさらに考察・分析するが、シニア人材再就業にお

ける重要な要因の 1 つであることは明らかである。

⑦労働条件（賃金と福利厚生、職場環境など）に関して、第④の基本属性と関連するが、

異なる視点から検討される。シニア人材は体力の問題も挙げられており、労働に対する一

律の対策は望ましくないことが明らかにされた（大島，1983）77。例えば、シニア人材は柔

軟な労働条件（柔軟な労働時間や休暇制度）を求める傾向があり、特に専門性の高いシニ

ア人材には非金銭的な優遇措置が提供されることもある（第 6 章を参照）。つまり、第④

で言及したシニア人材の基本属性と対照するように、企業の労働条件はシニア人材の再就

業を左右する重要な要因の 1 つであるといえる。

70 王伟（2022）「低龄老年人就业影响因素实证分析」『河南理工大学学报（社会科学版）』河南理工大学 2022 年 1 期 pp. 60-64
71 Kochan,Thomas A. & Lee Dyer （1993）“Managing transformational change: the role of human resource professionals.”

The International Journal of Human Resource Management, 4（3）, pp.569-590
72 小池和男（1994）『日本の雇用システム―その普遍性と強み』東洋経済新報社 p.66
73 酒井之子（2016）「ダイバーシティ経営に適合する人事管理システムのあり方 ～日本企業の事例研究から～」『大学院研究

年報 戦略経営研究科編』戦略経営研究科年報・紀要・ジャーナル委員会 4 号 pp.44-62
74 KANYI（2023）「中国の中小企業におけるダイバーシティ経営に関する研究－人材の多様性によるキャリア形成を中心に－」

桜美林大学国際学研究科 国際人文社会科学専攻 博士学位請求論文 pp.1-135
75 胡志进（2012）「试论民营企业的人力资源管理」『经济师』山西省社会科学院 山西社会 科学报社 2012 年 8 期 p.232
76 大湾秀雄・佐藤香織（2017）「第１章 日本的人事の変容と内部労働市場」川口大司編『日本の労働市場―経済学者の視点』

有斐閣 pp.21-24
77 大島正光（1983）「高齢者労働―高齢者雇用に関する問題―」『人間工学』一般社団法人 日本人間工学会 19 巻 1 号 pp. 1-7
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1.3 シニア人材におけるモチベーション

本節では、シニア人材の再就業に関する理論的背景を探求し、モチベーションの側面か

らシニア人材の再就業について考察・分析する。そして、モチベーションの影響要因と再

就業のメカニズムの関連性について整理する。

1.3.1 シニア人材の再就業に関する理論的考察

シニア人材の再就業に関する問題は、高齢化社会の問題の 1 つとして注目されるように

なった。ここでは、シニア人材の再就業に関する理論的考察に焦点を当てながら、シニア

人材の再就業に関する理論的背景を考察する。

離脱理論は、従業員の離脱がなぜ起こるのか、そしてどのような要因が退職、転職、ま

たは組織内での異動に影響を与えるのかを解明する理論であり、離脱理論(Cumming，1964)78

では、加齢のため、シニア層と社会が離れていく、そしてシニア層は自ら社会から離脱す

る過程を示した。Cumming（1964）は、50 歳から 90 歳、健康であり、かつ最低限の自立で

きる経済能力を持っているシニア層を研究対象として研究を行った。そして、老化が高齢

者と彼らが所属する社会体系の他の人々との相互行為の減少または「離脱」の過程である

と説明している。このようなことは、シニア自身または他の人によって開始され、離脱が

完了すると、中年期に存在していた個人と社会とのバランスは、新しいバランスに置き換

わることを要約できる。Cumming（1964）は、離脱を性別の差異の側面から考察した上で、

環境による離脱（定年、親や配偶者の喪失、子供離れなど）の側面から考察する価値があ

り、また、性格などの個人差は生活全体に影響を及ぼすという合理的仮定を提案した。た

だし、この問題を解明することが難しく、そして老年学の研究対象であるシニア層はボラ

ンティアなどが多く占めており、または文化に依存するものとして一般性を出すことが難

しいという課題を残した。

一方、離脱理論と異なるもう 1 つの老齢化による心理的アプローチである活動理論にお

いては、シニア層は中年期と同じ心理的欲求を持っており、中年期の活動と態度をできる

限り継続的に維持することが強調された(Havighurst，1961)79。活動理論は、具体的には、

中年期までの職業生活やライフスタイルを維持することで、社会的環境の縮小を回避し、

高齢期に適応して生活満足度を維持することである（加藤・矢澤，2021）80。Havigurst(1961)

は、活動理論は老年学の分野においで、大多数の支持を得ていることを指摘した上で、シ

ニア層は中年期の活動と態度を長く維持し、それらの活動を放棄しなければならないとき

には代替手段（例えば、強制的に退職された際の仕事の代替手段、クラブや組織を放棄し

なければならないときの代替手段、友人や親族を死亡で失ったときの代替手段など）を見

78 Cumming,M.Elaine（1964）“New thoughts on the theory of disengagement.”In: Kastenbaum, R. (eds) New Thoughts on

Old Age. Springer, Berlin, Heidelberg, pp.3-18
79 Havighurst,Robert J.（1961）“Successful Aging, The Gerontologist”, 1（1）, pp.8-13
80 加藤克彦・矢澤美香子（2021）「企業人の健康で幸せな老後のために : サクセスフル・エイジングへの提言」『武蔵野大学

紀要 心理臨床センター紀要』武蔵野大学心理臨床センター紀要編集委員会 21 号 pp.33-43
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つけていくことを明らかにした。

これらの理論は、異なる観点から老齢化による心理的アプローチの変化を示しているも

のの、一定の関連性があると考えられる。益田（2015）は、離脱理論も活動理論も、単独

では現実の多様な加齢パターンを説明できないということであり、両理論を折衷的に用い

る視点の必要性を指摘している81。例えば、活動理論においても、個人が活動に参加するこ

とが社会とのつながりを維持し、孤独などを防ぐ手段として捉えられることがある。一方

で、批判的な視点から、離脱理論は人々が年をとるにつれて、社会活動への関与を減少さ

せる傾向があり、シニア層が社会から孤立させる危険性があるとされ、より健康的かつ有

益なアプローチや施策が構築できると思われる。総じて、これらの理論はシニア層の生活

や活動に関する理解を深め、シニア層をサポートするため、異なる視点から示唆できると

いえる。他方、継続性理論では、年齢を重ねるにつれて、過去の経験や興味に基づき新し

い活動や環境に適応していくアプローチに個人アイデンティティの側面から焦点を当てて

いる。継続性理論は、高齢期には様々な変化が生じており、そうした変化に対してシニア

層がどのように適応しようとしているのかを説明できる（益田，2015）。杨（2018）は、

中年期に積極的に社会活動に参加する者は、老年期になっても積極的に社会活動に参加す

るという傾向があるように、継続性理論では、老年期の生活スタイルは中年期の生活スタ

イルによって影響を受けていると指摘した82。

加藤・矢澤（2021）の研究成果では、シニア層は定年退職を迎える時期には様々な心理

的負担が生じることが明らかであった。大きな心理的負担をもたらす主な要因には「喪失」

が挙げられる。定年退職は、職場から離脱することにより、多忙な日々、社会的地位、物

理的な居場所、生きがいや、やりがい、人間関係等、多くの喪失を体験することになる。

それに子どもの独立や、近親者との死別などが加わり、多重喪失となると心理的負担はさ

らに増すことになる83。こうした中で、シニア人材は定年退職により喪失したものを再獲得

するために、社会活動への参加が挙げられる。

つまり、活動理論と継続性理論によれば、シニア人材の再就業問題において、シニア人

材は中年期と同じ心理的欲求を持ち、また、再就業への意欲も中年期の影響を受けやすい

ため、シニア人材の再就業意欲の向上は、十分可能であると見込まれる。そして、個人の

アイデンティティを維持し、社会的なつながりを築きながら新しい活動に取り組むことと、

これらによりシニア人材は健康的で意義のある生活を送ることができ、経済的な安定や労

働市場への貢献も果たすことが期待されているといえる。

戦略的人的資源管理（Strategic Human Resource Management、以下 SHRM）は、人的資源

の管理を、企業目的を達成する戦略の全体と結びつける 1つの方法である（長谷川，2002）

81 益田勉（2015）「高齢者のキャリア意識～55 歳から 88 歳までの 900 名に対する意識調査から～」『人間科学研究』文教大学

人間科学部 37 号 pp.69-80
82 杨善华（2018）『老年社会学』北京大学出版社 pp.126-140
83 加藤克彦・矢澤美香子（2021）「企業人の健康で幸せな老後のために : サクセスフル・エイジングへの提言」『武蔵野大学

紀要 心理臨床センター紀要』武蔵野大学心理臨床センター紀要編集委員会 21 号 pp.33-43
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84。SHRM は、HRM 時代における従業員を企業にとって「価値のある経済的資源」とする労働

者観の内実をさらに展開したものといえる。人的資源は「価値ある人的資源」、「稀少な

人的資源」、「模倣できない人的資源」、「代替できない人的資源」という 4 つの特性を

持ち、企業の競争優位の構築する要件を満たしていることが指摘されている85。SHRM におい

ては、シニア人材はまさに人的資源の要件を満たし、企業におけるシニア人材雇用と活用

の合理性があると考えられる。

経済的な面において、李（2012）は、シニア人材の再就業の論理性を人的資本理論の側

面から次のように指摘している86。一般的に、教育訓練等を通して、人的資本が蓄積され、

それにより勤労者の生産性も向上する。その反映として賃金率が一致していれば、高齢者

が高賃金といっても、継続雇用は企業にとってそれほど問題にならないというものである。

例えば、日本の場合は、『高年齢者雇用安定法』の存在があり、継続雇用制度の存在もあ

る。その内容について、近藤（2017）は、ある年齢に達したところで雇用契約を打ち切る

再雇用制度を導入することにより、定年は据え置いたままで、再雇用契約の賃金を生産性

に見合った水準に設定すれば赤字は発生しないと指摘している。さらに、高年齢者雇用安

定法が規定する雇用確保措置のうち、定年延長や定年制の撤廃を選ぶ企業が少なく、8 割の

企業が継続雇用措置を選んだ背景にはこうした事情があると強調している87。

1.3.2 モチベーション理論から見たシニア人材の再就業

次に、モチベーション理論からシニア人材の再就業について考察・分析する。

Maslow(1954)の欲求五段階説88（自己実現理論）では、人間の欲求を五段階のピラミッド

のように構成されていると強調している。この理論では、生理的欲求、安全欲求 、社会的

欲求/所属と愛の欲求、承認（尊重）の欲求 、自己実現の欲求の順に低い階層から形成さ

れる。自己実現とは、自分の潜在的な能力や才能を最大限に発揮することを意味し、個々

人の目標や夢を追求する過程を通じて、人間の真の可能性を開発することを重視する。

范（2021）は、シニア人材の幸福感についての研究で、自己実現理論とシニア人材の生

理的、安全的、社会的欲求を関連付けた89。自己実現理論によれば、個人は自己実現の欲求

を追求することで充実感を得られるとされている。シニア層は定年退職後に再び仕事や活

動を通じて自分のスキルや興味に基づいて意味や目的を見出すことが、自己実現に寄与す

る可能性があると考えられる。

一方、自己実現理論には柔軟性が求められる。佐々木（1996）は、この理論が決して不

動のものではなく、欲求の充足度も絶対ではないと指摘した90。また、松山（2005）は、従

84 長谷川廣（2002）「現代の経営革新と人的資源管理」『労務理論学会誌』労務理論学会 11 巻 pp.3-16
85 経営学検定試験協議会(監修)経営能力開発センター(編集)(2009)『経営学検定試験公式テキスト〈5〉人的資源管理―中級受

験用』中央経済社 p.29
86 李崙碩（2012）「高齢者雇用の環境的要因と対応に関する比較事例研究」『法政論叢』日本法政学会 48 巻 2 号 pp.197-209
87 近藤絢子（2017）「第 5 章 高齢者雇用の現状と政策課題」川口大司編『日本の労働市場 -- 経済学者の視点』有斐閣 pp. 142-146
88 Maslow, A．（1954）Motivation and Personality．New York：Harper & Row，p.39
89 范明媛（2021）「自我决定理论视域下机构老年人幸福感提升研究」长春理工大学社会工作学硕士学位论文 p.15
90 佐々木英和（1996）「生涯学習実践の学習課題に関する理論的考察 : A.H.マズローの欲求理論の批判的継承を軸として」『生
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来の自己実現理論が欲求の欠乏と充足に焦点を当てているが、現代社会では人々が欲求充

足によってさらなる高次の欲求ヘ進まない理由や、そのプロセスを阻む要因を解明する必

要があると強調した91。廣瀬ほか（2009）は、自己実現理論の階層性は個人の動機づけと深

く関連しており、個人が生きる社会の環境や社会的な諸条件が重要であると明らかにした92。

要するに、シニア人材の再就業には、自己実現理論が異なる心理欲求に応じた欲求の満

足が重要であり、多様なシニア人材が再就業へのモチベーションに影響を与える要因を多

方面から考察する必要があることを示唆している。自己実現理論はシニア人材の再就業の 1

つの視点に過ぎず、他のモチベーション理論やアプローチと組み合わせて考えることが不

可欠である。

二要因理論（Herzberg，2003）93はモチベーションの代表的な理論の 1 つであり、Herzberg

（2003）は職務満足とモチベーションの高まり、そして職務不満足を引き起こす要因を提

示した上で、組織は不満を解消するだけでなく、モチベーション向上のために焦点を当て

る必要があると強調した。二要因理論において、仕事に対して積極的になる要因（満足要

因）は、仕事の達成感、仕事そのもの、仕事の達成に対する承認を「動機づけ要因」とし、

それに対して、不満足要因として、会社の政策と管理、監督者、同僚との関係を含めた人

間関係、給与、作業条件などが挙げられており、衛生理論とも呼ばれている94。

橋本・若林（1974）は、二要因理論に関する研究成果を概観した上で、回答者が「自我

防衛的」に回答しているのではないかと推論し、従来の方法を使うと動機づけ要因と満足

感、衛生要因と不満足感がそれぞれ結びつくのは、この手法が回答者の防衛的過程を刺激

するためではないかという批判を受けていると指摘した95。また、渡守（2016）96は、シニ

ア層の再就業のモチベーションに与える要因を二要因理論を踏まえて分析した結果、シニ

ア層の生活においては、経済状況と健康が強く意識されていることを明らかにしながらも、

ホーソン効果97の存在が否定できないという課題を残した。

以上のことから、企業における人的資源管理では、仕事の達成とその評価がモチベーシ

ョン向上に重要であると考えられる。そして、1.2.3 にも取り上げたように、シニア人材の

再就業へのモチベーションについて、適切な人事システムが要求される。すなわち、シニ

ア人材再就業へのモチベーションの影響要因を考察する際、シニア人材の側面のみならず、

企業の人事管理の側面も考察する必要があるといえる。二要因理論においては、回答者の

涯学習・社会教育学研究』東京大学大学院教育学研究科生涯教育計画講座社会教育学研究室紀要編集委員会 20 号 pp. 21-30
91 松山哲也（2005）「マスローの自己実現理論 その 2 : マスローの欲求階層理論の現代的意義」『教育科学セミナリー』関西

大学教育学会 36 巻 pp. 81-89
92 廣瀬清人・菱沼典子・印東桂子（2009）「マズローの基本的欲求の階層図への原典からの新解釈」『聖路加看護大学紀要』35

号 pp.28-36
93 Herzberg,F（2003）“One More Time How Do You Motivate Employees?”Harvard Business Review January. pp.1-13
94 経営学検定試験協議会(監修)経営能力開発センター(編集)(2009)『経営学検定試験公式テキスト〈5〉人的資源管理―中級受

験用』中央経済社 pp.208-209
95 橋本昌夫・若林満（1974）「ヘルツバーグの「職務満足の二要因理論」をめぐる諸問題」『慶応義塾大学大学院社会学研究科

紀要 : 社会学心理学教育学』慶應義塾大学大学院社会学研究科 14 号 pp.19-30
96 渡守紘宜（2016）「高齢者労働集約型産業における人的資源管理～ビルメンテナンス業界における社員の二要因理論の役割～」

『グローバルビジネスジャーナル』 一般社団法人 グローバルビジネス学会 2 巻 2 号 pp.7-16
97 ホーソン効果:期待されていると感じることで、良い結果をもたらす効果を起すという現象。
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主観的意識の存在も考慮されるべきであり、シニア人材の再就業におけるモチベーション

を考察する際には、金銭的な側面、健康的な側面、そして回答者の主観的意識の影響を避

けることが重要である。

Vroom(1964)は心理学、経済学、そして社会学の研究成果を踏まえた上で、組織行動とモ

チベーションに関する研究を行い、その成果をもとに期待理論を提唱した98。この理論にお

いては、個人が特定の行動を選択する際に期待される結果に基づいて行動するというアイ

ディアに焦点を当てており、また、個人のモチベーションや意思決定に関する理論の一環

として、組織行動や経済学の分野で広く研究されている。古川（1974）は、期待理論にお

いては、従業員の職務満足と退職率との間には、一貫してネガティブな関係があることを

明らかにした99。片岡ほか（2010）は、期待理論はモチベーションが行動についての期待と

その結果に規定され、将来を見越した行動の理論化であり、将来の期待が現在の行動に影

響する、つまり、期待理論は行動もしくは動機が生起する心理的メカニズムであり、行動

に至るプロセス、その持続性と方向性を説明していると論じている100。Vroom の期待理論で

は、従業員の職務満足と退職率の関係がシニア人材の再就業に寄与する可能性が高いと考

えられる。しかし、期待理論は組織内に応用されることが多く、モチベーションは期待、

誘意性、道具性によって数値化可能であるものの、本研究の研究対象者層であるシニア人

材のモチベーションを測定することが難しいと思われる。本研究の研究対象層はすでに定

年退職している人であり、過去の仕事モチベーションは現在の就業意欲にどのように影響

を与えるかについては、第 5 章でさらに考察する。

内発的動機づけ理論（Deci，1972）101について、内発的動機づけとは、外的な報酬を得る

ため以外の目的によって活動が動機づけられていることである。人間の活動は、金銭、物

品、賞賛、地位、名誉などのような外的な報酬を得ることによって動機づけられている場

合があるものの、外的な報酬による動機づけのみで説明しにくい面も少なくない。そこで

考えられているのが、外的な報酬を得るためではなく、活動によって得られる内的な報酬

や活動を行うこと自体が目的となっている内発的動機づけの存在である（石田，2010）102。

内発的動機づけ理論より包括的な視点を提供しているのは自己決定理論（Deci&Ryan，1985、

2000）103である。Deci&Ryan は、心理的欲求において自己決定の要素に焦点を当て、個人が

行動する際に、その行動を自己決定性に基づき、自己決定的であるかどうかが動機づけや

幸福感に影響を与えると指摘している。

98 Vroom,V.H.（1964）Work and motivation.New York:Wiley,p.186
99 古川久敬（1974）「職務モテイベーションに関する期待理論」『実験社会心理学研究』鉄道労働科学研究所 14 巻 2号 pp.147-158
100 片岡信之・佐々木恒男・高橋 由明・渡辺峻・齊藤毅憲著（2010）『アドバンスト経営学―理論と現実』中央経済社 pp.154-155
101 Deci, E. L. （1972）“Intrinsic motivation, extrinsic reinforcement, and inequity.”Journal of Personality and Social

Psychology,22（1）, pp.113–120
102 石田潤（2010）「内発的動機づけ論としてのフロー理論の意義と課題」『人文論集 = Journal of cultural science』兵庫

県立大学神戸商科キャンパス学術研究会 45 号 pp.39-47
103 Deci,E.L.,&Ryan,R.M.（1985）Intrinsic Motivation and Self-Determination in Human Behavior.Springer New York,

NY.pp.11-40

Deci,E.L.,&Ryan,R.M.（2000）“The“What”and“Why”of Goal Pursuits: Human Needs and The Self-Determination of Behavior.”

Psychological Inquiry,11（4）, pp.227-268
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自己決定理論はいくつかの下位理論から構成されており、基本的心理欲求理論104 (Basic

Psychological Needs Theory)は自己決定理論の前提であり、基礎である。基本的心理欲求

は幸福度に関する研究で使用されることが多く、さらに 3 つの内容が含まれており、それ

ぞれ「自律性」(autonomy)、「有能感」(competence)、「関係性」(relatedness)である

（Deci&Ryan，1985、2000）。「自律性」は、主に選択の自由、または自分から行動をした

いことを指す。「有能感」は、物事を行う際自分の有能さ、および自分の才能を表現でき、

環境と効果的にやり取りできるということである。「関係性」は、周囲の人や物事から得

たものであり、他者との関係を築き、維持したいということである。Deci & Ryan は、基本

的心理欲求には「自律性」、「有能感」、「関係性」のみで、他の欲求は基本的心理欲求

の条件、あるいは同時に心理的な成長と幸福感を高めることができないと強調している。

これら 3 つの欲求は内在的な欲求であり、個人が心理的な成長と幸福を達成するための動

機となる。従って、基本的心理欲求は自己決定理論の核心でもある。

吴ほか（2018）は、年齢と基本的心理欲求の変化に関連する研究成果を踏まえた上で、

加齢とともに得られる基本的心理欲求の満足感は多少変化するものの、3 つの基本的心理欲

求とその重要性は変わらず、シニア層に対しても、人生意義、幸福感などを測定すること

が可能であると強調した。また、基本的心理欲求の充足を促すことが個人の成長にとって

重要であり、個人の生活は外部の介入によりある程度干渉できることを明らかにした105。欲

求を満たすことはシニア人材の幸福感に大きく影響し、生活の満足度にも影響を与えると

考えられる。一方で、自律性、有能感、関係性はシニア人材の幸福感と社会への帰属意識

を高めることができる。例えば、范（2021）は、シニア人材の学習能力の向上は、有能感

（尊敬、敬意）に対する欲求を満たし、人間関係、社会活動にも影響を与えると指摘して

いる。そしてシニア人材の自主性を高めることで、社会への帰属意識を高めることができ

ることを明らかにした106。

本研究では、基本的心理欲求の側面から、基本的心理欲求と再就業意欲を関連付けて、

考察・分析を進めていく。そして企業や社会がモチベーションの向上を通じてシニア人材

の再就業意欲に影響を与えることができれば、シニア人材の再就業においても、基本的心

理欲求の応用範囲においても重要な意義を持っているといえる。

他方、自己決定理論の下位理論においては、Deci&Ryan（1985）は認知的アプローチを通

じて、個人が状況をどのように評価し、外部からの報酬や制御が個人の内発的な動機づけ

にどのように影響するかを調査し、その結果として認知的評価理論を提唱した107。例えば、

外的報酬が持つ制御的側面よりも情報的側面が優位である場合には、有能感や自己決定感

104 基本的心理欲求理論は､近年まで基本的欲求理論と呼ばれていたが、基本的欲求理論から第 5 の下位理論である目標内容理論

が派生し､名称が改められた（藤原，2012）pp.71-97
105 吴才智・荣硕・朱芳婷・谌燕・郭永玉（2018）「基本心理需要及其满足」『心理科学进展』中国科学院心理研究所 2018 年 6

期 pp.1063-1073
106 范明媛（2021）「自我决定理论视域下机构老年人幸福感提升研究」长春理工大学社会工作学硕士学位论文 p.15
107 Deci,E.L.,&Ryan,R.M.（1985）Intrinsic Motivation and Self-Determination in Human Behavior.Springer New York,

NY.pp.87-112
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が高まり、内発的動機づけも高まると解釈される。これに対して、物質的報酬(金銭や品物)

は、多くの場合、報酬の予告が存在するため、外的報酬が持つ情報的側面よりも制御的側

面が優位となる。その結果、課題に対する内発的な動機よりも外発的な動機の方が多く見

積られ、内発的な動機づけが報酬の提供前よりも低下することが示唆されている（桜井，

1984）108。また、自己決定理論では、非動機づけ、外発的動機づけ、内発的動機づけという

3つの動機づけ状態が想定されている。非動機づけは活動に対して全く動機づけられていな

い状態を指し、外発的動機づけは自己決定性の程度により複数のタイプに区分される（岡

田，2010）109。例えば、自己決定理論の下位理論の 1 つである有機的統合理論では、外発的

動機づけを外部からの影響の強さに応じて①外的調整、②取り入れ的調整、③同一化的調

整、④統合的調整の 4 つに分類し、これまでは外発的動機づけと内発的動機づけという 2

つの軸で静的に理解されていたものを、さらに詳細に分類することで、モチベーションの

変化をより明確に把握できるようになる（吉川，2016）110。自己決定理論においては、個人

が自己の人生や行動に対してどの程度のコントロールを持つかが焦点となっている。すな

わち、個人が自らの選択や行動に対して主体的に意思決定し、それが自己の価値観や目標

に合致している場合、モチベーションが高まりやすいとされ、シニア人材の再就業に向け

たモチベーションの理解を深化させることが可能である。

しかしながら、中国においてはこのような研究成果はまだ蓄積されておらず、さらに本

研究の研究対象層である定年退職したシニア層に関しては、過去の企業でのモチベーショ

ンを考察するには自己決定性の程度から外発的動機づけを取り上げることが困難である

（第 5 章を参照）。速水（1995）は、自己決定理論に関して、外発的動機づけと内発的動

機づけの定義が多様であることを強調し、鹿毛（1994）111がまとめているように、外発的動

機づけと内発的動機づけの区別には研究者による様々な視点や定義が存在することを指摘

している112。例えば、内発的に動機づけられる行動は「行動そのものが目的化している」に

対し、外発的動機づけられる行動は「行動そのものは手段である」という行動が目的か手

段かで分類する方法と、行動が誰によって開始されたかという視点から分類する方法も存

在する（速水，1995）。このように、研究者の立場により様々な定義が用いられているこ

とが明らかである。

ワークモチベーションに関して、池田（2017）は、日本におけるシニア層のワークモチ

ベーションを支援するための理論的根拠と実践的な方策を検討する必要があると指摘して

いる113。年齢とワークモチベーションとの関連性については、Kooij（2011）は、年齢がワ

108 桜井茂男（1984）「内発的動機づけに及ぼす言語的報酬と物質的報酬の影響の比較」『The Japanese Journal of Educational

Psychology』The Japanese Association of Educational Psychology 32 号 pp.286-295
109 岡田涼（2010）「自己決定理論における動機づけ概念間の関連性――メタ分析による相関係数の統合」『パーソナリティ研

究』日本パーソナリティ心理学会 18 巻 2号 pp.152-160
110 吉川雅也（2016）「モチベーション理論における主体性概念の探求 : 組織における主体性獲得のプロセスに着目して」『産

研論集』関西学院大学産業研究所 43 号 pp.115-121
111 鹿毛雅治（1994）「内発的動機づけ研究の展望」『教育心理学研究』一般社団法人 日本教育心理学会 42 巻 3 号 pp. 345-359
112 速水敏彦（1995）「外発と内発の間に位置する達成動機づけ」『心理学評論』心理学評論刊行会 38 巻 2 号 pp.171-193
113 池田浩（2017）「ワークモチベーション研究の現状と課題 ─課題遂行過程から見たワークモチベーション理論」『日本労働

研究雑誌』労働政策研究・研修機構 684 号 pp.16-25
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ークモチベーションと負の相関関係にあることを明らかにした114。その詳細としては、、低

年齢従業員は高年齢従業員より学習や昇進に対するモチベーションが高い一方で、年齢と

内発的動機づけ（楽しさ、自律性、他人・社会への貢献、仕事の保障）との関係には正の

相関が見られる。個人差が大きいシニア層において、モチベーションが高い場合には仕事

に対する情熱ややる気を持ち続け、定年退職後も新たな目標や活動を見つける傾向があり、

逆にモチベーションが低い場合には定年退職後に新たな活動や目標を見つけることが難し

いとされていることから、ワークモチベーションとシニア人材の再就業との関連性が示唆

される。

自己決定理論に関する研究では、異なる領域でモチベーションを測定する尺度が作成さ

れ、それらの尺度によって知見が蓄積され、異なる領域で適応的な研究結果が得られてい

る（岡田，2010）115。また、基本的心理欲求に関する研究も広範囲な研究領域をカバーして

いる。そのため、モチベーションの測定についての尺度も多様である。特に、李（2009）

の研究では、Deci et al.(2001)116の基本的心理欲求の尺度が良好な信頼性と妥当性を有す

ることが確認された。そして、基本的心理欲求と各因子には有意な正の相関があり、因子

の間にも有意な正の相関があることが確認された117。一方、喻ほか（2012）は、Deci et

al.(2001)の尺度を中国語に翻訳し、改訂されたスケールでは、測定項目が保持されており、

良好な信頼性と妥当性が確認された118。さらに、范（2021）は、このスケールが現在中国で

最も一般的に使用されていると強調している119。

中国における心理学、社会心理学の領域はまだ試行錯誤の段階にあり、つまり、中国人

の心理学の概念は存在するものの、理論としては十分に構築されていない。また、中国に

おける心理学の発展とともに、個人と社会とのつながりや関係性は重視されるようになり、

心理学の主流となっている（何・邵，2017）120。その関係性に対する需要を示す基本的心理

欲求のほうが、中国におけるシニア人材のモチベーションを明らかにすることができると

考えられる。

仕事に関連するモチベーションの領域について、Van den Broeck et al. (2010)121の研究

では、基本的心理欲求の側面から自律性、有能感、関係性をそれぞれ 6 項目に設定し、合

計 18 項目の内容によりモチベーションとの関係性を明らかにした。分析により、仕事に関

114 Kooij, D. T. A. M., de Lange, A. H., Jansen, P. G. W., Kanfer, R.,&Dikkers,J.S.E.（2011）“Age and Work-related

Motives:ResultsofaMeta-analysis.”Journal of Organizational Behavior,（32）, pp.197–225
115 岡田涼（2010）「自己決定理論における動機づけ概念間の関連性――メタ分析による相関係数の統合」『パーソナリティ研

究』日本パーソナリティ心理学会 18 巻 2号 pp.152-160
116 Deci, E. L., Ryan, R. M., Gagné, M., Leone, D. R., Usunov, J., & Kornazheva, B. P.（2001）“Need satisfaction, motivation,

and well-being in the work organizations of a former Eastern bloc country: A cross-cultural study of self-determination.”

Personality and Social Psychology Bulletin, 27（8）, pp.930–942
117 李清华（2009）「高中生基本心理需要的满足与幸福感的关系」河北大学发展与教育心理学硕士学位论文 pp.30-33
118 喻承甫・张卫・曾毅茵・叶婷・胡谏萍・李丹黎（2012）「青少年感恩、基本心理需要与病理性网络使用的关系」『心理发展

与教育』北京师范大学 2012 年 1 期 pp.83-90
119 范明媛（2021）「自我决定理论视域下机构老年人幸福感提升研究」长春理工大学社会工作学硕士学位论文 p.11
120 何友晖・邵广东（2017）『漫谈中国人的心理：东西方文化之对比』科学出版社 pp.57-62
121 Van den Broeck, A., Vansteenkiste, M., De Witte, H., Soenens, B., & Lens, W.（2010）“Capturing autonomy, competence,

and relatedness at work: Construction and initial validation of the work-related basic need satisfaction scale.”

Journal of Occupational and Organizational Psychology, 83（4）, p.985
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連する基本的心理欲求を満たすことで内発的動機づけの潜在的な結果を評価できることが

明らかにされた。Van den Broeck et al.の研究成果を基に、罗（2022）122はこのスケール

を援用し、企業業績やパフォーマンスの向上という側面から研究を試みた。罗（2022）の

研究においては、逆転測定項目を変更し、外発的動機づけ要因を仕事の諸条件（勤務時間、

職場環境、報酬、医療保険や労働保険といった労働条件など）の側面から分析した。他方、

外発的動機づけ要因として、Gagnéほか（2010）の研究123においては、外発的動機づけを外

的要因、おもに給料中心として区別し、東海（2022）124は、企業からの外発的動機づけを給

料、昇進・昇格、労働条件、会社の方針と実行などに分類し、内発的動機づけと外発的動

機づけが離職意欲との関連性を明らかにした。このように、内発的および外発的動機づけ

の影響要因の特定は、心理学や教育学にとどまらず、さらに広範な研究領域に広がってい

る。

他方、就業動機については、安達（2001）125は、就業動機尺度の概念的妥当性を達成動機、

勢力動機、親和動機、そして自己効力感の側面から検討し、男女別に達成動機の下位尺度

である個人的達成欲求、社会的達成欲求と就業動機との関係性が確認され、仕事活動に対

する自己効力感が独自の説明力を有することも示された。これを踏まえ、本研究の研究対

象である中国のシニア人材の再就業については、相似した部分が多く、参考すべき点が多

いと考えられる。しかし、既存の研究では、就業動機の研究対象が主に就業経験のない未

就業者に限られており、中国のシニア人材には適用できない段階にあるといえる。

上述のモチベーション理論と先行研究を踏まえ、本研究ではシニア人材のモチベーショ

ンの内容を「内発的動機づけ」と「外発的動機づけ」に分けて考察・分析を行う。そして、

自己決定理論の基本的心理欲求（自律性、有能感、関係性）に基づきシニア人材の内発的

動機づけについて議論を展開する。また、動機づけの内容が誰によって開始されたかとい

う視点から外発的動機づけを分類する。その中で、シニア人材によって開始された行動内

容を「内発的動機づけ」、企業によって開始された行動内容を「外発的動機づけ」とする。

1.3.3 モチベーションの影響要因と再就業意欲との関連性

本節では、モチベーションの影響要因とシニア人材の再就業意欲との関連性について考

察・分析する。モチベーションと意欲は混同されがちであるが、意欲は個人が望む結果や

達成したい目標に対する内部の強い欲望を指し、モチベーションはその欲望や目標に向か

って行動しようとする力やエネルギーを指す。

笠井（2012）は、高年齢期の就業において、仕事に直接関係するモチベーションとそれ

122 罗楠（2022）「自我决定理论视角下体面工作对员工绩效影响的实证研究」重庆工商大学人力资源管理学硕士学位论文 pp.1-55
123 Gagné, M., Forest, J., Gilbert, M.-H., Aubé, C., Morin, E., & Malorni, A.（2010）“The Motivation at Work Scale:

Validation evidence in two languages.” Educational and Psychological Measurement, 70（4）, pp.628–646
124 東海詩帆（2022）「情報コミュニケーションに焦点を当てたワークモチベーションの組織心理学的研究」明治大学商学博士

論文 p.182
125 安達智子（2001）「就業動機尺度の概念的妥当性 動機, 自己効力感との関連性について」『実験社会心理学研究』日本グル

ープ・ダイナミックス学会 41 巻 1 号 pp.45-51
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以外の、例えば生活や人生全般、あるいは次世代への内的な欲求など、これらのモチベー

ションをあわせて、就業上重視していくことが必要であると指摘している126。また、笠井

（2012）は、定年退職後の再就業者の職種別に見たモチベーションの影響要因について分

析した。要するに、職種別に、現在の就業意欲、現在の働き方継続意向、現在の働き方継

続可能性について、職種の比較では有意な違いは確認されなかったのである。そして、有

意な相関関係を持っている要因は、収入への不満、仕事負荷、仕事とのミスマッチング、

世代継承性行動である。

范（2021）は、自己決定理論と基本的心理欲求の汎用性を強調し、老人ホームにおける

シニア層の幸福について基本的心理欲求を用いて研究を行った。そして、基本的心理欲求

とシニア層の幸福感に正の相関関係があることを明らかにした。また、自律性はシニア層

の帰属意識を高め、社会への参加を促進することを強調した。一方で、3 つの基本的心理欲

求は相互に影響を及ぼし、相関係数が高いことも明らかにした127。

松本（2006）は、シニア層の就業理由として主に金銭的な理由と健康面の理由が挙げら

れることを前提に、それ以外の生活価値観についての就業意欲との関連性を考察した128。要

するに、シニア層は現在の健康状態とデジタルの熟練度について、就業意欲との間に有意

な関係が確認された。そして、「自己啓発」因子も就業意欲に有意な影響を与えているこ

とが確認されており、高齢期になっても積極的に自己研鑽を図ろうとする、意識の高いシ

ニア層の存在を示している。さらに、シニアの就業意欲を向上するには、外部からの支援

が求められることも明らかにされた。

Gagnéほか（2010）は、様々な種類のモチベーションと自己決定理論をベースにした研究

成果（例えば、組織へのコミットメント、離職の意向、幸福感、心理的苦痛など）との関

連性を考察した。その結果、内発的動機づけはポジティブな結果（感情的なコミットメン

ト、幸福感）と正の相関があり、ネガティブな結果（離職意向や心理的苦痛など）と負の

相関があることが確認された。そして、外的調整および取り入れ的調整は、その逆のパタ

ーンが見られることが指摘された。また、Gagnéほか（2010）は、異なる職種の従業員のモ

チベーションの得点を比較し、職種に基づくモチベーションの相違について、自主性が低

く意思決定権が少ない感情的コミットメントが悪い仕事をしている従業員は、外的調整と

取り入れ的調整からなる統制的な動機づけで高い得点を取り、内発的調整と統合的調整、

同一化的調整からなる自律的な動機づけで低い得点を取ると強調している129。

前述したように、シニア人材再就業に関するモチベーションとその影響要因の理論的根

拠が提示されたものの、モチベーションと再就業意欲のメカニズムを考察するには、シニ

126 笠井恵美（2012）「定年後の雇用におけるモチベーションに関係する要因の探索」『研究紀要 Works Review』株式会社 リ

クルート リクルートワークス研究所 7 号 pp.1-14
127 范明媛（2021）「自我决定理论视域下机构老年人幸福感提升研究」长春理工大学社会工作学硕士学位论文 p.15
128 松本恵（2006）「高齢者の就労意欲に関わる要因」『研究紀要 Works Review』株式会社 リクルート リクルートワークス

研究所 1 号 pp.1-12
129 Gagné, M., Forest, J., Gilbert, M.-H., Aubé, C., Morin, E., & Malorni, A.（2010）“The Motivation at Work Scale:

Validation evidence in two languages.” Educational and Psychological Measurement, 70（4）, pp.628–646
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ア人材の側面のみならず、企業の人事管理の側面も不可欠である。例えば、AMO 理論では、

従業員業績に影響を与えるものとして、従業員の能力（Ability）、労働意欲（Motivation）、

機会（Opportunity）が強調されており、労働意欲の減少は企業業績と密接な関係がある

（Boxall・Purcell，2003）130。離脱理論と AMO 理論では、個人の行動が組織全体に与える

影響に焦点を当てている。離脱理論は、離脱が組織に影響を与える可能性を提示する一方、

AMO 理論では、個々のメンバーのモチベーションとパフォーマンスが組織の成功に影響を与

えるとされている。

前節では、職務満足がシニア人材再就業へのモチベーションに影響する可能性があると

提示した。従業員満足度調査の目的として、単に従業員が所属する組織に対してどのよう

な意識を有しているかを把握するだけでなく、従業員満足度を向上させることは管理者の

重要な責任であると認識すべきである（御子柴，2005）131。小島・太田（2009）は、人事評

価の制度と運用実態の間にギャップを認知する従業員ほど、職務満足度が低下する可能性

を示唆している。そして、成果主義的な人事評価の手続きを整えていても、従業員がその

運用実態に疑問を抱いていると、逆に従業員からの強い拒否反応を引き起こすことを強調

している132。実践上の経営課題として、従業員とのコミュニケーションを密にし、評価と報

酬により従業員を動機づけすることが重要である。また、経営トップによる理念の浸透活

動が従業員の内的満足を向上し、結果的に長期勤務へと誘引される（松葉，2008）133。

図表 1-5 戦略的人的資源管理の普遍的アプローチの理論構造

出所:藤原崇（2021）「戦略的人的資源管理論への心理的契約理論の適用」兵庫県立大学大学院経営学研究科博士論文 p.69 によ

り筆者作成

戦略的人的資源管理論は、企業や組織の生産性、利益率、成長度、技術レベル、柔軟性

などを最終的な効果変数にする場合が多い（守島，1996）134。故に、取り上げた先行研究で

130 Boxall, Peter and John Purcell（2003）Strategy and Human Resource Management.Palgrave Macmillan,pp.179-186
131 御子柴清志（2005）「従業員満足度調査」『経営政策論集』桜美林大学 4 巻 1 号 pp. 109-126
132 小島弥生・太田恵子（2009）「企業従業員の職務満足度と人事評価システムの捉え方との関連」『産業・組織心理学研究』

産業・組織心理学会 22 号 pp.75-86
133 松葉博雄（2008）「経営理念の浸透が顧客と従業員の満足へ及ぼす効果 事例企業調査研究から」『経営行動科学』 経営行

動科学学会 21 巻 2号 pp.89-103
134 守島基博（1996）「人的資源管理と産業・組織心理学 ―戦略的人的資源管理論のフロンティア―」『産業・組織心理学研究』

産業・組織心理学会 10 巻 1号 pp.3-14
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は、モチベーションによって影響される結果変数は企業業績や業務成果である場合が多く、

再就業行動と直接関連する文献は極めて限られている。例えば、藤原（2021）は、戦略的

人的資源管理の普遍的アプローチは人事施策が従業員への影響を重視しており、従業員の

高いモチベーションやコミットメントを引き出すことを目的としていると指摘している。

そして、一定の人事施策を用いれば、従業員が同様に動機づけられるという前提を取って

おり、一方で、従業員の行動や姿勢がいかに企業の業績に結びつくかという論理構成は示

されていないことを強調した135（図表 1-5 を参照）。図表 1-5 によると、企業の人事施策は、

従業員の心理としてのモチベーション、コミットメント、チームワークに影響を与え、最

終的に企業業績に影響を及ぼす。そして、この一連の流れの中で、環境的要因による影響

が重視されるべきであるといえる。

図表 1-6 人事の次元が組織業績に与える影響に関するモデル

出所：Jiang, K., Lepak, D. P., Hu, J. and Baer, J. C.（2012）,“How Does Human Resource Management Influence Organizational

Outcome: A Meta- Analytic Investigation of Mediating Mechanisms.”, Academy of Management Journal, 55（6）,p.1275

の内容により筆者抜粋

図表 1-6 は、AMO 理論に基づいて人事施策が従業員へ影響を与える要素を整理したもので

ある。図表 1-6 によると、人事施策、従業員モチベーション、および自発的離職と業績・

財務上の成果との関連性が分かる。具体的には、人事施策は従業員モチベーションと正の

相関関係があり、また従業員モチベーションは自発的離職の抑制、業務上の成果と正の相

135 藤原崇（2021）「戦略的人的資源管理論への心理的契約理論の適用」兵庫県立大学大学院経営学研究科博士論文 p.68
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関関係がある。さらに、HR 施策・システムは、①従業員個人の内発的動機づけを高める、

②公平性、特に意思決定過程の公正性を高める（公平理論）、③互酬性規範に基づく組織

と個人の間の社会的交換関係を高める（社会的交換理論）という主に 3 つの動機づけ向上

メカニズムにより、職業満足、組織コミットメント、離職意欲の抑制などの結果が導かれ

ることが明らかにされた（竹内，2017）136。

図表 1-7 内発的・外発的動機づけによる満足と組織コミットメントの分析フレームワーク

出所：東海詩帆（2022）「情報コミュニケーションに焦点を当てたワークモチベーションの組織心理学的研究」明治大学商学博

士論文 pp.129-146 の内容により筆者作成

図表 1-7 のように、東海（2022）は、職務満足を内発的動機づけによる満足と外発的動

機づけによる満足の 2 つの概念に分け、組織コミットメントに与える影響についてステッ

プワイズ法による分析を用いて、内発的・外発的動機づけによる満足の影響要因と組織コ

ミットメントの関係性を明らかにし、さらに、性別、役職による差異があることを確認し

た137。

136 竹内規彦（2017）「戦略的人的資源管理研究における従業員モチベーション : 文献レビューと将来展望」『日本労働研究雑

誌』労働政策研究・研修機構 59 巻 7号 pp.4-15
137 東海詩帆（2022）「情報コミュニケーションに焦点を当てたワークモチベーションの組織心理学的研究」明治大学商学博士

論文 pp.129-146
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図表 1-8 基本的心理欲求を基に企業（管理層）施策と従業員離職傾向の理論モデル

出所: 崔之皓（2020）「谦卑型领导对新生代知识型员工离职倾向的影响研究——自我决定理论视角」安徽师范大学工商管理学硕士

学位论文 p.36 により筆者作成

中国における企業の人事施策と従業員離職傾向の関連性について、基本的心理欲求の側

面から、企業施策と従業員の離職傾向との関連性が明らかにされた（図表 1-8 を参照）。

つまり、企業（管理層）施策は基本的心理欲求の向上を通じて、より効果的に離職傾向を

抑制することができる。さらに、自律性、有能感、関係性、どちらも離職傾向と有意義な

負の相関関係がある（崔，2020）138。

上述したように、モチベーションの向上は自発的離職を抑えることができ、そしてその

モチベーションは人事施策によって向上することができる。一方で、中国企業における人

事施策と従業員離職傾向の関連性について、基本的心理欲求の側面から解釈することが可

能である。従業員のモチベーションの向上は長期の勤務や組織へのコミットメントに影響

を与え、定年年齢に達した後の離職行動を防ぎ、継続雇用につながる可能性がある。例え

ば、職場でモチベーションを高めることで、シニア人材は定年退職後も仕事に対する情熱

やる気を持ち、積極的に他人や社会とのつながりを求める可能性が大きく、再就業意欲が

高まる可能性がある。一方で、モチベーションが低い場合は、再就業意欲が低い可能性も

ある。しかしながら、金銭的な側面では、高い賃金や報酬は個人の生活水準に影響を与え、

逆に再就業意欲を低下させることも考えられる。このように、本研究はモチベーションの

影響要因と再就業意欲を関連づけ、そのメカニズムを考察・分析する。

1.4 本研究における分析対象とモデルの構築

シニア人材のモチベーションの影響要因と再就業意欲の関連性を明らかにするため、分

析対象範囲モデルを図表 1-9 のように構築する。本研究の分析対象範囲モデルはシニア人

材の視点から構築されており、その主な内容は、シニア人材における過去の仕事のモチベ

138 崔之皓（2020）「谦卑型领导对新生代知识型员工离职倾向的影响研究——自我决定理论视角」安徽师范大学工商管理学硕士学

位论文 pp.1-62



32

ーションの影響要因を外発的動機づけ要因と内発的動機づけ要因に分け、シニア人材の再

就業意欲にどのような影響を与えるかを中心としている。具体的なアプローチとして、内

発的動機づけ要因は自律性、有能感、関係性といった 3 つの基本的心理欲求によって影響

され、外発的動機づけ要因は、外的な諸要因（例えば労働条件、企業からの支援、待遇な

ど（第 3 章、第 4 章を踏まえて、第 5 章でさらに展開する））によって影響される。そし

て、シニア人材におけるモチベーションの影響要因は定年後の再就業意欲に影響を与え、

最後に再就業行動につながる。また、アプローチの中で、環境的要因は重要な要素であり、

シニア人材のモチベーション、再就業意欲、再就業行動にも影響を及ぼすと考えられる。

図表 1-9 中国におけるシニア人材の再就業に関する分析対象範囲モデル

出所:筆者作成

本研究のオリジナリティとして、シニア人材のモチベーションと再就業意欲の関連性を

挙げることができる。既に、モチベーションの影響要因と再就業意欲の関連性を検討した。

そして、取り上げた先行研究と理論モデルの大部分は企業側の視点に基づいている。しか

し、中国におけるシニア人材の就業意欲は低く、日本のように完備されたシニア人材のデ

ータベースも存在しない。再就業が試行錯誤の段階にある中国では、シニア人材の再就業

意欲とモチベーションを分析するために、シニア人材の視点から、そして環境的要因も考

察・分析する必要があると考えられる。さらに、企業側の視点を踏まえ、企業の施策や労

働力の需要を考察することで、シニア人材再就業のあり方を明らかにし、再就業行動へ導

くことが可能であると考えられる。
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第 2 章 仮説設定と分析枠組み

本章では、シニア人材の再就業に関する先行研究を整理し、本研究の研究目的と分析対

象範囲モデルに基づき、研究仮説を設定する。さらに、本研究の分析枠組みを構築する。

2.1 仮説設定

中国におけるシニア人材の再就業意欲とモチベーションの影響要因との関連性を探求し、

シニア人材再就業の課題とそのあり方を明らかにするため、本研究は次のように 3 つの仮

説を設定する。

仮説 1、2 を設定する理由として、まず、第 1 章で提示したように、シニア人材は中年期

と同じ心理的欲求を持ち、再就業への意欲も中年期の影響を受けやすいため、企業の人事

施策によるシニア人材の再就業意欲を高める可能性が見込まれる。そして、高年齢期の再

就業においては、仕事に直接関係するモチベーションとそれ以外の要因を重視する必要が

ある（笠井，2012）139。次に、再就業行動と明示的な関係を持つ研究成果は乏しいものの、

企業の人事施策が従業員モチベーションを向上させ、その結果として離職行動を抑制し

（Gagnéほか，2010）140（Jiang et al.，2012）141（竹内，2017）142（崔，2020）143（藤原，

2021）144、組織コミットメントを高め（東海，2022）145、長期勤務へと誘引されることもで

きる（松葉，2008）146。このように、企業の最終的な効果変数に関する実証研究は蓄積され

つつあり、そのプロセスに関する研究も盛んに行われている。それに対し、シニア人材の

視点から、再就業意欲に関する実証研究は極めて少ないといえる。一方、モチベーション

の向上は、定年年齢に達した後の離職を防ぎ、その中で、長期の勤務や組織へのコミット

139 笠井恵美（2012）「定年後の雇用におけるモチベーションに関係する要因の探索」『研究紀要 Works Review』株式会社 リ

クルート リクルートワークス研究所 7 号 pp. 1-14
140 Gagné, M., Forest, J., Gilbert, M.-H., Aubé, C., Morin, E., & Malorni, A.（2010）“The Motivation at Work Scale:

Validation evidence in two languages.” Educational and Psychological Measurement, 70（4）, pp.628–646
141 Jiang, K., Lepak, D. P., Hu, J. and Baer, J. C. （2012）,“How Does Human Resource Management Influence Organizational

Outcome: A Meta- Analytic Investigation of Mediating Mechanisms.”, Academy of Management Journal, 55（6）pp.1264-1294
142 竹内規彦（2017）「戦略的人的資源管理研究における従業員モチベーション : 文献レビューと将来展望」『日本労働研究雑

誌』労働政策研究・研修機構 59 巻 7号 pp. 4-15
143 崔之皓（2020）「谦卑型领导对新生代知识型员工离职倾向的影响研究——自我决定理论视角」安徽师范大学工商管理学硕士学

位论文 pp.1-62
144 藤原崇（2021）「戦略的人的資源管理論への心理的契約理論の適用」兵庫県立大学大学院経営学研究科博士論文 p.68
145 東海詩帆（2022）「情報コミュニケーションに焦点を当てたワークモチベーションの組織心理学的研究」明治大学商学博士

論文 pp.129-146
146 松葉博雄（2008）「経営理念の浸透が顧客と従業員の満足へ及ぼす効果 事例企業調査研究から」『経営行動科学』 経営行

動科学学会 21 巻 2号 pp.89-103
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メントが重要であり、再就業意欲の向上につながる可能性がある。ただし、中国における

仕事モチベーションと再就業意欲の間には、明確な関連性を示す実証研究はほとんど行わ

れていないのが現状である。これを踏まえ、本研究では中国におけるシニア人材のモチベ

ーションが再就業意欲に与える影響について検証を行う。

図表 1-9 で提示したように、本研究では、モチベーションの影響要因を内発的動機づけ

要因と外発的動機づけ要因に分けて分析する。内発的動機づけ要因については、基本的心

理欲求の自律性、有能感、関係性の側面から分析する。その理由として、基本的心理欲求

は中国での応用性が明らかになり（李，2009）147(Deci et al.，2001)148（喻ほか，2012）149、

中国におけるシニア人材の内発的動機づけ要因として挙げられている（范，2021）150。また、

仕事の側面からも、中国における基本的心理欲求の応用性が示されている(Van den Broeck

et al. ，2010)151（崔，2020）（罗，2022）152。内発的動機はポジティブな結果（仕事の満

足度、感情的なコミットメント、幸福感）と正の相関がある一方、外発的動機づけについ

ては、外発的動機はネガティブな結果（離職意向や心理的苦痛など）と相関があることが

明らかになった（Gagnéほか，2010）。外発的動機づけ要因については、第 5 章で具体的に

提示するが、Gagnéほか（2010）、罗（2022）、東海（2022）153の研究で取り上げたように、

外発的動機づけ要因は主に金銭的要因、昇進・昇格、労働条件、会社の方針などの内容に

よって構成されており、1.2.3 で考察したシニア人材再就業の影響要因に含まれる。このよ

うに、内発的動機づけ、外発的動機づけとシニア人材の再就業意欲との関連性が大きいと

いえる。

仮説 3 を設定する理由として、まず、第 1 章で考察したように、個人差が大きいシニア

人材にとって、柔軟な働き方、就業ルートや人事システムの柔軟性が求められている。そ

して、シニア人材の側面から、基本属性（王，2022）154（钱・姜，2006）155（阿部，1999）

147 李清华（2009）「高中生基本心理需要的满足与幸福感的关系」河北大学发展与教育心理学硕士学位论文 pp.30-33
148 Deci, E. L., Ryan, R. M., Gagné, M., Leone, D. R., Usunov, J., & Kornazheva, B. P.（2001）“Need satisfaction, motivation,

and well-being in the work organizations of a former Eastern bloc country: A cross-cultural study of self-determination.”

Personality and Social Psychology Bulletin, 27（8）, pp.930–942
149 喻承甫・张卫・曾毅茵・叶婷・胡谏萍・李丹黎（2012）「青少年感恩、基本心理需要与病理性网络使用的关系」『心理发展

与教育』北京师范大学 2012 年 1 期 pp.83-90
150 范明媛（2021）「自我决定理论视域下机构老年人幸福感提升研究」长春理工大学社会工作学硕士学位论文 p.11
151 Van den Broeck, A., Vansteenkiste, M., De Witte, H., Soenens, B., & Lens, W.（2010）“Capturing autonomy, competence,

and relatedness at work: Construction and initial validation of the work-related basic need satisfaction scale.”

Journal of Occupational and Organizational Psychology, 83（4）,p.991
152 罗楠（2022）「自我决定理论视角下体面工作对员工绩效影响的实证研究」重庆工商大学人力资源管理学硕士学位论文 p.24
153 東海詩帆（2022）「情報コミュニケーションに焦点を当てたワークモチベーションの組織心理学的研究」明治大学商学博士

論文 p.182
154 王伟（2022）「低龄老年人就业影响因素实证分析」『河南理工大学学报（社会科学版）』河南理工大学 2022 年 1 期 pp. 60-64
155 钱鑫・姜向群（2006）「中国城市老年人就业意愿影响因素分析」『人口学刊』吉林大学 2006 年 5 期 pp.24-29
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156（渡守，2016）157、キャリア（郭・韩，2022）158（万，2020）159（刘・褚，2022）160（王，

2022）161など、再就業の影響要因は多様化している。さらに、性別、役職による組織コミッ

トメントの差異が確認されている（東海，2022）162。これらの影響要因をまとめて分析する

ことで、シニア人材の再就業意欲とその傾向を明らかにし、再就業の促進に価値があると

考えられる。また、シニア人材の労働に対する一律の対策は望ましくなく、シニア人材の

再就業に対して社会的、環境的側面から支援することが求められ、シニア人材再就業の在

り方が問われている。つまり、中国におけるシニア人材の再就業の在り方を考察するため

には、シニア人材と企業両方の視点から、シニア人材の再就業意欲と企業の施策、労働力

の需要など、さらには環境的要因を考察・分析をする必要がある。これにより、シニア人

材再就業のあり方が明らかにされ、再就業行動へ導くことが可能となる。

156 阿部誠（1999）「「高齢者雇用問題」と高齢社会の就業システム(高齢社会と社会政策)」『社会政策学会誌』社会政策学会 2

巻 pp.97-116
157 渡守紘宜（2016）「高齢者労働集約型産業における人的資源管理～ビルメンテナンス業界における社員の二要因理論の役割

～」『グローバルビジネスジャーナル』 一般社団法人 グローバルビジネス学会 2 巻 2 号 pp. 7-16
158 郭锦程・韩慧彤（2022）「老年人在现代科技环境中的困境及其解决对策研究」『科技风』河北省科技咨询服务中心 2022 年 7

期 pp.130-132
159 万海远・韩丽丽・申萌（2020）「中国老年人低就业率成因:与俄罗斯的跨国比较」『统计研究』中国统计学会 国家统计局统

计科学研究所 2020 年 4 期 pp.87-100
160 刘亚娜・褚琪（2022）「如何更好"继续发光发热" ——积极老龄化视域下老年人再就业促进研究」『山东行政学院学报』山东省

经济管理干部学院 2022 年 3 期 pp.100-108
161 王伟（2022）「低龄老年人就业影响因素实证分析」『河南理工大学学报（社会科学版）』河南理工大学 2022 年 1 期 pp. 60-64
162 東海詩帆（2022）「情報コミュニケーションに焦点を当てたワークモチベーションの組織心理学的研究」明治大学商学博士

論文 pp.129-146
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2.2 分析枠組み

上記の仮説を踏まえて、本研究の分析枠組みを図表 2-1 のように構築することができる。

図表 2-1 分析枠組み

出所:筆者作成

本研究では、図表 2-1 の手順で考察・分析を進めていく。まず、シニア人材の再就業に

関する先行研究をレビューし、再就業とモチベーションに関する理論を考察した上で、モ

チベーションの影響要因とシニア人材の再就業意欲との関連性について検討する。また、

研究の分析対象範囲モデルを構築する。これを踏まえて、3つの仮説を設定する（第 1、2

章）。次に、中・日両国におけるシニア人材の再就業の環境的要因、現状と特徴について

考察・分析し、シニア人材再就業の課題を明らかにした上で、日本から中国への示唆を提

示し、実証研究の方向性を示す（第 3、4章）。そして、仮説検証においては、シニア人材

の側面からのアンケート調査と企業の側面からのインタビュー調査を用いて、仮説 1 およ

び仮説 2 はアンケート調査によって明らかにし、仮説 3 はアンケート調査とインタビュー

調査の両方によって明らかにする（第 5、6 章）。最後に、本研究の結論と課題について言

及する（終章）。
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第 3 章 中国における労働市場とシニア人材の再就業

本章では、まず中国の労働市場の特徴とシニア人材再就業の背景を取り上げ、中国にお

けるシニア人材の就業現状とその特徴を明らかにする。次に、個人と企業の視点からシニ

ア人材の再就業について考察・分析する。さらに、近年の中国の法律、政府方針、環境的

側面からシニア人材再就業への取り組みを考察する。最後に、グローバルな視点から中国

におけるシニア人材再就業の課題およびその限界について検討する。

3.1 中国の労働市場の特徴とシニア人材再就業の背景

本節では、中国における労働市場の変遷とシニア人材の再就業について考察する。これ

を踏まえて、中国におけるシニア人材の現状、特徴および再就業の可能性を明らかにする。

3.1.1 中国の雇用構造と産業構造の変化

1978 年から実施された改革・開放政策の主な内容の 1 つは、計画経済体制から中国独特

の市場経済体制への転換が行われた。改革・開放により、中国経済は急速に発展し、企業

の国際競争力の向上とともに、社会や労働市場にも大きな変化がもたらされた。张・敏

（2002）の研究によれば、改革・開放以後、中国企業の雇用構造は変化しつつあり、労働

力の分配は労働市場により決定され、その流動性が高まっている163。

図表 3-1 産業別就業の弾力性

期間 第一次産業 第二次産業 第三次産業

GDP 成

長率％

就業増

加率％

就業弾

力性

GDP 成

長率％

就業増

加率％

就業弾

力性

GDP 成

長率％

就業増

加率％

就業弾

力性

1980～

1985 年

6.54 1.34 0.20 10.62 6.14 0.57 13.61 8.61 0.63

1985～

1990 年

3.77 1.64 0.44 10.52 3.63 0.35 10.82 4.92 0.45

1990～

1995 年

4.67 －1.59 －0.34 14.92 2.74 0.18 8.65 7.34 0.85

1995～

2000 年

3.71 0.1 0.03 10.5 0.93 0.09 8.17 2.58 0.32

出所:尹豪（2001）「改革开放后中国经济增长、劳动市场变化及未来展望」『人口学刊』吉林大学 2001 年 5 期 pp.3-9 により筆

者作成

163 张玉英・王晓敏（2002）「中国劳动市场的形成与就业结构的演变」『湖北社会科学』湖北省社会科学界联合会 湖北省社会科

学院 2002 年 11 期 pp.71-73
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図表 3-2 就業増加の寄与率（％）

期間 第一次産業 第二次産業 第三次産業 合計

1980～1990 年 51.98 23.30 24.72 100.00

1990～1995 年 -73.30 48.60 124.70 100.00

1995～2000 年 5.56 23.01 71.43 100.00

1980～2000 年 20.88 30.67 48.45 100.00

出所:尹豪（2001）「改革开放后中国经济增长、劳动市场变化及未来展望」『人口学刊』吉林大学 2001 年 5 期 pp.3-9 により筆

者作成

図表 3-1 から分かるように、1980～2000 年の間に、中国の第二次産業および第三次産業

における就業の増加率は、第一次産業を大きく上回っている。特に第三次産業は最も高い

弾力性164を示している。また、1990～1995 年の間、第一次産業での就業率はマイナスに転

じたこともある（図表 3-1 を参照）。

一方、図表 3-2 によれば、1980～2000 年の間において、第三次産業の寄与率は 48.45％

で最も高く、次いで第二次産業が 30.67％、第一次産業が 20.88％で最も低い。各産業にお

ける就業増加の寄与率を通じて、新規労働力の吸収割合を判断することができる。すなわ

ち、新規労働力の半分近くが第三次産業に吸収されていると考えられる。また、1980～2000

年の間において、中国労働市場における主な特徴として、労働力が第二次産業および第三

次産業へと流動する傾向が見られる（図表 3-2 を参照）。

王（2022）は、第二次産業および第三次産業へ流動する労働力を“第二労働市場”と名

付け、その特徴として、規模が極めて大きく、平均学歴が相対的に低く、就業範囲が狭く、

流動性が高い点を指摘している。また、“第二労働市場”においては、教育レベルと権利

意識が低いため、合法的な労働契約で締結することが少ないことや定年後に経済的余裕が

ない方が多いと強調している165。労働力の流動現象は内陸地域から沿海地域、あるいは農村

部から都市部への移動が主である。さらに、この現象は 1980 年代に特に顕著であり、当時

の若年労働者は 2020 年代以降には 50 歳以上になっている。このようなシニア層は教育レ

ベルが低いため、再雇用の難易度が高いことが明らかにされている（張，2013）166。また、

労働力の流動現象により、都市部と農村部、地域別の教育レベル、医療水準、賃金格差な

どがさらに拡大しており、高齢化の進行速度も地域ごとに異なる。例えば、程・邓（2022）

の研究によれば、東部地方の高齢化レベルが最も高く、中部地方がこれに次ぎ、西部地方

が最も低い。一方、高齢化のスピードは東部地方と西部地方が速く、中部地方が遅いこと

が明らかにされている167。

164 就業の弾力性を通じて、経済の成長に対する就業の伸び率と寄与率が見られ、各産業における労働需要の変化が分かる。
165 王天营（2022）「对我国"第二劳动市场"发展的思考」『经济问题』山西省社会科学院 2022 年 8 期 pp.15-16
166 张喆（2013）「浅谈劳动力迁徙对劳动市场资源的优化配置」『劳动保障世界』吉林省人力资源和社会保障宣传中心 2013 年 10

期 p.48
167 程兰芳・邓蔚（2022）「人口老龄化对社会保障支出的影响研究」『华东经济管理』中共安徽省委党校 2022 年 1 期 pp.1-8
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2000 年以降の中国の労働市場のもう 1 つの特徴は、インターネットの普及とギグエコノ

ミー168の形成である。ギグエコノミーによる市場規模は毎年平均 10～15％増加しているこ

とが明らかにされている（馬，2021）169。しかしながら、ギグエコノミーはデジタル時代の

産物であり、一定のインターネット知識が必要とされる。一方、中国における中学・高校・

大学では、デジタル化による多様な人材の育成が進んでおり、インターネットを用いた教

育が人材多様化を促進していることが明らかにされた（許，2008）170。デジタル時代ととも

に、多様な人材が生み出されており、新規労働力はデジタル化した時代に適応していると

いえる。また、郭・韓（2022）は、中国におけるシニア層は、デジタル化に対する適応性

が比較的弱く、有効的にデジタル化がもたらした情報を利用することが難しいと指摘して

いる。そして、大多数のシニア層はデジタル化の環境に対して、積極的に適応する姿勢を

取ろうとしているが、学習する環境が整っていないことや、デジタルに関する基礎知識や

学習能力が不足しているため、一部のシニア層が消極的な態度を取らざるを得ないことも

明らかにしている171。このような激変した雇用環境において、中国におけるシニア人材の再

就業問題が浮かび上がる。“第二労働市場”の特徴を踏まえると、第三次産業とデジタル

化により増加した労働需要は、一定の教育レベルが要求されており、シニア層の再就業に

対して極めて不利であるといえる。つまり、デジタル技術の飛躍的な発展により、“第二

労働市場”の特徴を持つシニア層がデジタルデバイドを生じやすく、格差がさらに拡大す

る可能性があると考えられる。

次に、中国における人材多様化の環境的要因として、産業構造の変化について考察する。

2001 年に、中国は WTO に加盟し、外国から技術や管理ノウハウが導入され、産業構造に

変化をもたらした。特に、高度な技術や企業イノベーションが求められるようになり、中

国の製造業は急速に成長した。このような背景の下で、大規模な労働者は農村から都市に

流入し、製造業や重工業で働くようになり、雇用構造にも大きな変化をもたらした。さら

に、IT などの分野での雇用が増加し、製造業への依存傾向が緩和されつつあるものの（史・

胡，2004）172、高度な技術やスキルを持つ労働者に対する需要が増加していることが明らか

にされた（杨，2006）173。

先述したように、中国労働市場における主な特徴は、労働力が第二次産業および第三次

産業へ流動することである。第一次産業が労働者の教育レベルにほとんど要求していない

一方で、製造業、重工業および第三次産業は労働力の教育レベルに比較的高い要求を求め

168 ギグエコノミーは自主性と特別な技能を持っているフリーターが単発もしくは短期の仕事を請け負い、成果主義で待遇を決

定する勤務形態である。
169 马瑞婷（2021）「零工劳动市场评价制度研究」『合作经济与科技』河北省供销合作总社 河北省供销合作经济学会 2021 年 11

期 pp.96-97
170 许艳（2008）「信息网络化与人才多样化的培养」『新闻爱好者（下半月）』河南日报报业集团 2008 年 11 期 pp.106-107
171 郭锦程・韩慧彤（2022）「老年人在现代科技环境中的困境及其解决对策研究」『科技风』河北省科技咨询服务中心 2022 年 7

期 pp.130-132
172 史玉民・胡志强（2004）「产业结构演化的耗散结构观」『科学学与科学技术管理』中国科学学与科技政策研究会 天津市科学

学研究所 2004 年 2 期 pp.59-61
173 杨光辉（2006）「中国人口老龄化与产业结构调整的统计研究」厦门大学博士学位论文 pp.105-119
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ており、シニア層の再就業に不利であることが明らかにされた（周・马，2011）174。周・马

（2011）の研究によれば、具体的には、第一次産業は最終学歴が小学校、中学校の労働者

の就業に有利であり、専門学校や大学以上の学歴を持つ労働者の就業に不利である。製造

業、重工業および第三次産業は最終学歴が小学校、中学校の労働者の就業に不利であり、

専門学校や大学以上の学歴を持つ労働者の就業に有利である。一方で、産業構造の変化は

最終学歴が高校の労働者の就業に対して顕著な影響を与えないことが明らかにされた。ま

た、中国における第二次産業は中学校の学歴を持つ労働者への需要が最も大きく、今後も

第二次、第三次産業は専門学校や大学以上の学歴を持つ労働者に対する需要をさらに増大

させることが強調された。総じて、産業構造の変化が労働需要に影響を与え、学歴が高校

の労働者を境に格差および労働市場の両極化が生じることが示唆される。そして、シニア

人材の再就業に対しては、教育レベルとデジタル化した技術の適応力をさらに求められる

ようになっているといえる。

3.1.2 中国におけるシニア人材の就業現状と特徴

平均寿命と平均健康余命（健康寿命）は、社会全体の健康水準や健康への関心度を示す

指標である。また、定年退職年齢と平均健康余命の差異を分析することで、シニア人材の

開発、再就業、および雇用の可能期間を考察することが可能である。

図表 3-3 中国における男女別平均寿命の推移

出所:中国統計局 HP https://data.stats.gov.cn/easyquery.htm?cn=C01（2023.9.3 にアクセス）の内容により筆者作成

中国における平均寿命の推移は図表 3-3 に示されている。図表 3-3 から見られるように、

2005 年から 2020 年にかけて、中国における男女別平均寿命は右肩上がりの傾向を示してい

る。2005 年には、中国における国民の平均寿命は 72.95 歳であり、男性が 70.83 歳、女性

174 周源・马煜天（2011）「我国产业结构演化与就业关联性实证研究」『商业研究』哈尔滨商业大学 中国商业经济学会 2011 年

11 期 pp.58-63

https://data.stats.gov.cn/easyquery.htm?cn=C01
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が 75.25 歳であったものの、2020 年には平均寿命が 77.93 歳に達し、男性が 75.37 歳、女

性が 80.88 歳となった。これにより、中国では 2005 年から 2020 年の間に、男女ともに平

均寿命が約 5 歳伸びたことが分かる。平均寿命の延伸は医療水準や生活レベルなど、多岐

にわたる分野に影響を及ぼし、高齢化社会の課題をもたらす要因でもある。

次に、図表 3-4 が示すように、中・日両国における男女別平均健康余命について考察す

る。2002 年には、中国の男性の平均健康余命が 63 歳、女性が 65 歳であったが、2019 年に

は、男性が 67.2 歳（4.2 歳増）、女性が 70.0 歳（5 歳増）となった。一方、日本では 2002

年において、男性の平均健康余命が 72 歳、女性が 78 歳であり、2019 年には男性が 72.6 歳

（0.6 歳増）、女性が 75.5 歳（2.5 歳減）となった。定年後勤労可能時間においては、中

国（2019 年）では、男性が 7.2 年（2002 年より 4.2 年増）、女性が 17.5 年（2002 年より

5年増）であり、日本（2019 年）では、男性が 9.6 年（2002 年より 2.4 年減）、女性が 12.5

年（2002 年より 5.5 年減）である。つまり、日本における男女の定年後勤労可能時間が減

少する傾向にある一方、中国では増加する傾向にある。また、中国における男女の平均健

康余命は日本より低いが、2019 年時点では、中国における女性の定年後勤労可能時間は日

本より長いことが明らかであった。

図表 3-4 中・日における平均健康余命（歳）と定年後勤労可能時間（年）

注:定年後勤労可能時間＝平均健康余命‐平均定年年齢。定年退職年齢において、中国を男性 60 歳、女性 52.5 歳（50 歳と 55

歳の平均値）とする。日本を男女とも 60 歳、2013 年の改革により 2025 年からは 65 歳になるため、2019 年時点において 63 歳

とする（第 4 章を参照）。

出所:World Health Organization HP『World Health Statistics 2005、2022』

https://www.who.int/data/gho/publications/world-health-statistics（2023.11.15 にアクセス）の内容により筆者作成

中国では、定年年齢を段階的に引き上げることが提唱されたものの、実際の定年退職年

齢は基本的に変わっていないのが現状である。他方、中国におけるシニア層の健康状態は、
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開発と活用の条件を満たしており、定年退職した人の大部分は健康であり、健康状態が許

す限り働き続けたいと考える人も多いことが指摘されている（程，2008）175。健康余命の側

面から見ると、定年後勤労可能時間が長いほど、シニア人材の雇用リスクは低下する一方

で、短い場合には企業が健康面や労災への懸念を抱き、シニア人材が再就業するのが難し

くなると思われる。中国では、平均寿命、健康余命、定年後勤労可能時間が伸びており、

シニア人材の就業・雇用のリスクを低下させ、それによりシニア層が労働市場にとってよ

り重要な存在となっている。また、特に女性は日本の女性より定年後勤労可能時間が長い

ことから、中国におけるシニア人材の再就業の可能性は十分にあると考えられる。

次に、中国におけるシニア人材の就業現状を考察・分析する。

中国の法定定年退職年齢に関する規定176をまとめると、中国では特定の職種や立場に応じ

て柔軟な定年退職制度が設けられていることが分かる。そして、中国における定年退職年

齢は、一般的に、男性が 60 歳、女性が 50 歳か 55 歳である。また、楊（2004）の研究成果

においては、中国の都市部労働者の平均定年退職年齢は 56.1 歳であり、その中で、男性が

58.3 歳、女性の平均定年退職年齢が 52.4 歳であると強調された177。

図表 3-5 中国における就業者の学歴別年齢構成

出所:『中国労働統計年鑑（2022）』p.63 図表 1-32 により筆者作成

本研究は、上述した定年年齢の概念に従い、中国におけるシニア人材の就業現状と特徴

175 程馨（2008）「中国人口老龄化背景下的老年人力资源开发研究」青岛大学人口、资源与环境经济学博士学位论文 p.6
176 出所:国务院『关于安置老弱病残干部的暂行办法』、『关于工人退休、退职的暂行办法』『关于高级专家离休退休若干问题的

暂行规定』『关于延长部分骨干教师、医生、科技人员退休年龄的通知』『中共中央组织部、劳动人事部关于女干部离休退休年龄

问题的通知』http://law1.law-star.com/（2023.12.15 にアクセス）の内容により
177 杨彦（2004）「北京市老年人力资源开发研究」首都经济贸易大学人口学硕士学位论文 pp.31-32
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について議論を展開する。図表 3-5 によると、中国における 60 歳以上の就業者（シニア人

材）は全就業者数の 11.3％を占めており、50 歳以上の就業者（一部がシニア人材）は全就

業者数の 30％以上を占めている。そして、年齢と平均学歴の関連性については、年齢が高

いほど低学歴就業者数の割合が高くなり、平均学歴が相対的に低いという特徴があるとい

える。

図表 3-6 中国の都市部における就業者の年齢別業種構成

出所:『中国労働統計年鑑（2022）』p.73 図表 1-40 により筆者作成

中国国家統計局178のデータによると、50 歳以上の就業者、特に 60 歳以上の就業者の就業

形態は、個人事業主に占める割合が高い。図表 3-6 によれば、都市部におけるシニア人材

の就業形態は、従業員と個人事業主の割合が高いことが分かる。そして、60 代前半までは、

従業員の割合が個人事業主よりも高い。その他の特徴として、王（2021）は、中国におけ

る2009年から2018 年までの全就業者数に占めるシニア人口の割合は上昇する傾向にあり、

特に 60 代前半のシニア人材の就業率の変化が顕著であり、就業意欲が高いことを強調して

いる179。

さらに、図表 3-7 によると、中国におけるシニア人材の就業率の特徴は、農村部（60～

64 歳が 61.6％、65 歳以上が 27.2％）が最も高く、次に郊外（60～64 歳が 39.3％、65 歳以

上が 15.5％）、最後は都市部（60～64 歳が 13.2％、65 歳以上が 4％）である。また、60

178 中国国家統計局『中国労働統計年鑑（2022）』P69 図表 1-36 の内容を参照
179 王雪薇（2021）「社会支持对城镇低龄老年人再就业意愿影响研究——以淄博市为例」社会保障学硕士学位论文 p.17
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～64 歳のシニア層の就業率は 65 歳以上のシニア層の約 2～3 倍である。

図表 3-7 中国における都市、郊外、農村別シニア人材の就業率(％)

出所:北京大学丰汇商学院（2021）「专题报告 | 中国中老年就业创业 2020 年调研报告」

https://thinktank.phbs.pku.edu.cn/2021/zhuantibaogao_1231/57.html（2023.12.9 にアクセス）の内容により筆者作成

シニア人材の人口構成の視点から見れば、中国における一人っ子政策(1979～2016 年)が

始まった時期は 1979 年であり、既に 40 年ほどの年月が経っている。当時の若年労働力は

現在のシニア世代となり、定年見込みまたは既に定年退職しており、初代目一人っ子の親

世代とも言われている。このような家庭環境の背景の下で、梁ほか（2005）は、初代目一

人っ子の親世代の老後に対する不安要因を明らかにした。その中で、健康に対する不安が

78.0％で最も大きく、次に経済状況に対する不安が 39.8％を占めている180。つまり、初代

目一人っ子の親世代は子供の世話をしながら親世代の面倒を見る場合が多い。さらに、前

節で取り上げた“第二労働市場”の特徴を踏まえると、初代目一人っ子の親世代の生活の

プレッシャーが高いことが分かる。一方、シニア人材は健康と学歴の影響により、就労で

きる職場が制限されることが多く、大企業よりも中小企業で働くことが多いため、労働保

障と仕事の待遇も望ましくないのである。このような状況において、中国におけるシニア

人材の就業現状は芳しくないと考えられる。

3.2 個人と企業の視点から見た中国シニア人材の再就業

本節では、個人と企業の視点から中国シニア人材の再就業について考察・分析する。ま

ず、中国におけるシニア人材のモチベーションに関する研究成果を取り上げて考察する。

そして、内的報酬の側面から中国企業におけるシニア人材活用の重要性と必要性を考察す

る。

180 梁春玉・高橋謙造・王徳文・石紅梅・丸井英二（2005）「中国における初代目一人っ子の親世代の高齢者介護に関する意識(第

1報)」『民族衛生』日本民族衛生学会 71 巻 6 号 pp. 235-243
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3.2.1 中国におけるシニア人材のモチベーション

図表 3-8 再就業するシニア人材の満足度とその影響要因

仕事の待遇

年収（N＝3947 人） 収入の満足度（N＝3947 人）

12000 元以下 3590（90.9％） 不満足 867（22.0％）

12000～20000 元 109（2.8％） どちらともいえない 594（15.0％）

20000 元以上 248（6.3％） 満足 2486（63.0％）

現金ボーナス（N＝851 人） 現物奨励（無料で食事提供など、N＝851 人）

ある 75（8.8％） ある 173（20.3％）

なし 776（91.2％） なし 678（79.7％）

労働保障（N＝851 人）

社会保険 雇用契約

加入 163（19.2％） ある 268（31.5％）

加入していない 688（80.8％） なし 583（68.5％）

仕事と職場環境（N＝3947 人）

勤務時間 勤務時間の満足度

週 40 時間以内 2570（65.1％） 不満足 416（10.6％）

週 40～60 時間 912（23.1％） どちらともいえない 460（11.7％）

週 60 時間以上 465（11.8％） 満足 3071（77.8％）

仕事安全の満足度 仕事環境の満足度

不満足 315（8.0％） 不満足 509（12.9％）

どちらともいえない 414（10.5％） どちらともいえない 446（11.3％）

満足 3218（81.5％） 満足 2992（75.8％）

その他（N＝851 人）

管理職務の有無 昇進の可能性

ある 82（9.6％） ある 26（3.1％）

なし 769（90.4％） なし 825（96.9％）

仕事全体の満足度（N＝3947 人）

不満足 403（10.2％）

どちらともいえない 540（13.7％）

満足 3004（76.1％）

出所:刘亚娜・褚琪（2022）「如何更好"继续发光发热"——积极老龄化视域下老年人再就业促进研究」『山东行政学院学报』山东

省经济管理干部学院 2022 年 3 期 p.105 により筆者作成
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刘・褚（2022）は、中国における再就業しているシニア人材の再就業意欲および再就業

の影響要因を、①仕事の待遇、②労働保障の有無、③仕事と職場環境の 3 つに分けて明ら

かにした。また、刘・褚（2022）は、中国におけるシニアの賃金所得水準が低いことを強

調し、シニアの再就業満足度と現物奨励の有無には密接な相関関係があることを指摘して

いる181。しかし、図表 3-8 によると、現物奨励（無料で食事の提供の有無など）について、

「ある」と回答した割合はわずか 20.3％であり、「ない」と回答した割合は 79.7％を占め

ている。

次に、労働保障の有無に関して、社会保険に加入している割合はわずか 19.2％であり、

また、正規の雇用契約がある割合は 31.5％を占めている。社会保険は社会保障制度の重要

な一部であり、雇用契約とともに労働者の権利・利益を保障するものである。この点につ

いて、李（2014）は、高齢化による社会問題を解決するために、社会保障制度の改善が求

められていることを指摘している182。定年退職後には社会保険の加入は必要とされていない

が、雇用契約（主に労務関係による労務契約、3.3.1 を参照）に関して、雇用契約がない割

合は 68.5％を占めている（図表 3-8 を参照）。このことから、社会保障制度に対する期待

とシニア再就業の現状は乖離しており、シニア人材が再就業する場合、労働保障は不十分

であるといえる。

仕事と職場環境に関して、週 40 時間を超える労働時間の割合は 34.9％であり、規定され

た週 44 時間以内と比較すると、シニア人材の労働は一定の強度を伴うものの、シニア人材

の年収はほとんどが 12000 元（約 20，000 円/月）以下である。以上のことから、中国にお

けるシニア人材の再就業は、収入と労働時間のバランスが取れていないことが分かる（図

表 3-8 を参照）。

全体的に見れば、仕事に満足する人は 76.1％で極めて高い割合を占めており、30～45 歳

の労働力の仕事満足度（王，2022）183と比較しても、シニア人材は満足感を得やすいことが

示唆される。つまり、労働保障が不十分、収入と労働時間のアンバランスなどがあるもの

の、シニア人材は仕事に対して満足感を感じやすい。一方で、シニア人材の権利意識は欠

如しており、再就業環境は芳しくないと考えられる。

181 刘亚娜・褚琪（2022）「如何更好"继续发光发热" ——积极老龄化视域下老年人再就业促进研究」『山东行政学院学报』山东省

经济管理干部学院 2022 年 3 期 pp.100-108
182 李萍（2014）「实行统一社保制度的重要意义」『中外企业家』黑龙江人民出版社有限公司 2014 年 6 期 p.223
183 王德文・姜茂敏・吴政宇・张瑞泽・李蕤・郭佩佩・廖智（2022）「青壮年劳工的工作满意度及其对睡眠的影响」『中国卫生

事业管理』四川省卫生与计划生育委员会 2022 年 9 期 pp.704-711
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図表 3-9 シニア人材の就労理由（％）

（N＝560 人、都市部 N＝137 人、農村部 N＝423 人）

全部の

生活費

を賄う

ため

生活費

の不足

分を補

うため

小遣い

が要る

ので

健康に

良いか

ら

友達を

つくる

ため

生活に

もっと

意味を

持たせ

る

何もし

なけれ

ば寂し

い

その他

全体 35.9 38.8 6.1 3.2 0.5 5.9 5.4 3.9

都市部 10.9 27.0 5.8 8.0 1.5 19.0 17.5 8.8

農村部 44.0 42.6 6.1 1.7 0.2 1.7 1.4 2.4

出所:馬利中（1996）「中国(上海,浙江)高齢者のライフサイクルに関する研究」『民族衛生』日本民族衛生学会 1996 年 62 巻 2

号 pp.41-52 により筆者作成

図表 3-9 から分かるように、1990 年代後半におけるシニア人材の就労理由として、金銭

的要因が最も多く挙げられる。金銭的要因の側面から見ると、農村部のシニア人材は都市

部より金銭的要因を重視していることが分かる。一方、健康・心理的側面から見ると、都

市部のシニア人材は農村部よりも健康・心理的要因を重視していることが分かる。

図表 3-10 中国における 60 歳以上のシニア層の主な収入源と健康状態

内容 2010 年

（N＝17658702 人）

2020 年

（N＝25523101 人）

主な収入源 労働による収入 29.1％ 22.0％

年金（中国語：退休金） 24.1％ 34.7％

家族・親族から 40.1％ 32.7％

健康状態 健康 43.8％ 54.6％

基本健康 39.3％ 32.6％

不健康 16.9％ 12.6％

出所:『中国人口第六次普查年鉴（2010）』『中国人口第七次普查年鉴（2020）』中国国家統計局 HP

https://data.stats.gov.cn/easyquery.htm?cn=C01（2022.11.26 にアクセス）の内容により筆者作成

中国は古くから儒教思想の影響を受けており、宋・元時代から“養児防老”という概念
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（子供を養い、老後の保障になる）が提唱されていた。近年においても、その影響が依然

として強いことが示唆される（3.3.1 を参照）。2010 年～2020 年の間において、60 歳以上

のシニア層における主な収入源として、労働による収入の割合は 29.1％から 22.0％に減少

しており、年金の割合は 24.1％から 34.7％に増加し、家族・親族からの収入の割合は 40.1％

から 32.7％に減少している。健康状態において、不健康の割合は 16.9％から 12.6％に減少

している（図表 3-10 を参照）。つまり、図表 3-9 および図表 3-10 から、中国におけるシ

ニア層の生活状況は 1990 年代から 2020 年にかけて豊かになりつつあり、外部環境および

シニア人材自身の状況が変化していることが推測される。

3.2.2 中国企業におけるシニア人材活用の重要性と必要性 -内的報酬を中心として-

近年、集団や組織目的を達成するためには、個性を生かすこと（多様な個人の動機満足）

が不可欠である。人材のマネジメントは「管理」から「支援」へ、「集団」から「個」へ、

「会社生活」から「私生活」へと、人材の多様性・自律性・社会性への対応に重点を置く

ようになった（片岡ほか，2010）184。また、人材の多様性を活かすためには、単線型・画一

的な働き方から複線型・多様化した働き方、さらに働く時間や場所の多様化が必要となる

（片岡ほか，2010）185。

中国の民営企業数は 2012 年の 1000 万社強から 2022 年の 4700 万社強に増加し、企業全

体の 9 割以上を占めている186。一方、少子高齢化はまず教育関連事業に影響を与えるものの、

少子高齢化による産業の労働力不足の問題も顕著である（林，2021）187。2000 年代初頭ま

では、定年間近な世代の教育水準と素質による労働力市場の労働需要の対象外となること

が多く（蔡，2009）188、不足した労働力が定年間近な世代による補充することが困難とされ

ていたが、近年では、中国における多くの企業が多様な人材の活用に取り組み、有効な人

材マネジメントを行っている。例えば、KAN（2023）は、中国の中小企業におけるダイバー

シティ経営について分析し、中国の中小企業では、ジョブ型の雇用を中心に多様な人材を

活用していることを明らかにした。また、ダイバーシティ経営の視点から、中国の中小企

業はジェンダー、年齢、学歴などの多様な人材を活用しているが、そこから生み出すべき

価値創造はほとんど見られないのが現状である189。刘・褚（2022）は、シニア人材の再就業

において、シニア人材が農村戸籍の割合は 89.8％であり、都市戸籍の割合は 10.2％に占め

ていることを指摘した上で、民営企業への再就業割合が 24.5％を占めていることを強調し

ている190。つまり、都市戸籍のシニア人材の再就業および企業におけるシニア人材の再就業

184 片岡信之・佐々木恒男・高橋 由明・渡辺峻・齊藤毅憲（2010）『アドバンスト経営学―理論と現実』中央経済社 p.130
185 片岡信之・佐々木恒男・高橋 由明・渡辺峻・齊藤毅憲（2010）『アドバンスト経営学―理論と現実』中央経済社 pp.133-139
186 经济日报 HP http://paper.ce.cn/pc/content/202210/11/content_262332.html 2022 年 10 月 11 日星期二刊 经济日报出版社

（2022.11.11 にアクセス）
187 林琪祯（2021）「日本少子高龄化对策对中国产业劳动力市场的启示」『中国市场』中国物流与采购联合会 2021 年 18 期 pp.149-151
188 蔡昉（2009）「中国の人口高齢化：試練，対応，および可能性」『中国経済研究』中国経済経営学会 6 巻 2 号 pp. 47-52
189 KANYI（2021）「中国の中小企業におけるダイバーシティ経営に関する一考察―A 社の事例分析を中心に―」『桜美林大学研

究紀要 社会科学研究』桜美林大学 2号 pp.254-272
190 刘亚娜・褚琪（2022）「如何更好"继续发光发热" ——积极老龄化视域下老年人再就业促进研究」『山东行政学院学报』山东省

经济管理干部学院 2022 年 3 期 pp.100-108

http://paper.ce.cn/pc/content/202210/11/content_262332.html
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は発展の余地が大いにあるといえる。このような背景の下で、人材の多様化とともに、価

値創造や企業業績を生み出すための人材マネジメントが求められており、その中でシニア

人材の活躍も必要不可欠であると考えられる。

労働力不足の問題と経営環境の変化に対して、王（2012）は、中国企業における人的資

源管理の問題として、入社後の教育と内部昇進の不公平などを強調した191。しかし、シニア

人材の雇用について、シニア人材はほとんど昇進の機会がないにもかかわらず、仕事の満

足度が高いことが明らかである（図表 3-8 を参照）。許（2008）は、優れた人材として必

要とされるのは、知識、経験、創造力であると強調した192。高齢者は、若年者が持ち得ない

過去の就労による多様な知識や経験を有しており、若年者と比べて即戦力としての活躍が

期待される（山田ほか，2016）193。従って、知識・経験の側面では、中国企業におけるシニ

ア人材の雇用は必要であると考えられる。しかし、第 1 章で述べたように、中国における

企業の雇用基準は、若いかつ高学歴の人材への重視が主流である。さらに、最も使用され

ている求職プラットフォームにおいては、シニア人材の再就業に関する機能が備わってい

ないのが現状である。中国では、日本のシルバー人材センターのような事業団体は少なく、

“社区服务中心”194が存在するものの、その機能が十分に果たされていない。このように、

就業ルートの不足の問題（3.3.2、第 6 章を参照）を踏まえて、中国におけるシニア人材の

再就業は、同一企業での継続雇用（勤務延長と再雇用）が期待されていると思われる。

シニア人材の継続雇用には、内的報酬が不可欠な要素であると考えられる。第 1 章で分

析したように、企業におけるモチベーションの向上施策は、定年年齢に達した後の離職を

防ぎ、その中で、長期の勤務や組織へのコミットメントが重要であり、再就業意欲の向上

につながる可能性がある。そして、現代の企業管理では、人々が心理的なニーズを追求す

るようになっている。企業の内的報酬は従業員による意思決定への参加などの機会を提供

することによって従業員に感情的および心理的な満足を同時に与えることができる。さら

に、内的報酬を有効活用することで、従業員満足度、モチベーションの向上が促進され、

企業の運営効果の改善に寄与することが明らかにされた（郭，2022）195。つまり、企業にお

ける内的報酬は人事施策の一環として、従業員満足度、モチベーション、企業業績、そし

て継続雇用に密接な関係があるといえる。

内的報酬は従業員が仕事そのものから得る心理的な報酬であり、物質的な報酬と相補的

な関係にある。一方、内的報酬は非物質的な報酬であり、外的報酬と比較して内的報酬が

量化されにくく、その実施方法や評価基準が難しいとされている。そして、内的報酬の特

191 王玉敏（2012）「我国企业人力资源管理体系现状及发展策略研究」『企业文化（中旬刊）』中共黑龙江省委奋斗杂志社 2012

年 11 期 p.24
192 许艳（2008）「信息网络化与人才多样化的培养」『新闻爱好者（下半月）』河南日报报业集团 2008 年 11 期 pp.106-107
193 山田浩史・檜山敦・山口征人・小林正朋・廣瀬通孝（2016）「多様なシニア人材のジョブマッチングのためのインタラクテ

ィブ検索」『日本バーチャルリアリティ学会論文誌』特定非営利活動法人 日本バーチャルリアリティ学会 21 巻 2号 pp.263-271
194 中国の村・鎮・区などの区画において、必ず人才サービスセンター、または自治体としての“社区服务中心”（地域サービ

スセンター）が存在しており、その機能として、仕事場を紹介する機能も含めていることもある。
195 郭准（2022）「试论现代企业管理中内在报酬对企业运营效果的影响」『现代经济信息』黑龙江省企业管理协会 2022 年 17 期

pp.146-148
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徴として、①低コスト、高収益、②多様性、③長期性と潜在性、を挙げることができる（郭，

2022）196。

①について、内的報酬は主に従業員に心理的な支援活動を提供することに重点を置いて

おり、従業員の心理的なニーズを捉えるため、企業に直接的な経済的負担をもたらすこと

はなく、これにより従業員のモチベーションの向上は、パフォーマンスを向上することも

可能である（例えば、従業員の柔軟な休暇制度）。

②について、内的報酬にはさまざまな形式があり、企業の経営状況や組織の現状に応じ

て適切な方法を選択できる。例えば、仕事内容の面では、企業は従業員に自律性、達成感

を上げる機会を提供する。能力向上の面では、企業は従業員にトレーニング機会を提供し、

有能感を上げることもできる。人間関係の側面では、同僚、先輩、後輩との助け合いなど

も挙げられる。

③について、企業は従業員に内的報酬を与えることで、従業員との心理的安心感を築き、

従業員の責任感や有能感を向上させることができる。そして、このような感情は長期的、

潜在的に影響を与えることができる。

曾（2012）は、中国民営小売企業における従業員の内的報酬要因と離職原因を明らかに

した197。まず、全体から見ると、従業員は内的報酬を求めているものの、内的報酬が満たさ

れていない。一方、民営小売企業における現行の内的報酬に関する施策も少なく、従業員

の内的報酬は重視されていないのである。次に、従業員が求められる内的報酬は、合理的

な労働時間、良好な労働環境、企業が従業員のキャリアを重視する姿勢などである。さら

に、内的報酬の不足は離職原因の 1 つである。他方、現行の報酬制度において、中国にお

ける民営小売企業の従業員の報酬は主に基本給、歩合制、ボーナスから構成されており、

内的報酬は反映されていないことが明らかにされた。また、曾（2012）によると、多くの

企業は企業文化として、人間性のある管理システムが強調されており、一部の内的報酬の

要素が含まれているものの、従業員にモチベーションや所属感を感じさせていないことが

現状であり、特に小売企業においてその傾向が顕著であることが明らかになった。

196 郭准（2022）「试论现代企业管理中内在报酬对企业运营效果的影响」『现代经济信息』黑龙江省企业管理协会 2022 年 17 期

pp.146-148
197 曾捷英（2012）「关于员工心理报酬问题的调查——以我国民营零售企业销售人员为例」『中国流通经济』2012 年 3期 pp.104-109
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図表 3-11 内的報酬と外的報酬のバランス

出所:坪谷邦生（2020）『図解 人材マネジメント入門 人事の基礎をゼロからおさえておきたい人のための「理論と実践」100

のツボ（Kindle 版）』ディスカヴァー・トゥエンティワン p.135 の内容により

図表 3-11 から見ると、内的報酬と外的報酬のバランスを取ることが、充実した働きがい

のある人生を送るための重要なポイントであり、適度な外的報酬と高めの内的報酬が求め

られている（坪谷，2020）198。ただし、中国企業では、内的報酬への重視が明らかに不足し

ている。

このような研究成果は、中国における民営小売企業では、労働者から管理者に至るまで、

内的報酬に対する一般的な理解が不足しており、内的報酬を従業員の報酬システムの一部

として見なされていないことが示唆できる。そして、内的報酬は従業員に対して外的報酬

の補完としての役割を果たしていないことが挙げられる。また、企業は内的報酬を報酬シ

ステムの一部として認識し、内的報酬を実施・明記する一方、従業員個人も内的報酬の需

要を積極的に提出することが民営小売企業の報酬システムのあり方である（曾，2012）199。

中国におけるシニア人材の再就業は、企業によるフォーマルな雇用ルートを使用するこ

とは少数であり、企業に所属するシニア層の継続雇用が望ましいと思われる。しかし、中

国企業における継続雇用の促進要因の内的報酬は重視されていない。さらに、中国の定年

年齢は基本的に変わっていないことが現状であるものの、中国におけるシニア人材の再就

198 坪谷邦生（2020）『図解 人材マネジメント入門 人事の基礎をゼロからおさえておきたい人のための「理論と実践」100 のツ

ボ（Kindle 版）』ディスカヴァー・トゥエンティワン p.135
199 曾捷英（2012）「关于员工心理报酬问题的调查——以我国民营零售企业销售人员为例」『中国流通经济』2012 年 3期 pp.104-109
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業が確実に進行しつつあり、既成事実となっている（3.1.2 を参照）。つまり、シニア人材

に対する需要とシニア人材の開発の可能性が大きく、中国のシニア人材活用または再就業

の重要性と必要性が強調される。

3.3 中国におけるシニア人材の再就業への取り組み

本節では、中国におけるシニア人材再就業に関する政府方針と主要な法律を取り上げ、

政府方針の重点がどこに置かれているかについて検討する。そして企業や社会支援の取り

組みについて考察する。

3.3.1 シニア人材再就業に関する政府方針と主要な法律

まず、定年制度と法律の側面から、シニアの再就業に関する問題を解決するためには、

支援基金などの金銭的なインセンティブ制度の導入が必要であるものの、中国では未だそ

のような制度が存在しない（朱，2018）200。2022 年 10 月、中国共産党第二十次全国代表大

会において、労働者の権利保障制度の改善、新しい雇用形態における多様で柔軟な働き方

と法定退職年齢を段階的に引き上げることが提唱された201。一方で、2024 年時点において

も、定年年齢はまだ引き上げていないのが現状である。先行研究によれば、中国における

再就業に関連する法律、政府方針・規定などについて、図表 3-12 のようにまとめることが

できる202。

図表 3-12 によると、2008 年に公布された『労働契約法』では、再就業に関する内容とし

て、法定定年退職年齢に達した時点、あるいは年金の支給開始時に労働契約が終了するこ

とが定められている。言い換えれば、労働者が再就業する場合は、労働者の権益は『労働

法』によって守られていないといえる。沈（2013）は、中国における再就業の雇用関係は

「労務関係」203(Service Relation)と認定されており、再就業の最大の問題点として、労働

者と雇用主の雇用関係が労働関係ではないことを指摘した上で、一部の企業では、再就業

者が差別を受けていると強調している204。

200 朱宁（2018）「日本老年人雇佣政策的研究」『长江丛刊』湖北省作家协会 2018 年 11 期 pp.139
201 习近平（2022）中华人民共和国中央人民政府 HP「高举中国特色社会主义伟大旗帜 为全面建设社会主义现代化国家而团结奋斗

——在中国共产党第二十次全国代表大会上的报告」2022 年 10 月 25 日

http://www.gov.cn/xinwen/2022-10/25/content_5721685.htm（2022.11.15 にアクセス）
202 トウメイリン（2024）「中国における再雇用に関する一考察－日本との比較分析を中心として－」『桜美林大学研究紀要 社

会科学研究』桜美林大学 4 号 pp.107-122
203 中国における労務関係(Service Relation)は、労働関係（Labor Relation）と違い、労働法と労働契約法ではなく、主に民

法の適用範囲である。その区別を簡潔に説明すると、労働関係においては、同一労働同一賃金、かつ地域の最低賃金基準などに

従わなければならない。労務関係においては、社会保険を支払う必要がなく、賃金、契約内容はすべて労働者、雇用主双方の意

思、協議により労務契約で決める。中国におけるシニア再就業の場合、一般的に、形成される雇用関係は労務関係を指している。
204 沈玮（2013）「退休返聘者权利保护研究」苏州大学经济法学硕士学位论文 pp.12-13
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図表 3-12 中国における再就業に関連する法律、政府方針・規定

名称 内容

『关于实行劳动合同制若干问题

的请示的复函』（1997）

（日本語訳：『労働契約制度の

実施に関する諸事項についての指

示と要請の追加説明』）

各地方は、生産年齢労働者の雇用問題を優先的に解決するべきである。再雇用に

おける雇用契約の早期終了が定められている場合には、契約内容、もしくは双方の

協議に従って解決すること。雇用契約の解除については、労働法の範囲外であるこ

と。定年退職者と雇用主との間で紛争が生じた場合、労働紛争仲裁委員会が受理す

るものとする。

『关于实行劳动合同制度若干问

题的通知』（1996）

（日本語訳：『労働契約制度の

実施に伴う諸問題に関する通知』）

年金を受け取っている定年退職者を再雇用する場合、仕事内容、賃金、医療・労

働保険などの内容を含めた契約を締結する必要があると規定している。

『劳动合同法』、『劳动合同法

实施条例』（2008）

（日本語訳：『労働契約法』、

『労働契約法実施条例』）

労働契約は労働者が法定定年退職年齢に達し、あるいは年金受給後に終了とす

る。従い、従業員が定年退職し、再雇用された場合は、双方の間に形成される雇用

関係は労働関係ではなく、労働契約法の対象ではない。当事者の権利と義務は、当

事者双方の協議によって合意するものとする。

出所:劳动和社会保障部『关于实行劳动合同制若干问题的请示的复函』、『关于实行劳动合同制度若干问题的通知』、トウ（2024，

p.112）の内容により筆者作成

中国におけるシニア人材再就業の正当性について、『労働法』による保護の対象ではな

いとはいえ、シニアの再就業は法律に禁じられておらず、雇用問題も労働紛争仲裁委員会

による民事解決によって解決することが規定されている。『中華人民共和国老年人権益保

障法』第六十九条によると、シニア層の労働による収入は合法的であり、個人や企業がシ

ニア層に対する身体・心理面の健康を害する仕事と危険作業の配置は禁じられている。ま

た、熊（2010）は、労働者は労働能力がある限り、労働の権利を有し、法律は労働者の労

働権利を奪うことはできないと指摘している。そして、シニア人材にも平等かつ自由な雇

用機会と権利が必要であり、年齢などの違いを理由に差別してはいけないことを強調して

いる205。張（2021）は、『労働法』において 60 歳以上の労働力の雇用が禁じられていない

ことに言及し、低年齢シニア（55 歳～65 歳）は定年退職したにもかかわらず、再就業の権

利を有していると強調している206。つまり、シニアの再就業は法律の面で合法かつ正当性を

有しているといえる。しかし、低年齢シニア労働者と雇用主との法的な関係が曖昧である

こと、低年齢シニアの再就業における権利・利益の保障が不十分であること、そして低年

齢シニアに対する労働安全環境について、十分な対策が講じられていないことが指摘され

ている（張，2021）207。

205 熊玮（2010）「退休返聘制度研究」中南大学民商法学硕士学位论文 p.19
206 张金平（2021）「低龄老年人再就业的法律风险分析」『人力资源』辽宁社会科学院 2021 年 2 期 pp.102-103
207 张金平（2021）「低龄老年人再就业的法律风险分析」『人力资源』辽宁社会科学院 2021 年 2 期 pp.102-103
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近年、シニア層はデジタル化に直面する問題や困難の解決が重要視されつつある。例え

ば、中国国務院によれば、2020 年までに、シニアにおけるデジタル化に関する問題の対策

を講じ、2021 年までに、シニア向けの旅行、医療、娯楽などのサービスを中心にデジタル

化によるサービスを強化し、2022 年までに、シニアにおけるデジタルデバイドを解決する

ためのメカニズムが提唱された208。しかし、徐・呂（2021）は、中国が高齢化社会となった

過去の 10 年間において、依然としてシニア介護サービスの改善およびシニア事業の発展に

重視しており、シニアの雇用を促進することはなかったことを指摘している209。

徐・吕（2021）は、中国 2000 年以後におけるシニアおよび高齢化社会に関する再就業の

主な政策を以下のようにまとめた210。具体的には、2006 年には、“老有所养、老有所乐、

老有所为”211の社会雰囲気作りにおいて、“老有所为”（年を取っても、何かを成し遂げる）

は積極的にシニア人材の開発に注力することと解釈される。また、2011 年、2016 年、2019

年の政策においては、明確にシニア人材の開発および活用が提唱され、2020 年にはシニア

人材およびシルバー経済の発展を重視することが提唱された。以上のことから、シニア人

材の開発および活用に関する制度の構築とシニア再就業の可能性は大いにあると考えられ

る。

2021 年に、中国政府は『关于加强新时代老龄工作的意见』212（『新時代における高齢者

への取り組みについて』）を公表した。要するに、低年齢シニア層の能力を十分に発揮す

ることを促進し、他の規定内容と並行して就業、ボランティアに重点を置くことである。

その主要内容として、多様で柔軟な雇用形態を模索することを主旨とし、各地域にシニア

人材のデータベースの構築を促進し、労働意欲のあるシニア人材に対する職業紹介、職業

技能トレーニング、起業を指導するなどのサービスを提供することである。また、シニア

人材とコミュニケーションを図ることによって、社会との関係性を保ち、社会からの孤立

を抑制することも明記された。さらに同年、中国政府は『“十四五”国家老龄事业发展和

养老服务体系规划』213（『第十四次五年計画概要における高齢者に関する事業の発展と養老

サービス体系への取り組みについて』）を公布し、シニア人材のデータベースと高齢者向

けの友好的な社会環境の構築、およびデジタルデバイド解消の施策を提唱した。簡潔に言

えば、シニア層の家族や関連する社会組織に対して高齢者のデジタル技術の教育を強化す

ることが明記されている。

一方、シニア人材の再就業はいくつかの規定により制限されている。例えば、『国有企

业领导人员廉洁从业若干规定』214（2009 年）（国有企業の経営陣の清廉な職務遂行に関す

208 中华人民共和国中央人民政府 HP「国务院办公厅印发关于切实解决老年人运用智能技术困难实施方案的通知」

http://www.gov.cn/zhengce/content/2020-11/24/content_5563804.htm 2020 年 11 月 24 日（2022.11.15 にアクセス）
209 徐智华・吕晨凯（2021）「积极老龄化背景下的老年人再就业权利法律保护路径研究」『河南财经政法大学学报』河南财经政

法大学 2021 年 2 期 pp.63-72
210 徐智华・吕晨凯（2021）「积极老龄化背景下的老年人再就业权利法律保护路径研究」『河南财经政法大学学报』河南财经政

法大学 2021 年 2 期 p.64
211 日本語訳:年を取っても、養われる、楽しめる、何かを成し遂げる
212 中共中央、国务院『关于加强新时代老龄工作的意见』http://law1.law-star.com/（2023.12.15 にアクセス）
213 国务院『“十四五”国家老龄事业发展和养老服务体系规划』http://law1.law-star.com/（2023.12.15 にアクセス）
214 中国共产党中央委员会办公厅『国有企业领导人员廉洁从业若干规定』http://law1.law-star.com/（2023.12.15 にアクセス）
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る規定」）、『关于进一步规范党政领导干部在企业兼职（任职）问题的意见』215（2013 年）

（「党政指導幹部の企業兼職（任職）に関するさらなる規制についての意見」）が挙げら

れ、企業におけるシニア人材の再就業は積極的に行われていないことが現状である。この

点については、3.4 でさらに議論を展開する。

中国では定年延長の予定があるものの、中国政府の方針は依然として高齢者福祉事業、

高齢者介護施設、シルバー産業に重点を置いている216。中华人民共和国国家卫生健康委员会

（2022）のデータ217によれば、シニア層に関する事業の発展について、概ね 6 部分に分けら

れる。その中で、第 2～5 部分の内容は主に福祉、養老サービスの充実およびシルバー産業

の発展である。そして第 6 部分では、デジタルデバイド解消の施策について具体例がいく

つか明記されており、デジタルデバイドの解消について一定の成果が出されている。デジ

タルデバイドの点においては、政策によりシニア層に対する便宜を図ることが多いとされ

る。ただし、社会参加の成果（3.3.2 で考察）においては、老年大学などが挙げられるもの

の、シニア人材の再就業および活用の成果に関する内容は見られない。

3.3.2 社会支援の取り組み

次に、中国におけるシニア層の社会参加に対する成果について考察する。

第一に、「中国老年人才网」218（中国シニア人材求人サイト）を取り上げる。この求人サ

イトは、2022 年 8 月に中国のシニア協会によって設立されたものである。シニア協会は 1995

年に中国国務院により設立され、2023 年の国務院の組織改革計画に基づき、現在は民政部

（政府機関）の管理下にある。従って、中国シニア人材求人サイトは政府の直轄下にある。

この求人サイトは、地域ごとにシニア人材の情報データベースを構築し、労働意欲のある

シニア人材に対して①職業紹介、②職業技能トレーニング、③起業支援などを提供してい

る。具体的には、①においてはシニア人材のデータベースを構築し、雇用主に対して求人

情報を提供することにより、職業紹介を行っている。②と③に関しては、職業技能や起業

に関する情報サービスを提供することで、シニア人材の再就業に必要な知識やスキルの向

上を図っている。

中国シニア人材求人サイトは、シニア人材向けの人的資源サービスプラットフォームと

しての初めての試みであり、まだ試行錯誤の段階にある。例えば、2023 年 12 月時点では、

データベースには約 340 名のシニア人材が登録されており、内訳は北京が約 100 名、上海、

広州、深圳が各約 20 名、その他の都市が 0～20 名程度である。また、企業と連携した求人

情報は 105 件掲載されている。そのうち、学歴要件については、専門大学または大学以上

215 中国共产党中央委员会组织部『关于进一步规范党政领导干部在企业兼职（任职）问题的意见』http://law1.law-star.com/

（2023.12.15 にアクセス）
216 国务院『“十四五”国家老龄事业发展和养老服务体系规划』http://law1.law-star.com/（2023.12.15 にアクセス）
217 中华人民共和国国家卫生健康委员会（2022）「2021 年度国家老龄事业发展公报」

http://www.nhc.gov.cn/cms-search/xxgk/getManuscriptXxgk.htm?id=e09f046ab8f14967b19c3cb5c1d934b5（2023.12.14 にアク

セス）
218 中国老年人才网 HP https://www.zglnrc.org.cn/#/home（2024.05.06 にアクセス）

https://www.zglnrc.org.cn/
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が半数以上を占めている（学歴要件なし 28 件、中学校以上 6 件、高校または専門高校以上

12 件、専門大学または大学以上 56 件、修士以上 3件）。このことから、現行のシニア人材

求人サイトは高学歴のシニア人材に偏っており、シニア人材全体に普及していないことが

示唆される。また、専門性の高いシニア人材やエリート、研究者のデータベースが構築さ

れているが、それ以外の情報は乏しい。このように、シニア人材の再就業は政府によって

支持されているものの、シニア人材求人サイトはまだ初期段階にあるといえる。一方で、

求人サイトは北京市を中心に展開されており、今後のシニア人材再就業の推進に関しては

北京市が鍵となる可能性が高いと考えられる。

第二に、「老年大学」（老人大学）を取り上げる。中国における老人大学は、その名の

通り、中高齢者を対象とした大学であり、入学条件には 50 歳以上 80 歳以下、学習意欲が

あり、健康的であることと、地元の住民であることが求められる。老人大学の教育内容は、

伝統的な大学とは異なり、主に芸術系の専門科目である。それは、シニア層の体力の減退

を考慮しているからである。そしてシニア層の興味を引く科目を提供することで、より幸

福で充実した高齢期を送ることができるようにしている。また、学ぶ場を提供することに

より、教育目的だけでなく、シニア層が友人を作り、社会からの孤立を防ぎ、不安や孤独

感を解消することを主な目的としている。

現時点では、中国の市、省級の老人大学数は 46 校であり、オンライン講義も実施されて

いるため、在校生（オンライン含め）は約 600 万人である219。中国の各都市の老年大学はす

べて政府の支援を受けて設立されている。例えば、北京市にある国家老年大学の HP220（国

家老人大学）によれば、国家老人大学は「文化」、「IT」、「健康」、「芸術」、「専門

技能」の 5 つの教育分野に分かれている。このような政府の施策により、シニア層の基本

心理的欲求を満たし、選択授業の多様性により自律性を高め、スキル向上やトレーニング、

同級生がいるという環境により有能感と関係性の欲求を満たし、シニア層の幸福度の向上

および社会との積極的な関係を維持することが期待される。

以上のように、老人大学は中国シニア人材求人サイトとは異なり、シニア人材再就業の

支援やノウハウの提供に重点を置くのではなく、知識、能力、社会との関わりを通じてシ

ニア人材の再就業に寄与していることが示唆される。また、シニア人材再就業の促進にお

いては、老人大学と企業の連携が望ましいと考えられる。

219 中国老年大学协会 HP https://www.caua1988.com/#/（2024.05.06 にアクセス）
220 国家老年大学 HP https://lndx.edu.cn/elderlyUniversity（2024.05.06 にアクセス）

https://www.zglnrc.org.cn/
https://www.zglnrc.org.cn/
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3.4 中国におけるシニア人材再就業の考察

本節は、中国におけるシニア人材の再就業についてグローバルな視点から考察し、環境

的要因の側面からシニア人材の再就業の課題と限界をまとめる。

3.4.1 グローバルな視点から見たシニア人材の再就業

図表 3-13 によると、中国における平均寿命は他国と比較して、決して長いとは言えない

が、その伸び率が比較的高い（図表 3-3、3-13 を参照）。それにもかかわらず、中国の平

均定年退職年齢は他国と比較して極めて早い。一方、平均定年退職年齢と平均寿命の差が

ロシアや英米独日と比べて長いことが分かる。

図表 3-13 各国における平均定年退職年齢と平均寿命

出所:PHBS（2021）北京大学丰汇商学院「专题报告 | 中国中老年就业创业 2020 年调研报告」

https://thinktank.phbs.pku.edu.cn/2021/zhuantibaogao_1231/57.html（2023.12.14 にアクセス）の内容により筆者抜粋

また、図表 3-14 によると、他国と比較して中国におけるシニア層の職業分野は農業に集

中していることが明らかである。日本、米国、韓国、シンガポールにおいては第二次、第

三次産業におけるシニアの就業率が高く、特に日本では各職業分野のばらつきが少ない。

一方、中国では第二次、第三次産業におけるシニア人材の就業率がかなり低く、その原因

として、シニア人材が学歴、知識やスキルの条件を満たしていないことが大きいと考えら

れる（3.1.1 を参照）。
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図表 3-14 各国におけるシニア層の職業分野（％）

職業分野 中国 日本 韓国 米国 シンガポール

農林漁業 86.2 13.1 21.9 5.3 0

製造業 3.8 11.4 7.9 7.1 7.6

建築業 3.46 8.9 6.5 5.2 5.2

卸売・小売業 2.29 15.5 10.4 14.3 18.3

その他の個人サービス業 2.05 18.3 7.4 9.7 6.8

公共行政・教育・社会福祉 1.2 12.5 15.6 27.5 10.5

宿泊業・飲食サービス 0.51 6.8 7.2 3.2 12.8

運輸業・郵便 0.49 4.6 7.1 4.4 11.4

金融・保険業 0 1 0.9 4.2 3.8

情報通信業 0 0.6 0.4 1.5 1

不動産業 0 7.3 14.7 17.5 22.5

出所:PHBS（2021）北京大学丰汇商学院「专题报告 | 中国中老年就业创业 2020 年调研报告」

https://thinktank.phbs.pku.edu.cn/2021/zhuantibaogao_1231/57.html（2023.12.14 にアクセス）の内容により筆者抜粋

図表 3-15 は、各国におけるシニア人材再就業への取り組みと企業環境をまとめたもので

ある。中国、日本、米国、ドイツの 4 カ国において、日本は高齢化の問題に関して、政策、

定年延長、企業環境、インセンティブ、就業サポートの 5 つの側面から対策を講じている。

一方、米国は企業環境、ドイツはインセンティブの方面で欠如していることが分かる。

図表 3-15 各国におけるシニア人材再就業への取り組みと企業環境

出所:PHBS（2021）北京大学丰汇商学院「专题报告 | 中国中老年就业创业 2020 年调研报告」

https://thinktank.phbs.pku.edu.cn/2021/zhuantibaogao_1231/57.html（2023.12.14 にアクセス）の内容により筆者抜粋
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日本においては、企業が定年退職したシニアを積極的に再雇用している。例えば、2005

年以降、団塊の世代の大量退職が大きな社会問題となっており、トヨタは 60 歳定年（当時）

を迎えた社員を原則再雇用する新制度を導入した。この新しい制度では、再雇用された労

働者に対して、生産監視などの体力を要求することが少ない職場に配置することで、団塊

の世代の退職者を引き寄せた（熊，2010）221。また、スキルド・パートナー（社内再雇用制

度）や選択式再就労システムの導入（杉山，2007）222、近年におけるダイバーシティを含め

た働き方改革として、社員と非正規社員（準社員、嘱託、期間従業員、パートタイマー、

定年後再雇用者）にも適応できる育児休職制度や柔軟な勤務時間制度が挙げられる（浅野，

2019）223。

日本におけるシニア人材の再就業の環境やモチベーションに関しては第 4 章でさらに考

察するが、中国と比較して、日本の再就業に関する制度は成熟しているといえる。一方、

中国では、冯・君（2021）は、高齢化の進展に伴い、シニア人材の再就業問題が顕在化し、

再就業意欲を持っているシニア層が増加する可能性があると指摘した上で、シニアの再雇

用は避けられない現象であり、政策と法律が明確な方向性を示すことが必要であると強調

した224。しかし、先述したように、中国におけるシニア人材の再雇用は政府方針として取り

上げられているものの、その具体的な内容は明確にされていないことが現状である。

米国では、政府が定年退職者の再就業に関して厳格な規定を設けている。定年退職者の

再就業ルートを確保するために、シニア人材データベースやウェブサイトを開設し、管理

機関や仲介機関も設立している。定年退職者が再就業する際、雇用主には厳格な手続きに

従い、関連する証明書の提供や採用記録の作成・保管が必要とされる。また、職種ごとに

区分し、シニア人材の再就業を促進している。例えば、消防士の定年制度や教員の再雇用

制度などが挙げられる（熊，2010）225。

デジタル化と教育レベルの側面において、启（2017）は、米国の図書館がシニア層向け

のガイダンスを提供し、デジタル製品の適応性を向上させたと指摘している。そして、シ

ニア層のメンタルヘルスケアを推進した上で、シニア向けの大活字本を提供していること

も強調した226。また、米国と日本の平均就学年数において、24 歳の人と 60 歳の人との平均

就学年数の差が少なく、若年層が必要な時に 60 歳の人を労働需要の対象とすることも可能

である。一方、中国も同じく重点を置いているものの、中国の平均就学年数においては、

24 歳の人が 10 年であるのに対して、60 歳の人が 6 年でしかない。このように、シニア世

代の教育水準は極めて低いため、労働力市場での需要が限られていると指摘された（蔡，

2009）227。つまり、政策や再就業ルートの確保において、中国の社会支援の取り組みはまだ

221 熊玮（2010）「退休返聘制度研究」中南大学民商法学硕士学位论文 p.16
222 杉山直（2007）「トヨタの再雇用制度」『中京経営研究』中京大学経営学会 16 巻 2 号 p. 98
223 浅野和也（2019）「トヨタにおける効率的かつ柔軟な働き方の模索と展開」『東邦学誌』愛知東邦大学学術情報センター 48

巻１号 pp. 37-57
224 冯彦・君王琼（2021）「中国退休制度整体改革势在必行」『东北师大学报（哲学社会科学版）』东北师范大学 2022 年 5 期 pp.53-61
225 熊玮（2010）「退休返聘制度研究」中南大学民商法学硕士学位论文 p.13
226 启民（2017）「外国老人融入社会有奇招」『新天地』光明日报报业集团 2017 年 5 期 pp.62-63
227 蔡昉（2009）「中国の人口高齢化：試練，対応，および可能性」『中国経済研究』中国経済経営学会 6 巻 2 号 pp.47-52
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初期段階にあり、米国を参考にするべき点が多い。また、デジタルデバイドに関しては、

中国におけるシニア人材はデジタル化を受け入れる準備が整っていないと推測される。

ドイツについては、米国と同様に就業サポートに重点を置いている（図表 3-15 を参照）

人材育成の側面では、遠藤ほか（2020）は、ドイツにおける職業訓練指導員育成が各州で

定められた法律に基づきデジタル化を含めたカリキュラムで体系的に進められていること

を指摘している。そして、デジタル化や産業構造の変化に応じて職業訓練の内容も変化し

続けているが、それに対応可能な研究開発や授業カリキュラムの見直しが常に行われる仕

組みが構築されているため、新たな専門性の獲得やデジタル化への対応が可能であること

を指摘している228。一方、ドイツでは 2050 年に 65 歳以上の人口は 30.0％に達すると予測

されている（図表 1-2 を参照）。启（2017）は、ドイツでは 60％の人が定年退職後も働く

意欲を示しており、65 歳から 69 歳のシニア層が楽観的・積極的であり、若年者と同様に自

信を持ち、定年後においても人生が始まるばかりであると信じていることを指摘している229。

以上のことから、ドイツは入社後の教育により労働者の専門性とデジタル化への対応能力

を身につけさせ、シニアが退職後も就業意欲を持つことが特徴であると分かる。このよう

な背景の下で、2029 年までにドイツの定年退職年齢は 65 歳から 67 歳に引き上げられるこ

とも挙げられる（図表 3-15 を参照）。

3.4.2 中国におけるシニア人材再就業の課題と限界

3.3.1 で提示したように、中国におけるシニア人材再就業に関する政府方針と主要な法律

の最大の問題点は、労働者と雇用主の雇用関係が労働関係ではないことである。この点に

ついて、以下のように考察することができる。

まず、1980 年代から勤務延長に関する規定230がいくつか存在するが、それは一部の人材

（例えば、上級専門家、基幹となる教員、医師、科学技術関係者）が対象である。しかし、

その後、国有企業管理者層などの再雇用の制限に関する規定の配布により、勤務延長が重

視されておらず、普及されていなかったともいえる（3.3.1 を参照）。

2022 年 3 月に、江蘇省をはじめとして再就業に関する制度の試行運用が開始された。同

年 10 月の中国共産党第二十次全国代表大会で提唱された法定退職年齢の段階的引き上げと

混同されやすいが、江蘇省企業で試行運用された制度は定年延長ではなく、勤務延長とし

て見なされる（図表 1-1 を参照）。すなわち、強制的なものではなく、企業とシニア人材

双方の希望により、従業員“個人”の定年退職年齢を一年以上延ばし、年金受給年齢を引

き上げることができる。

しかし、ここで生じる問題は、労働関係が継続するかどうかである。労働関係の基準と

228 遠藤雅樹・佐藤崇志・今村誠・谷口雄治・佐々木建太・菅沼啓・高橋秀誠（2020）「ドイツにおける職業訓練のデジタル化

に関する取組み-ドイツ調査報告」『技能科学研究』Polytechnic University of Japan 職業能力開発総合大学校 37 巻 1 号 pp.1-6
229 启民（2017）「外国老人融入社会有奇招」『新天地』光明日报报业集团 2017 年 5 期 pp.62-63
230 出所:国务院『关于安置老弱病残干部的暂行办法』、『关于工人退休、退职的暂行办法』『关于高级专家离休退休若干问题的

暂行规定』『关于延长部分骨干教师、医生、科技人员退休年龄的通知』『中共中央组织部、劳动人事部关于女干部离休退休年龄

问题的通知』http://law1.law-star.com/（2023.12.15 にアクセス）の内容により
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して、①『労働契約法』実施条例 21 条により、法定定年退職年齢に達した場合、労働契約

が終了し、双方の間に形成される雇用関係は労働関係ではない、②『労働契約法』44 条 2

項により、年金支給開始により労働契約が終了し、双方の間に形成される雇用関係は労働

関係ではない（図表 3-12 を参照）。一方、江蘇省における勤務延長では、“個人”の定年

退職年齢と年金受給年齢を引き上げるものである。つまり、江蘇省における企業の従業員

が勤務延長した場合、②の基準には適応しているが、①の基準には適応しておらず、矛盾

が生じることは明らかである。

勤務延長の試行運用以降、江蘇省の高等裁判所によると、勤務延長の場合の雇用関係は

明確にされていない。また、シニア人材の雇用関係は労働関係として期待すべきことが明

記されているものの、最高裁判所の判断基準に基づく必要がある231。しかし、再就業の雇用

形態に関する典型的な労働紛争のケースが少なく、調査される労働紛争のケースがすべて

労務関係として認定されている。これらのものは、最高人民裁判によって「法定定年退職

年齢に達したから」を理由として、労務関係として認定された。

他方、シニア人材の再就業に関して江蘇省政府の規定一部を以下のようにまとめた232。

1、労働者が定年退職年齢に達し厚生年金、養老金（国民年金）を受給した後、締結された関

係は労務関係であり、労務契約で紛争を解決すること。

2、労働者が定年退職年齢に達し、厚生年金、養老金（国民年金）を受給していなく、締結さ

れた関係は労働関係に相似する場合、特殊状況として扱う。この場合、報酬、労働時間など一部

の内容が『労働法』によって支持されるべきである。ただし、既に労務契約を締結した場合は除

外される。

上記の規定によると、シニア人材の再就業においては、再雇用、再就職は労務関係であ

ることが明らかである。そして、勤務延長の場合、特殊状況として扱うことになり、一部

の労働内容が『労働法』によって支持されるが、事実上、シニア人材の雇用関係は労務関

係であることに変わりはない。また、中国における雇用関係の労務関係は、同一労働同一

賃金、地域の最低賃金基準、社会保険の義務などに準ずる必要がなく、賃金、契約内容は

すべて労働者と雇用主双方の意思、協議により労務契約で決める。このように、現行の中

国におけるシニア人材の再就業制度の重要な課題は雇用関係の不平等である。

次に、中国におけるシニア人材の再就業に関する政策・方針の問題点として、シルバー

産業に重点を置かれたものの、シニア人材の再就業の促進に関する施策が少ないことが挙

げられる。この点については、企業への取り組みの不足、社会支援の不十分が見られる（例

えば、シニア人材再就業へのインセンティブ制度がなく、老人大学は一定の成果を出した

231 江苏法院网 HP（2022）「简述超龄人员劳动关系与劳务关系的成立及思考」http://www.jsfy.gov.cn/article/94093.html

（2024.5.12 にアクセス）
232 江苏省人力资源和社会保障厅（2017）『江苏省劳动人事争议疑难问题研讨会纪要』苏劳人仲委[2017]1 号

https://jshrss.jiangsu.gov.cn/col/col78937/index.html（2024.5.12 にアクセス）の内容により
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ものの、再就業の促進とのつながりが弱く、中国シニア人材求人サイトは設立されたが、

まだ初期段階にある）。他国と比較しても、中国におけるシニア人材の再就業に関する政

策、定年延長、企業環境、インセンティブ、就業サポートの 5 つの側面において、方針と

枠組みが構築されたものの、具体的な施策が十分に講じられておらず、他国と比べて政策

や法律が明確な姿勢を示す必要がある（図表 3-15 を参照）。

また、中国におけるシニア人材の再就業に関する他の環境的要因として、デジタルデバ

イドや価値観が挙げられる。シニア層のデジタル化した製品に対する学習意欲の向上、学

習機会の不足を解消するためには、各地域の自治体の機能を活かすことが重要である（郭・

韩，2022）233。例えば、地方自治体によるシニア人材に対するデジタル製品のグループ学習、

デジタルスキル向上のための講座の開催や宣伝活動が必要不可欠である。しかし、中国に

おけるデジタルデバイドの解消には一定の成果が出されているものの、シニア人材はデジ

タル化を受け入れる準備が整っていないことが示唆される。価値観については、伝統文化

の影響を受け、シニア人材の再就業意欲は高くない。また、農村部のシニア人材は都市部

より金銭的要因を重視し、都市部のシニア人材は農村部より健康・心理的要因を重視して

いる。

第 3 章では、中国の労働市場への考察を通じて、中国におけるシニア人材の就業現状と

課題を明らかにした。中国におけるシニア人材再就業の限界として、短期的にはシニア層

のデジタルデバイドが顕著である。例えば、近年、北京市において中国シニア人材求人サ

イトや江蘇省の企業で勤務延長制度の試行運用が行われたものの、雇用関係の不平等は解

決されていない。一方、シニア人材の再就業においては、再就職と継続雇用制度（勤務延

長）が望ましいとされる。長期的には、シニア人材に対して、改革開放後の中国の労働市

場の変遷に基づき、シニア人材再就業の可能性、必要性、重要性が認められるものの、シ

ニア人材の就業環境は整備されておらず、現状は芳しくない。政府側は、政策と法律の明

確な方向性を示すことが必要であり、具体的な施策の実施やシニア人材の権利意識を高め

ること、伝統文化に影響されたシニア層の再就業意欲の向上への施策が求められている。

233 郭锦程・韩慧彤（2022）「老年人在现代科技环境中的困境及其解决对策研究」『科技风』河北省科技咨询服务中心 2022 年

7期 pp.130-132
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第 4章 日本におけるシニア人材活用に関する考察

本章では、第 3 章で得られた知見を基に、日本のシニア人材活用について考察する。ま

ず、労働市場の両極化と雇用システムの変遷について言及する。そして、多様で柔軟な働

き方の拡大の側面から、日本におけるシニア人材活用の背景を取り上げる。次に、日本に

おける就業意欲の現状と特徴を提示し、シニア人材再就業の文化・価値観の要因を考察し、

シニア人材のモチベーションに影響を与える要因を考察する。さらに、社会的、環境的側

面と企業側面からシニア人材の再就業をどのように促進し、活用するかについて検討する。

最後に、再就業の仕組みを中心に、日本から中国への示唆を提示する。

4.1 日本の労働市場におけるシニア人材の活用

本節では、主に労働市場の両極化と雇用システムの変遷について考察する。そして、多

様で柔軟な働き方の拡大の側面から、日本におけるシニア人材活用の背景を取り上げる。

4.1.1 労働市場の両極化と雇用システム変遷への検討

近年、日本の就業構造は全国的に大きく変貌してきた。日本における労働市場の構造変

化の特徴として、産業別就業構造の変化が挙げられており、中国と共通する点が多いとさ

れている。例えば、日本における製造業が中心都市から周辺市町村に移転し、産業の高度

化により、第 1 次産業から第 2 次、第 3 次産業へと特化する傾向が明らかになった（饒・

桜井・菊地，2003）234。このように、日本における産業別就業構造の変化として、第 1 次産

業から、第 2 次、第 3 次産業へ労働力が流動することは中国にも確認されている（3.1.1 を

参照）。

労働市場の両極化は、賃金や雇用条件において、高所得層と低所得層の間に明確な差異

や不均等が存在する状態を指す。例えば、経済産業省(2019)のデータによれば、日本の労

働市場の両極化の特徴は以下の側面から確認できる235。まず、日本の産業構造の変化におい

ては、ミドル賃金の製造業、建設業、卸売業等が減少し、賃金水準が低位の介護事業が増

加する一方で、賃金水準が高位の専門・技術職は微減し、情報通信業は微増した。次に、

雇用構造においては、ミドル賃金の製造業や建設業等の雇用が減少し、低賃金の医療・対

個人サービスが拡大した。また、賃金差の拡大のもう 1 つの原因として、教育水準が挙げ

られており、日本の大学院卒と大学卒の賃金格差は、年齢を重ねるごとに大きくなる傾向

があり、シニア層においては約 3 割の賃金格差が存在していることが確認された。労働供

給と給与水準においては、大学院・大学卒の賃金の上昇と労働供給の増加が確認された一

方で、高校卒又はそれ以下の学歴の労働供給は減少している。

234 饒傳坤・桜井康宏・菊地吉信（2003）「大中小都市圏における産業別就業構造の変動に関する研究(都市計画)」『日本建築

学会技術報告集』 一般社団法人 日本建築学会 9 巻 17 号 p.394
235 経済産業省（2019）「第 4 回 産業構造審議会 2050 経済社会構造部会会議資料」

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/2050_keizai/pdf/004_03_00.pdf（2023.12.3 にアクセス）
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従来の日本的雇用慣行においては、年功序列、終身雇用、企業別労働組合が特徴であっ

たものの、1970 年以降、女性シニア層を中心に非正社員が拡大し、正社員が中心となる内

部労働市場と、非正社員が中心となる外部労働市場に分けられた。日本的雇用慣行には、

年功序列、終身雇用、企業別労働組合に加え、正社員に対する新卒一括採用や社員教育が

含まれており、新卒で正社員にならなかった場合、その後に正社員として内部労働市場に

入ることが困難である（石塚，2019）236。経済のグローバル化に伴い、日本企業では正規労

働者が減少し、非正規労働者が増加していることが明らかになった｡また、人材派遣や請負、

あるいはパートや契約社員など非正社員の増加が予測され（永野，2007）237（樋口，2008）

238、高学歴者に限らず、正社員で働くシニア人材の多くは非正規社員として働き続けること

を希望していることが明らかにされた。一方で、非正規雇用では、正社員に比べて賃金が

低い場合が多く、日本における低賃金で働く労働者の中には主婦や高齢者が多く存在して

おり（大橋，2009）239、労働市場の両極化が助長されていることが示唆される。日本におけ

るシニア人材の非正規雇用の増加が見られ、シニア人材が再就職先を見つけるのが困難で

あることが指摘された（茅野，2015）240（黒田，2017）241。要するに、技術の進歩やデジタ

ルデバイドの問題により、高スキルと低スキルが求められる職種の需要差が拡大し、これ

により、高賃金、高スキル労働者と低賃金、低スキル労働者の間で賃金格差が拡大してい

ることが考えられる。そして、日本におけるシニア人材活用の背景として、デジタル化が

急速に進む高齢化と同時進行していることが特徴とされており、デジタルデバイドの問題

は、従来主に低所得層や障害者が抱える社会問題として論じられてきたが、シニア層と IT

技術の関わりも重要である242。

このようなことから、労働市場の両極化が日本における雇用システム変遷の重要な要因

となる。日本における雇用形態と働き方に関しては、一部の企業がジョブ型雇用制度の導

入に動き始めているものの、外部労働市場が十分に発達しておらず、『労働法』をはじめ

とする様々な制度や慣習もジョブ型を前提としていない（佐藤，2021）243。厚生労働省244に

よると、日本の雇用システムでは、企業への長期勤続の傾向を示す長期雇用や年齢・勤続

に伴って賃金が上昇する年功賃金などが特徴とされてきたものの、1990 年以降、従来の賃

金・処遇制度の見直しも進められてきた。ただし、日本では、終身雇用と年功序列は依然

236 石塚浩美（2019）『日中韓働き方の経済学分析−日本を持続するために中国・韓国から学べること』勁草書房 p.39
237 永野仁（2007）「企業の人材採用の変化-景気回復後の採用行動」『日本労働研究雑誌』独立行政法人 労働政策研究・研修

機構 567 号 pp. 4-14
238 樋口美雄（2008）「経済学から見た労働市場の二極化と政府の役割」『日本労働研究雑誌』独立行政法人 労働政策研究・研

修機構 571 号 pp. 4-17
239 大橋勇雄（2009）「日本の最低賃金制度について─欧米の実態と議論を踏まえて」『日本労働研究雑誌 特集：最低賃金』独

立行政法人 労働政策研究・研修機構 593 号 pp.4-15
240 茅野廣行(2015)「「雇用の流動化」－自由に退職できる環境の創出」『江戸川大学紀要』江戸川大学 25 号 pp.357-361
241 黒田啓太（2017）「今も続いている就職氷河期の影響」玄田有史編『人手不足なのになぜ賃金が上がらないのか』慶応義塾

大学出版会 pp.51-68
242 佐藤和文（2001）「IT シニアが社会を変える--デジタルデバイドの克服を目指して」『情報処理学会研究報告』情報処理学

会 24 号 pp.57-64
243 佐藤健司（2021）「日本企業における人間関係:メンバーシップ型雇用とジョブ型雇用の視点から」『同志社商学』同志社大

学商学会 72 巻 5 号 pp.733-749
244 厚生労働省「平成 25 年版 労働経済の分析－構造変化の中での雇用・人材と働き方－」

https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/roudou/13/13-1.html（2023.10.17 にアクセス）
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として雇用システムの主流であり、帰属意識の強い人材の育成とともに、継続雇用を促進

する原因の 1 つであると考えられる。労働市場の両極化については、中国も同様であるも

のの、中国におけるシニア人材の第 1 次産業中心の就業現状に対して、日本では、第 2 次、

第 3 次産業でシニア人材の就業率が高く、各職業分野でのばらつきが見られない（第 3 章

を参照）。この起因としては、日本的雇用慣行の役割が大きいと示唆できる。

一方、近藤（2017）の研究では、定年前後の待遇の変化が、継続雇用者本人または職場

全体の就業意欲に悪影響を与えるという懸念があり、年齢の理由で急に賃金が下がれば、

仕事に対するモチベーションが失われやすいと指摘している245。日本の終身雇用と似たよう

に、中国においては、同じ企業で 10 年以上働き続けると無期雇用を締結することができる。

しかし、中国は日本のようなメンバーシップ型ではなく、労働市場が流動性の高いジョブ

型の雇用･働き方であると指摘されている（石塚，2019）246。この点では、中国は日本と比

べて雇用流動化が激しく、シニア人材の再就業に関しては、新しい就業ルートの確保の問

題がより顕著であるといえる。

4.1.2 多様で柔軟な働き方の拡大

高齢社会においては、労働力人口が減少し、税収が激減するとともに、高齢者の介護・

医療保険などの問題が浮き彫りになり、年金制度の改善や再就業に関する制度の充実が今

後の日本にとって大きな課題である247。また、次世代シニアは年金だけでは 65 歳以降の経

済的な自立が実現できず、65 歳以降の労働市場を形成する必要がある248。

シニア人材の再就業は経済全体を活性化し、介護・医療保険の財政負担の軽減に寄与す

る。定年退職者には独自の労働市場があり、既存の労働構造と矛盾せず、労働者の雇用機

会に影響しないことが明らかにされた（沈，2013）249。一方、シニアだけの職域を拡張する

と年齢構成の歪みが生じ、若手・中堅社員の成長機会を奪うリスクがある。また、雇用確

保措置の拡大には限界があり、大企業のみシニア雇用の受け皿となり続けることは困難で

ある（長島，2015）250。

労働市場が両極化した環境において、シニア研究者・開発技術者の知識やスキルを社会

的に役立てることが日本にとって重要な課題である。シニア研究者・開発技術者には研究

指導者としての役割が期待されている。例えば、高柳・小林（2004）の研究によると、日

本における 4 分の 1 の研究機関において、シニア研究者・開発技術者を意識して活用する

制度が存在し、公的研究部門・民間部門ともにシニア研究者・開発技術者を活用したいと

245 近藤絢子（2017）「第 5 章 高齢者雇用の現状と政策課題」川口大司編『日本の労働市場--経済学者の視点』有斐閣 p.145
246 石塚浩美（2019）『日中韓働き方の経済学分析−日本を持続するために中国・韓国から学べること』勁草書房 pp.70-71
247 トウメイリン（2024）「中国における再雇用に関する一考察－日本との比較分析を中心として－」『桜美林大学研究紀要 社

会科学研究』桜美林大学 4 号 pp.107-122
248 リクルートワークス研究所「次世代シニア問題」https://www.works-i.com/research/works-report/item/141008_senior.pdf

（2022.5.4 にアクセス）
249 沈玮（2013）「退休返聘者权利保护研究」苏州大学经济法学硕士学位论文 p.17
250 長島一由(2015)「シルバー人材センターの現状と課題―シニア就業拡大に向けた事例研究―」『研究紀要 Works Review』株

式会社 リクルート リクルートワークス研究所 10 巻 3 号 pp.1-14

https://www.works-i.com/research/works-report/item/141008_senior.pdf
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いう意向が 8 割に達していることが明らかになった。しかし、公的研究部門では、「年齢

給与に相応しい処遇を与えられない」や「組織内の年齢構成がアンバランスになる」とい

った課題が挙げられた251。要するに、シニア研究者・開発技術者は第一線の先端研究に従事

するのではなく、彼らの知識やスキルを活用して若手研究者を支援する役割を果たすべき

である。また、定年後のシニア研究者・開発技術者の雇用継続や再雇用に関する施策も個

別に判断し、必要に応じて実施することが重要である。企業や機関の枠を超えた柔軟なシ

ニア研究者・開発技術者の雇用の仕組みを検討することが求められている252。

日本のシニア層において、低賃金シニア層が約 40％を占めるが、健康状態による顕著な

所得格差は見られず、シニア層における所得格差は縮小する傾向にあることが明らかにさ

れた（小島，2003）253。また、日本は最低賃金の水準とその上昇率も低いが（大橋，2009）

254、最低賃金制度255が存在し、シニア層にも適用される。一方、中国におけるシニア人材の

再就業には最低賃金が存在しない（第 3 章労務契約部分を参照）。

厚生労働省は、給付と負担の見直しなどによる社会保障の持続可能性の確保を進めると

ともに、雇用・年金制度の改革も推進している256。この改革では、高齢者雇用機会の拡大に

向けた環境整備が明記されている。そして、シニア人材の能力や知識・スキルの有効活用、

就業機会の拡大や意欲・能力を存分に発揮できる環境作り、さらに働き方の改革が提唱さ

れている。この改革は主に、①長時間労働の是正、②正規・非正規間の格差解消、③多様

で柔軟な働き方の実現という 3 つの主要内容に分けられる257。つまり、価値観の植え付け、

格差の解消、雇用の多様化が目指されている。多様で柔軟な働き方の実現においては、転

職が不利にならない柔軟な労働市場や企業慣行を確立することで、労働者が自分に合った

働き方を選択し、自らキャリアを設計することが可能となり、付加価値の高い産業への転

職や再就職を通じて労働市場全体の生産性の向上にも寄与するといえる。

近年における日本のシニア人材活用と柔軟な働き方の拡大については、以上のような背

景がある。このように、日本におけるシニア層の就業率は増えつつある。図表 4-1 から分

かるように、2011 年から 2021 年の間に、日本における 65 歳以上のシニアの就業率は 5.9

ポイント上昇し、19.2％から 25.1％となった。年齢階級別においては、65 歳以上のシニア

層の就業率は最も低いものの、伸び率は約 30％で最も高いのである。

251 高柳誠一・小林俊哉（2004）「高齢化・人口減少社会におけるシニア研究者・開発技術者に望まれる役割(人材問題)」『年

次大会講演要旨集』19 巻 pp. 494-496
252 高柳誠一・小林俊哉（2004）「高齢化・人口減少社会におけるシニア研究者・開発技術者に望まれる役割(人材問題)」『年

次大会講演要旨集』19 巻 p.496
253 小島克久（2003）「高齢者の健康状態と所得格差」『人口学研究』日本人口学会 33 巻 pp. 85-95
254 大橋勇雄（2009）「日本の最低賃金制度について─欧米の実態と議論を踏まえて」『日本労働研究雑誌 特集：最低賃金』独

立行政法人 労働政策研究・研修機構 593 号 pp.4-15
255 厚生労働省によると、最低賃金制度とは、最低賃金法に基づき国が賃金の最低限度を定め、使用者は、その最低賃金額以上

の賃金を支払わなければならないとする制度である。仮に最低賃金額より低い賃金を労働者、使用者双方の合意の上で定めても、

それは法律によって無効とされ、最低賃金額と同額の定めをしたものとされる。
256 厚生労働省「社会全体での予防・健康づくりの推進」

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/jisedai_health/shin_jigyo/pdf/010_04_00.pdf（2024.5.16 にアクセ

ス）
257 厚生労働省「働き方改革実行計画」https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000148322.html（2023.12.31 に

アクセス）
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図表 4-1 日本における年齢階級別就業率（％）

15～64 15～24 25～34 35～44 45～54 55～64 65～（歳）

2011 年 70.2 39.1 79.0 79.4 82.0 65.1 19.2

2012 年 70.6 38.5 79.4 79.8 82.3 65.4 19.5

2013 年 71.7 39.7 80.2 80.9 82.9 66.8 20.1

2014 年 72.7 40.3 81.0 81.8 83.3 68.7 20.8

2015 年 73.3 40.7 81.2 82.4 83.8 70.0 21.7

2016 年 74.3 42.4 82.5 82.7 84.6 71.4 22.3

2017 年 75.3 42.5 83.6 83.6 85.1 73.4 23.0

2018 年 76.8 45.9 84.8 85.0 85.7 75.2 24.3

2019 年 77.7 47.5 85.3 85.6 86.4 76.3 24.9

2020 年 77.3 46.4 85.1 85.0 86.0 76.7 25.1

2021 年 77.7 46.6 86.0 85.4 86.0 77.0 25.1

全体の伸び率 0.11 0.19 0.09 0.08 0.05 0.18 0.31

出所:総務省統計局（2023）「労働力調査結果」https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/tsuki/index.html （2023.12.26

にアクセス）の内容により筆者作成

4.2 日本におけるシニア人材のモチベーション -シニア人材の再就業を中心に-

本節では、まず、日本におけるシニア層の就業意欲の特徴を考察する。次に、日本人の

文化・価値観の側面から日本におけるシニア人材再就業の文化・価値観要因を取りあげる。

最後に、日本におけるシニア人材モチベーションの影響要因を検討する。

4.2.1 シニア人材の就業意欲の特徴

日本のシニア人材の就業率は右肩上がりであり、その就業意欲も高いと考えられる。シ

ニア人材の就業理由は主に金銭的な理由と健康面を前提として、年齢とそれ以外の就業理

由、生活価値観などであることが明らかになった（渡守，2016）258。日本におけるシニア層

の要介護の状況と健康状態については、内閣府のデータ259によれば、85 歳以上になると、

介護を必要とする人が增加するものの、それ以外の年齢層においては、介護を必要としな

い人が大半を占めている。また、健康上の問題で日常生活に影響を受けるシニアの割合は、

男性で 25.2％、女性で 27.3％となっている。つまり、日本における大多数のシニアは健康

状態に問題を抱えていないため、前期高齢者層（65～74 歳）の労働力に注目する必要があ

る。一方、日本のシニア人材の就業意欲の高さの原因は、経済的・健康的な理由や政府の

法律だけでなく、公益社団法人などの存在も大きいと考えられる。例えば、シルバー人材

258 渡守紘宜（2016）「高齢者労働集約型産業における人的資源管理～ビルメンテナンス業界における社員の二要因理論の役割

～」『グローバルビジネスジャーナル』一般社団法人 グローバルビジネス学会 2 巻 2 号 pp.7-16
259 内閣府『平成 14 年高齢社会白書』https://www.cao.go.jp/（2024.1.1 にアクセス）
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センターの HP によると、シルバー人材センターの先駆けとなる高齢者事業団が 1975 年に

創設され、2019 年までに加入会員数は 70 万人を超えた260。また、日本政府はシニア人材の

再就業において、シニア人材と事業主に対するインセンティブ制度の導入や助成金の支給

を行っている（熊，2010）261。

図表 4-2 によると、2019 年には、日本における 60 歳以上のシニア層のうち「70～80 歳

まで働きたい」または「働けるうちはいつまでも働きたい」と答えた人は全体の 58.9％を

占めており、就業者の 87.0％を占めており、働き意欲が高いことが明らかである。このよ

うな環境のもとで、日本におけるシニア人材再就業の普及およびシニア層の就業率の上昇

には、政府、法律、社会環境の役割が大きいといえる262。

図表 4-2 日本における 60 歳以上のシニア層の働き意欲に関する調査

出所:内閣府『令和 5 年版高齢社会白書』https://www8.cao.go.jp/（2023.9.3 にアクセス）の内容により筆者作成

竹内（2019）は、シニア層は専門的な知識や能力を NPO（特定非営利活動法人）活動の中

で発揮し、専門性に加えて組織運営やコミュニケーション能力を向上させることができる

と強調している。また、どのようなシニア人材が如何なる経緯で環境 NPO に参加し能力を

発揮しているのかを知ることは、今後の高齢化社会における社会活動を活発化する上で意

義があると指摘している263。内閣府によると、60 歳以上の人口において、60～69 歳の約 7

割、70 歳以上の約 5 割の人が働いているか、ボランティア活動や地域社会活動（町内会、

地域行事など）、趣味やお稽古事を行っていることが分かる264。

内閣府のシニア層（60 代以降）の日常生活・地域社会への参加に関する調査結果による

と、職場の同僚との付き合いについては、60 歳以上のシニア層において、「よく付き合っ

ている人がいる」が 14.4％、「たまに付き合っている人がいる」が 47.1％、「付き合って

いる人がいない」が 33.5％である（n=2435 人）265。また、現在参加している団体や組織が

260 公益社団法人全国シルバー人材センター事業協会 HP https://zsjc.or.jp/（2023.10.28 にアクセス）
261 熊玮（2010）「退休返聘制度研究」中南大学民商法学硕士学位论文 p.19
262 トウメイリン（2024）「中国における再雇用に関する一考察－日本との比較分析を中心として－」『桜美林大学研究紀要 社

会科学研究』桜美林大学 4 号 pp.107-122
263 竹内淨（2019）「環境 NPO におけるシニア人材のキャリア構造と能力活用に関する事例研究」『高千穂論叢 = THE TAKACHIHO

RONSO』高千穂大学高千穂学会 54 巻 1 号 pp. 1-16
264 内閣府『令和元年版高齢社会白書』https://www.cao.go.jp/（2023.9.4 にアクセス）
265 内閣府「令和 3 年度 高齢者の日常生活・地域社会への参加に関する調査結果（全体版）」
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ある人は 54.9％（1336 人）で、その中で、町内会・⾃治会が 21.8％（531 人）で最も多く、

市⺠活動団体（NPO 等）が 1.8％（44 人）、シルバー人材センターなどの生産・就業組織が

2.5％（60 人）である。さらに、参加していないが参加したいと思う人は 12.8％（311 人）

である（図表 4-3 を参照）。

図表 4-3 シニア層の日常生活・地域社会への参加に関する調査結果（％）

現在参加している団体や組織 N（人） 60～64 歳 65 歳以上 75 歳以上

全体 2435 15.9 84.1 38.6

老人クラブ 247 1.2 98.8 70.9

町内会・自治会 531 14.9 85.1 38.0

女性団体 58 13.8 86.2 27.6

趣味のサークル・団体 400 11.5 88.5 43.3

健康・スポーツのサークル・団体 422 14.2 85.8 38.4

学習・教養のサークル・団体 102 9.8 90.2 38.2

市民活動団体（NPO など） 44 9.1 90.9 22.7

宗教団体 99 16.2 83.8 35.4

ボランティア団体 128 9.4 90.6 33.6

商工会・同業者団体 47 27.7 72.3 23.4

退職者の組織 151 6.6 93.4 42.4

シルバー人材センターなどの生産・就業組織 60 3.3 96.7 33.3

その他 49 8.2 91.8 46.9

現在参加している団体や組織がある（再掲） 1336 13.5 86.5 39.9

参加していないが、参加したいと思う 311 24.8 75.2 20.6

参加しておらず、参加したいと思わない 620 18.7 81.3 37.6

不明・無回答 168 7.1 92.9 64.9

出所:内閣府「令和 3 年度 高齢者の日常生活・地域社会への参加に関する調査結果（全体版）」

https://www8.cao.go.jp/kourei/ishiki/r03/zentai/pdf_index.html（2023.12.4 にアクセス）の内容により筆者作成

シニア層の社会参加は、社会老年学における中心的な研究課題であり、今日における重

要な政策課題のひとつでもある（高野・坂本・大倉，2007）266。金ほか（2004）の研究によ

ると、シニア層の社会・奉仕活動（社会参加）は、学習活動（町民講座、シルバー人材セ

ンター、老人大学による学習活動など）と個人活動（友人、近所の付き合いなど）と密接

https://www8.cao.go.jp/kourei/ishiki/r03/zentai/pdf_index.html（2023.12.4 にアクセス）
266 高野和良・坂本俊彦・大倉福恵（2007）「高齢者の社会参加と住民組織 : ふれあい・いきいきサロン活動に注目して」『山

口県立大学大学院論集』山口県立大学 8 巻 pp.129
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な関係があることが明らかになった267。一方、高齢者の社会参加は、他者とふれあう機会が

生まれ、そのことが生きがいや健康を維持することにつながる。また、他者との交流の機

会を得ることで、心理的な満足を得て、さらに社会参加意欲を高める効果があることが明

らかにされた（高野・坂本・大倉，2007）268。

つまり、日本におけるシニア層は、職場の同僚との付き合い程度が高く、社会参加にお

いて、他者を助け、サポートし、貢献したい人の割合が多いと示唆される。そして、職場、

社会とのつながりを自律的に維持することで、シニア層はさらに高い社会参加意欲を持ち、

職場、社会からの離脱を抑制できると考えられる。これらの要因は、日本におけるシニア

の再就業意欲の向上に寄与する可能性が高いといえる。一方、日本のシニア層に対する調

査は、内閣府269が高齢社会対策として公開しており、健康、日常生活、社会参加の現状と動

向、高齢社会対策に対する意識調査も含まれている。

4.2.2 文化・価値観の要因

三隅・矢守（1993）は、日本男性の高い仕事中心性について考察した270。要するに、高い

仕事中心性は、生まれてから就職するまでの家庭生活や学校教育によって形成されるとい

うよりも、就職後の職場における社会化のプロセスによって形成される可能性が高い。ま

た、日本人の勤労価値観は教育・訓練、職場風土・文化、伝統的価値観によって形成され

る「働く日本人」である。この勤労価値観は極めて安定した存在であり、長期的には低下

する可能性があるものの、仕事中心性が米国より高い水準で保たれる可能性が大きい（三

隅・矢守，1993）。一方、日本人の行動と価値観は、自己決定性と互いの関係性の両方を

重視している。すなわち、個人の専断的決定ではなく、状況と他者との関連（頼りなさや

を感じさせることなど）を考慮し、行動を決めることが特徴である（濱口，1998）271。また、

日本人は自律性、つまり個人の意志、判断に基づいて職業行動をとることを職業観・勤労

観として個人に身につけてきたことが示唆される。吉田（2010）は、学校における職業指

導・進路指導・キャリア教育が日本人の勤労価値観に与える影響について考察した。つま

り、日本における職業指導が進路指導、キャリア教育に変遷し、現在の教育では、知識や

スキルを身につけさせるとともに、職業観・勤労観、そして自律的に進路を選択する能力・

態度の育成が重要視されている。このように、自律性は学生時代から社会人になった後に

おいても極めて重要な存在であるとされる（吉田，2010）272。

267 金貞任・新開省二・熊谷修・藤原佳典・吉田祐子・天野秀紀・鈴木隆雄（2004）「地域中高年者の社会参加の現状とその関

連要因 —埼玉県鳩山町の調査から—」『日本公衆衛生雑誌』 日本公衆衛生学会 51 巻 5 号 pp.322-334
268 高野和良・坂本俊彦・大倉福恵（2007）「高齢者の社会参加と住民組織 : ふれあい・いきいきサロン活動に注目して」『山

口県立大学大学院論集』山口県立大学 8 巻 pp.129-137
269 内閣府「高齢社会対策に関する調査―実施した調査一覧」https://www8.cao.go.jp/kourei/ishiki/kenkyu.html（2023.12.4

にアクセス）を参照
270 三隅二不二・矢守克也（1993）「日本人の勤労価値観――「第 2 回働くことの意味に関する国際比較調査」から――」『組

織科学』特定非営利活動法人 組織学会 26 巻 4 号 p. 84
271 濱口惠俊（1998）「何が日本人の行動を決めるのか」『日本保健医療行動科学会年報』日本保健医療行動科学会 13 巻 pp. 27-34
272 吉田辰雄（2010）「わが国の進路指導・キャリア教育における職業観・勤労観に関する研究」『アジア文化研究所研究年報』

アジア文化研究所 p.2
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他方、福島（2007）は、現在働き続けることを選択したシニア人材の就労ニーズと価値

観に着目し、高齢期就労モデルを分析した。分析の結果、シニア人材が働ける環境を用意

することが重要であり、企業は企業内でのシニア人材就労の難しい面ばかりに目を向ける

のではなく、多様な就労ニーズに応え、活用していくという視点でシニア人材就労を考え

ていくべきであると指摘している273｡

つまり、日本人のモチベーションと価値観の間には密接な関係があり、個人の行動や意

思決定において複雑に絡み合っており、相互に影響し合うことがある。例えば、個人が自

分の価値観に基づいて行動する場合、その行動には内発的な動機づけが強く関与している

可能性がある。逆に、外発的な動機づけに基づく行動は、一時的な利益や報酬に焦点を当

てることがあり、価値観と異なる場合もある。また、自己決定においては、自律性のみな

らず、関係性と有能感も求められているといえる。この点においては、価値観が基本的心

理欲求に寄与し、反映される可能性があると示唆できる。

4.2.3 シニア人材再就業におけるモチベーションの影響要因への考察

ここでは、日本におけるシニア人材モチベーションの影響要因をさらに詳細に分析する。

第 1 章で取り上げたように、モチベーションとは目標を達成するために頑張り続ける力や

動機づけである。すなわち、個人が仕事に従事する際、就労目的は個人が達成しようとす

る具体的な目標を指し、モチベーションはその目標に対する達成しようとするやる気を示

すものであり、モチベーションは就労目的と密接に関連していると考えられる。

図表 4-4 は、日本における団塊世代（1947～1949 年生まれ）において、60 歳時点と調査

時点（63～65 歳）の就業している人に対して、その就労目的の変化を示している。図表 4-4

によれば、「生活費を得るため」が 73.0％（60 歳時点）から 55.4％（調査時点）に 17.6％

減少しており、最も高い割合を占めている。同時に、顕著な変化を見せたのが、「子供の

面倒を見るため」が 14.5％（60 歳時点）から 3.6％（調査時点）に 11.9％減、「健康維持

のため」が 12.3％（60 歳時点）から 32.3％（調査時点）に 20.0％増、「生きがいがほし

いため」が 14.4％（60 歳時点）から 22.5％（調査時点）に 8.1％増である（図表 4-4 を参

照）。

273 福島さやか（2007）「高齢者の就労に対する意欲分析」『日本労働研究雑誌 特集：仕事の中の幸福』独立行政法人 労働政

策研究・研修機構 558 号 pp.20-31
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図表 4-4 団塊世代の就労意識に関する調査結果（％）

注：60 歳の時に働いていた人のうち、現在も同じ仕事をしている（52.4％）。同じ仕事をしていない、同じ会社や団体等では

働いていない（15.3％）。現在、仕事はしていない（31.2％）、無回答（1.1％）。

出所:内閣府「平成 24 年度「団塊の世代の意識に関する調査結果」（全体版）」

https://www8.cao.go.jp/kourei/ishiki/h24/kenkyu/zentai/index.html（2023.12.31 にアクセス）の内容により筆者作成

要するに、日本におけるシニア層の就労理由として、金銭的要因が就労へのモチベーシ

ョンの重要要因の 1 つである。しかし、加齢に伴い、金銭的要因が減少する傾向にある一

方、健康的要因が増加している。また、金銭的要因、健康的要因の他に、生きがい、スキ

ル向上、貢献心の要因が挙げられる。この 3 つの要因は、いずれも内発的な動機づけに関

連する要素である。つまり、本研究におけるモチベーションの分別基準（シニア人材によ

って開始された行動内容を「内発的動機づけ」、企業によって開始された行動内容を「外

発的動機づけ」とする）に従い、「生きがい」、「スキル向上」、「貢献心」は個人が自

発的に行動する際に内から湧き上がる動機づけや欲求を表していると考えられる（1.3.2 を

https://www8.cao.go.jp/kourei/ishiki/h24/kenkyu/zentai/index.html（2023.12.31にアクセス）の内容により筆者作成
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参照）。例えば、生きがいとは、人生において何かしらの価値や意味を見出し、それを追

求することによって個人が満足感や充実感を得る状態を指し、生きがいがあると感じるこ

と、そして自分の存在や行動に対して意味を見出すことは、個人が自ら何かを追及する原

動力、やる気となる。スキル向上においては、基本的心理欲求の有能感に関連付けられる。

スキル向上は、新しい知識や能力を身につけ、自分のスキルを向上させることを指し、こ

れは自己成長を追求する欲求から生まれる行動であり、自分のスキルを向上させることで、

達成感や充実感を感じ、仕事や学びに対するモチベーションが高まる。しかし、スキルや

能力の向上は、企業の支援行動（例えば、入社後専門技能教育など）によって外発的動機

づけの内容にも当てはまると考えられる。この点については 5.1.2 でさらに詳細に考察を

深める。貢献心については、貢献心が社会参加にとって必要不可欠であり、また社会参加

を通じて内的満足を得ることができる。また、価値観が基本的心理欲求に寄与し、固有の

伝統的価値観により、内発的動機づけを高め、企業への貢献心も高めると示唆される（4.2.2

を参照）。

総じて、これらの就労影響要因が満たされることで、日本のシニア人材の就業行動を維

持することができる。そして、日本におけるシニア人材の就労目的は加齢に伴い、外発的

動機づけ要因が大きいものの、減少する傾向にあり、内発的動機づけ要因への重視が強く

なる傾向にあるといえる（図表 4-4 を参照）。

一方、求職活動をしている就業意欲が高い人のみならず、就業意欲が低い人も含めて、

非就業者の就業要因と求職行動も分析する必要があると考えられる。図表 4-5 から見ると、

非就業者のうち、1 年後に就業に移る割合は失業者が最も高く、その次に就業希望者、最後

に非希望者である。そして、就業意欲が高いほど（失業＞希望＞非希望）、1 年後に就業し

ている割合が高いことが分かる。しかし、もともとの非就業者の内訳が、非希望者が 85.1％、

希望者が 9.7％、失業者が 5.2％と非希望者の割合が高かったことから、1 年後に就業して

いる割合が圧倒的に低くても、就業した人数としては失業者や希望者に比べて多くなるこ

とも明らかであり、就業非希望者の存在は無視できないといえる。

図表 4-5 就業意欲別の 1 年後の就業行動％

非就業者 1 年後に就業している割合

非希望者（85.1％） 男性 7.5％

女性 6.8％

希望者（9.7％） 男性 32.2％

女性 25.1％

失業者（5.2％） 男性 55.8％

女性 54.5％

出所：萩原牧子（2018）「希望していなかったのにどうして就業したのか―就業意欲別の非就業者の就業要因と求職行動―」『研

究紀要 Works Review』株式会社リクルート リクルートワークス研究所 13 巻 4 号 p.5 の内容により筆者作成
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萩原（2018）は、非希望者の就業理由について議論を展開した274。総じて、就業非希望者

が就業した背景として、男女ともに、想定外の出来事がきっかけになっている。例えば、

男性の場合は妻の妊娠、女性の場合は夫の離職や離婚などにより稼ぎ手がいなくなったこ

とで、働く必要性に迫られる。一方で、就業の確率を下げる要因としては、男性は会社の

将来性や雇用不安で離職した場合、女性は自分の病気や人間関係への不満により離職した

場合と、背景が異なっている。就業非希望者のうち、仕事とは別に時間を使う目的があっ

た場合には、それに目途がついた時に就業する可能性がある。また、仕事をしたいと思わ

ないことに理由がなかった場合も就業しやすい。一方で、男女ともに、仕事をする自信が

ない場合に就業する確率が低くなっており、彼らをいかにサポートするかは、政策的な課

題であるといえる。さらに、就業意欲別に求職行動については、就業非希望者は、男女と

もに、求職活動期間が極めて短いこと、そして家族や知人の紹介や新聞といった身近な情

報の中から就職先を見つけている傾向があり、この点については中国企業でも同じことが

確認された（第 6 章を参照）。

戸田（2016）は、過去の就業状況と就業意欲の関係性を明らかにした275。まず、①就業意

欲について、専門的な職業についているほど意欲が高まる（長く働こうとする）一方で、

同じ企業で 20 年以上勤めている人や大企業で勤めている人ほど就業意欲は低くなることが

分かった。その理由は、持ち家、住宅ローン、預貯金の効果も併せて考えると、年金を含

めた老後の生活費確保の容易さが就業意欲に影響を与えている。次に、②就業意欲は実際

の就業継続にも影響を与え、その効果は「仕事をしたくない」と「可能な限り仕事をした

い」の間で就業意欲継続率に 2 倍くらいの大きい効果がある。またこの効果は、過去の就

業状況や持ち家、住宅ローン、預貯金などをコントロールしている。最後に、③就業意欲

をもっているにもかかわらず離職してしまう要因として、健康の悪化が大きい。シニア人

材の労働供給を増やす施策として、年金などの所得に影響を与える制度の見直しも考えら

れるが、現役世代における専門性を意識するような施策が有効である（戸田，2016）。他

方、孫（2019）は、シニア人材の就業決定の主要要因として、経済要因、健康要因、働き

がい要因に着目し、定年後の就業継続に与える影響を検証した。その結果、経済要因、健

康要因、働きがい要因ともに、定年後の就業継続に影響を与える可能性を示したものの、

統計的な有意性は認められなかった276。

つまり、シニア人材の再就業においては、経済要因、健康要因のみならず、家庭・生活

要因、元の勤務先や職務内容（企業・職業別）も再就業意欲に影響することが考えられる。

また、観測できない要因の存在があり、働きがいなどの抽象的な概念や質的な情報を数値

や量的なデータに変換する必要があるといえる。

274 萩原牧子（2018）「希望していなかったのにどうして就業したのか―就業意欲別の非就業者の就業要因と求職行動―」『研

究紀要 Works Review』株式会社 リクルート リクルートワークス研究所 13 巻 4 号 pp. 2-13
275 戸田淳仁（2016）「中高年の就業意欲と実際の就業状況の決定要因に関する分析」『経済分析』内閣府経済社会総合研究所

191 号 pp.165-182
276 孫亜文（2019）「働きがいは定年後の就業継続に影響を与えるのか」『Works Discussion Paper』株式会社 リクルート リ

クルートワークス研究所 29 巻 pp. 1-15
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4.3 日本におけるシニア人材再就業の促進

前節では、日本におけるシニア人材の側面から再就業におけるモチベーションについて

考察した。ここでは、社会的、環境的側面と企業の側面からシニア人材再就業の促進につ

いて考察・分析する。

4.3.1 政府支援と制度によるシニア人材活用の促進

第 1 章では、社会的、環境的側面から、法制度（権利保護制度、雇用制度）がシニア人

材再就業に与える影響について取り上げた。ここでは、日本における再就業に関する制度

についてさらに詳細に考察する。

まず、日本における高齢社会対策の基本的枠組みは、『高齢社会対策基本法』に基づい

ている。同法は、高齢社会対策を総合的に推進し、経済社会の健全な発展と国民生活の安

定向上を図ることを目的としている。そして、国および地方公共団体が、この枠組みに基

づいて高齢社会対策を策定し、実施する責務があることも規定している。再就業に関する

制度の形成の原因について、主に平均寿命の延伸と高齢者の就業意欲の向上が及ぼした雇

用問題、そして労働力不足、年金などの社会問題が深刻化することであることが明らかで

ある277。一方、日本における定年年齢は、主に高齢化の進行に伴う行政施策として行われた

（八代，2023）278。先行研究をまとめると、日本における再就業に関する制度の変遷につい

ての時系列と内容を図表 4-6 のようにまとめることができる。

図表 4-6 によると、日本は、1971 年に『中高年齢者等の雇用の促進に関する特別措置法』

（現『高年齢者雇用安定法』）を公布してから、2025 年までに定年年齢を 65 歳に引き上げ

ていることが分かる。そして再就業制度の変遷に関しては、主に年金制度の改革、定年年

齢の義務化、継続雇用の義務化という三つの内容によって構成されているといえる。また、

再就業の内容は『高年齢者雇用安定法』に基づくものであり、雇用形態にもかかわらず、

労働法の範囲内にある。一方、日本における再就業に関する制度は高齢化社会の現状に応

じて、長年をかけて法律を公布し、改正してきたと考えられる。例えば、日本は 1970 年代、

1980 年代において、高齢者の高い就業意欲とともに、定年に達したシニア人材を継続して

雇用する制度ないし慣行が企業にあったことがあり、人々が考える引退年齢がもともと高

いことが挙げられる（浅尾，2014）279。

277 トウメイリン（2024）「中国における再雇用に関する一考察－日本との比較分析を中心として－」『桜美林大学研究紀要 社

会科学研究』桜美林大学 4 号 pp.107-122
278 八代充史（2023）「公務員 65 歳定年引上げへの課題 民間企業との比較において」『連合総研レポート DIO』 公益財団法人

連合総合生活開発研究所 36 巻 4 号 p. 16
279 浅尾裕（2014）「日本における高年齢者雇用及び関連する諸制度の推移と課題－定年延長と雇用継続措置を中心として－」

『海外労働情報 第 14 回日韓ワークショップ報告書 高齢者雇用問題：日韓比較』独立行政法人労働政策研究・研修機構 14 号

pp.23-25
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図表 4-6 日本における再就業に関する制度の変遷

時系列 内容

1954 年～ 厚生年金の支給開始年齢の引き上げ。

1971 年～ 『中高年齢者等の雇用の促進に関する特別措置法』の公布。

1986 年～ 『中高年齢者等の雇用の促進に関する特別措置法』→『高年齢者等の雇用の安定等に関する

法律』（高年齢者雇用安定法）。60歳定年の努力義務づけが課された。

1990 年～ 定年到達後 65 歳までの継続雇用の努力義務規定が新設された。

1994 年～ 厚生年金(定額部分)の支給開始年齢の引き上げ。60歳定年の努力義務が強行規定となった。

2000 年～ 厚生年金(報酬比例部分)の支給開始年齢の引き上げ。

2004 年～ 65歳定年または継続雇用の確保措置が義務化（継続雇用の場合、労使協定で対象者を限定）。

2012 年～ 労使協定によっても継続雇用制度対象者の選抜を行うことはできなくなり、再雇用制度は希

望者全員を対象としたものでなければならない。2025 年まで継続雇用制度の経過措置が終了

し、2025 年から、65 歳までの継続雇用が義務となる。

2020 年～ 改正高年齢者雇用安定法の公布。65 歳までの雇用確保（義務）から 70 歳までの就業確保（努

力義務）。

出所:トウ（2024）p.113、李（2019）pp.5-12、森戸（2014）pp.34-40 の内容により筆者作成

厚生労働省によれば、継続雇用制度は『高年齢者雇用安定法』に明白に規定されている。

同制度は、シニア人材は年齢に関わりなく働き続けることができることを目指して、企業

に 65 歳までの従業員を対象として、「定年制の廃止」や「定年の引上げ」、「継続雇用制

度の導入」（高年齢者雇用確保措置）のいずれかの措置を講じるように義務付けている。

さらに、2021 年 4 月からは、70 歳までの従業員を対象として、上記の措置とともに「業務

委託契約を締結する制度の導入」、「社会貢献事業に従事できる制度の導入」の措置のい

ずれかを講じるように努めることを義務付けている280。このように、厚生労働省（2022）の

データによれば、65 歳までの高年齢者雇用確保措置を実施済みの企業は 99.9％であり、そ

の中で、継続雇用制度を実施している企業は、全企業において 70.6％（1.3 ポイント減少）

を占めている。そして 65 歳定年を実施している企業は 22.2％（1.1 ポイント増加）であり、

定年制を廃止した企業は 3.9％（0.1 ポイント減少）である。また、70 歳までの高年齢者就

業確保措置を実施済みの企業は 27.9％（2.3 ポイント増加）である281。日本における法制度

による高年齢者就業確保措置の企業への導入は、成果を上げてきたといえる。

第 1 章で取り上げたように、シニア人材におけるデジタルデバイドの解消は再就業を促

進する要因の 1 つである。次に、デジタルデバイドの解消について政府の支援を取り上げ

る。

280 厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/jigyounushi/page09_00001.html

(2023 年 8月 28 日にアクセス)
281 厚生労働省「高年齢者雇用状況等報告」https://www.mhlw.go.jp/content/11703000/000955633.pdf（2024.5.19 にアクセス）
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総務省が公布した『情報通信白書』282によれば、2000 年 10 月に、IT 基礎技能を普及させ

るため、地域の現状に応じて、学校、公民館、その他民間施設等を利用し、地方公共団体

が IT 講習を開催した。IT 講習は、特例的に国の支援を受け、約 550 万人の住民が受講でき

る講習である。その成果として、IT 講習を実施する地方公共団体に対する特例交付金総額

545 億円が 47 都道府県に交付されている。また、これにより、2001 年度末までに開設され

た講座は、287,864 講座（開設予定 262,911 講座）、受講者数は 4,670,223 人（募集定員

5,193,787 人）となっている。

具体的には、都道府県においては、IT 講習の開設予定講座数、募集定員数を内容とした

事業実施計画を作成して提出する一方で、市町村に要請する。講習は、公共団体や民間施

設で開催される。その内容として、1 講座概ね 1 時間ごとに、IT 基礎技能を受講者に普及

させ、身につけることである283。中国政府の方針では、学習講習を行うより、シニア層の福

利厚生、そして社会環境をシニア層に適応することに重点を置いている。これに対して日

本は、デジタルデバイドの解決施策を実施し、シニア層を自主的に社会や環境に適応させ

ようとしている面が大きいと考えられる。

第 1 章、第 3 章で述べたように、シニア人材の再就業に関して、企業環境の整備が必要

不可欠である。ここでは、日本政府は再就業に関する企業への支援の取り組みについて考

察する。

日本では、企業における定年延長ならびに再就職の支援策として、65 歳まで定年の引き

上げや継続雇用制度の導入が挙げられる。さらに、シニア層の雇用安定ならびに再就職を

支援する制度として、次のような助成金制度が挙げられる。

①継続雇用定着促進助成金:定年延長、継続雇用制度を設けた場合、60 歳以上 65 歳未満

の者の雇用率が 15％を超えている事業主に対しての助成措置。

②在職者求職活動支援助成金:離職予定者のシニア層における再就職の援助を行う事業

主などに対する助成措置。

③移動高年齢者等雇用安定助成金:企業グループ内から送り出されるシニア層を受け入

れ、61 歳以降の雇用を確保する事業主に対する助成措置（遠藤・松行，2005）284。

また、シニア人材の雇用・就業機会の確保を促進することを目的とした「シニアワーク

プログラム」を推進することも重要である。シニアワークプログラムでは、高齢者を対象

とした地域の事業主団体等の参画により、雇用を前提とした技能講習、合同面接会、職場

体験講習等が実施される（遠藤・松行，2005）。このような助成金制度やシニアワークプ

ログラムなどを利用することで、日本政府はシニア人材の再就業を促進し、経済および地

域社会の活性化にもつながると考えられる。

282 総務省『平成 14 年版 情報通信白書』https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h14/html/E1042400.html

（2024.5.19 にアクセス）
283 会計検査院「平成 13 年度決算検査報告」https://report.jbaudit.go.jp/org/h13/2001-h13-0575-0.htm（2024.5.19 にアク

セス）
284 遠藤ひとみ・松行康夫（2005）「高齢社会におけるライフコースとアクティブシニアのアンペイドワーク」『地域学研究』 日

本地域学会 35 巻 2 号 p.443
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4.3.2 社会環境による促進

次に、日本における社会環境によるシニア人材の雇用機会の拡大について考察する。

4.2.1 で述べたように、社会参加は再就業を促進する原因の 1 つであることが明らかであ

り、自治体や NPO などの組織は、シニア人材の再就業を促進するために重要な役割を果た

している。遠藤・松行（2005）は、雇用慣行の変化に伴い、地域社会から特別な支援を必

要とせず、個人の仕事や趣味に意欲を持ち、地域社会に対して積極的に行動するシニア層

の出現を強調した285。また、シニア人材は高齢期における地域貢献活動を支援する際、定年

退職後の地域活動だけでなく、「労働による収入を得たい」、「社会や地域に役に立ちた

い」、「趣味や仲間との遊びを楽しみたい」といった多様なニーズをトータルに叶える社

会の仕組みが求められるようになった（樋口，2014）286。高齢化社会においては、経済活力

の大幅な減少が予想されており、働く意欲があるシニア層に対して社会参加の機会を提供

する必要があり、再就業や自営、起業のみならず、NPO やボランティア活動など多様な形態

による社会参加への取り組みが必要不可欠である。例えば、シルバー人材センターにおい

ては、雇用機会の仲介やマッチングシステムとしての役割、または請負、派遣などの役割

を果たしている。さらには、会員や非会員向けの講習、就業支援、学習活動も行っている。

日本における自治体によるシニア層の社会参加と学習支援への取り組みは以下のように

まとめることができる。

図表 4-7 自治体によるシニア層の社会参加と学習支援への取り組み

1963 年 「老人福祉法」により高齢者の社会参加が規定された。

1973 年 「高齢者教室」の設置の奨励

1970年代

後半まで

親睦会的な老人クラブの活動や趣味、レクリエーションなどの学習活動の場など、高齢者の社

会参加は高齢者の生きがい対策としての側面が強かった。

1979 年 「生きがいと創造の事業」が開始された。

1980 年 「老人の社会参加を促進するための対策」が制定され、福祉行政では老人クラブ活動への助成

事業が開始された。

1989 年 「長寿学園」が開設された。

1980年代

以降

高齢者の社会参加政策は、社会に貢献する人材として求められる方向へと転換され、自治体は

人材活用事業を推進している。

出所:樋口真己（2014）「シニア世代の社会参加と学習支援の仕組みについての考察:地域貢献活動を中心に」『西南女学院大学

紀要』西南女学院大学 18 巻 pp.163-164 により筆者作成

高齢化の進行に伴い、雇用・就業形態や労働時間をはじめ、日本におけるシニア人材の

285 遠藤ひとみ・松行康夫（2005）「高齢社会におけるライフコースとアクティブシニアのアンペイドワーク」『地域学研究』 日

本地域学会 35 巻 2 号 p.443
286 樋口真己（2014）「シニア世代の社会参加と学習支援の仕組みについての考察 : 地域貢献活動を中心に」『西南女学院大学

紀要』西南女学院大学 18 巻 p. 169
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社会参加やシニア人材のニーズも多様化していることが明らかである。高齢化が進む中で、

自治体はシニア人材の社会参加において多様な施策を実施している。さらに、社会参加政

策は、社会に貢献するシニア人材を求める方向へと転換し、人材活用事業を推進している

ことが分かる（図表 4-7 を参照）。

次に、NPO の側面からシニア人材再就業への取り組みを確認する。日本では、シニア層と

いえば「介護」、「寝たきり」、そして「年金問題」といったネガティブなイメージを抱

く傾向があるものの（遠藤・松行，2005）287、前節で取り上げたように、85 歳までの年齢

層においては、介護を必要としない人が大半を占めていることが明らかである。このよう

に、社会環境の変化や個人のライフスタイルの多様化により、NPO 活動という新しい社会参

加の形態が注目されるようになった。

内閣府によると、1998 年から 2011 年まで、日本における NPO 法人数は急増し、2023 年

時点では約 5 万団体があることが分かる288。遠藤・松行（2005）が指摘したように、NPO の

活動促進領域として、17 分野を取り上げることができる289。その中で、①保健、医療また

は福祉の増進を図る活動、②社会教育の推進を図る活動、③人権の擁護活動、④情報化社

会の発展を図る活動、⑤職業能力の開発または雇用機会の拡充を支援する活動、といった 5

つの活動分野は、シニア人材の再就業意欲の向上に役立つといえる。NPO は、社会参加を通

じて自分の経験や知識を活かしたいという意欲が高いシニア層のニーズを捉え、シニア人

材の再就業を促進することができた。

日本企業は、成果主義型の人事管理を導入し、物質的誘因を主として提供する傾向が見

られる。この点に関しては、ボランティアという物質的誘因が通用しない NPO 組織におけ

る研究が企業のマネジメントにも大きな示唆を提供することができる290。例えば、企業にお

ける従業員のモチベーション向上において、非物質的誘因として内発的動機づけへの考慮

が重要である。一方、ボランティアや NPO 組織では、報酬や給与の面で限られており、非

物質的誘因が重要である。従って、NPO 組織で成功している非物質的誘因のアプローチは、

企業の人事マネジメントにも有効な手段として捉えることが期待される。

4.3.3 企業、雇用環境による促進

次に、日本企業の側面からシニア人材再就業の促進についてさらに考察・分析を深める。

4.3.1 で明らかにしたように、高年齢者就業確保措置の導入に関して、日本企業は積極的

に取り組んでおり、一定の成果を上げている。厚生労働省のデータによれば、中小企業の

導入率が高い傾向にあり、企業規模が小さくなるほど 70 歳までの就業確保措置を実施する

割合が高くなる。また、産業別に見ても、就業確保措置の実施率には特にばらつきが見ら

287 遠藤ひとみ・松行康夫（2005）「高齢社会におけるライフコースとアクティブシニアのアンペイドワーク」『地域学研究』 日

本地域学会 35 巻 2 号 p.443
288 内閣府「NPO 統計情報」https://www.npo-homepage.go.jp/about/toukei-info/ninshou-seni（2024.5.19 にアクセス）
289 遠藤ひとみ・松行康夫（2005）「高齢社会におけるライフコースとアクティブシニアのアンペイドワーク」『地域学研究』 日

本地域学会 35 巻 2 号 p.443
290 片岡信之・佐々木恒男・高橋 由明・渡辺峻・齊藤毅憲著（2010）『アドバンスト経営学―理論と現実』中央経済社 pp.83-84
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れない291。一方、日本企業における非正規雇用のシニアの採用意向と実績については、どの

業種においても、特にホテル・旅館、警備、清掃、ドライバー、介護においてシニア層を

積極的に採用する意向を示し、実績を上げている。これに対して、中国におけるシニア人

材の職業分野は主に農業に集中しており、中国企業ではシニア層の採用意欲が低く、採用

実績も少ないと言わざるを得ない（図表 3-14、付録 A-1 を参照）。

図表 4-8 日本企業におけるシニア雇用の取り組み（2023 年）（％）

シニアを受け入れるための施策を取り組んでいる 89.1

65 歳以上の再雇用 42.3

体力に応じた仕事内容・仕事量 29.4

短時間労働の導入 27.0

体力等に配慮した勤務時間 24.9

ハローワークへの登録 24.2

残業なし 20.6

体調への気遣いや健康維持のための取り組み 19.5

自宅からの距離を考慮した配属 17.8

こまめな休憩時間の取り入れ 15.8

シルバー人材センターへのと登録 14.9

シニアに特化した求人媒体の利用 11.7

紹介制度の導入 11.1

シニア向け説明会等への参加 10.7

バリアフリー等の設備改善・充実 7.9

注:n=1,192（シニア採用実績または採用意向がある企業）

出所:株式会社マイナビ HP「非正規雇用の外国人・シニア採用に関する企業調査（2023 年）」

https://career-research.mynavi.jp/reserch/20230628_53546/（2024.6.23 にアクサス）の内容により筆者作成

次に、シニア層を採用するための日本企業の取り組みについて考察する。図表 4-8 から

見ると、シニア層を積極的に採用する企業の 8 割以上は、シニアを受け入れるための施策

を講じている。65 歳以上の再雇用制度の導入を除けば、主に 2種類の施策が挙げられる。1

つは、「体力に応じた仕事内容・仕事量」、「短時間労働の導入」、「体力等に配慮した

勤務時間」、「残業なし」、「体調への気遣いや健康維持のための取り組み」、「自宅か

291 厚生労働省「高年齢者雇用状況等報告」https://www.mhlw.go.jp/content/11703000/000955633.pdf（2024.5.19 にアクセス）

具体的には、就業確保措置の実施した企業を規模別にみると、「21～30 人」が 31.3％、「31～50 人」が 30.2％、「51～100 人」

が 27.1％、「101～300 人」が 23.3％、「301～500 人」が 20.1％、「501～1,000 人」が 19.7％、「1,001 人以上」が 21.7％で

ある。産業別にみると、実施した企業の割合が最も高いのは「建設業」（37.9％）で、次いで「農、林、漁業」（37.1％）、「医

療、福祉」（35.2％）、「運輸、郵便業」（34.6％）、「鉱業、採石業、砂利採取業」（31.9％）、「宿泊業、飲食サービス業」

（31.5％）などの順で高くなっている。
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らの距離を考慮した配属」、「こまめな休憩時間の取り入れ」、「バリアフリー等の設備

改善・充実」を代表した健康上の問題に配慮した柔軟な働き方に関する施策である。もう 1

つは、「ハローワークへの登録」、「シルバー人材センターへのと登録」、「シニアに特

化した求人媒体の利用」、「紹介制度の導入」、「シニア向け説明会等への参加」を代表

した雇用ルートの充実に関する施策である。

図表 4-9 日本企業におけるシニアを採用したい理由（2023 年）（％）

注:n=1,026（シニア採用意向がある企業）

出所:株式会社マイナビ HP「非正規雇用の外国人・シニア採用に関する企業調査（2023 年）」

https://career-research.mynavi.jp/reserch/20230628_53546/（2024.6.23 にアクサス）の内容により筆者作成

図表 4-9 から見られるように、シニア層を積極的に採用する企業におけるシニアを採用

したい理由として、労働力不足の解消、シニア人材の経験・スキルの活用、そして即戦力

としての期待、コストの削減などが挙げられる。また、シニアを採用する上で期待される

役割や能力については、「職場に特有の専門知識・専門スキル」、「若手・中堅社員への

指導やサポート」、「第一線で現場社員として活躍するための知識・スキル」、「若手・

中堅社員のロールモデルとなる」、「マネジメントスキル」、「経営知識」といった主に

経験とスキルが期待されていることが分かる。総じて、日本企業にとってシニア層の採用

は、人手不足の解消や豊富な経験・専門性の活用など、多岐にわたるメリットがあること

が明らかである。シニア層の採用は即戦力としての役割を果たし、経済的な利点や若手社

員の育成といった付加価値も提供する重要な人事戦略ともいえる（付録 A-2 を参照）。

例えば、経済産業省のデータ292によれば、株式会社加藤製作所は、土日休日を中心に勤務

できるシニア人材を積極的に雇用している。シニア人材に対して、適した作業の切り分け

292 経済産業省「新・ダイバーシティ経営企業 100 選／100 選プライム（平成 25 年度）」

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/kigyo100sen/practice/pdf/64kato.pdf（2024.5.19 にアクセス）
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（例えば、女性シニア人材は、軽作業や細かな作業を早く丁寧に実施できるといった長所

が見られる）、シニア人材が働きやすい施設の整備（例えば、シニア人材が見やすいよう

照明の照度を明るく設定する、シニア人材が操作しやすい工作機械の導入など）が挙げら

れる。一方、入社後の人材育成においては、雇用された当初はシニア人材 2人につき社員 1

人がサポートを行い、熟練度の向上に伴いシニア人材 15 人に 1 人の社員でサポートを行う。

このように、教える側・教えられる側双方の努力により、経営陣の想定を上回る従業員の

スキルアップのスピードが得られた。さらには、生産スキルの習得に加えて、社員の年齢

や性別などの違いを超えて企業全体の一体感を醸成するための施策も実施している。総じ

て、加藤製作所はシニア人材に対して、柔軟な勤務時間、勤務内容、職場環境により内的

報酬を与え、シニア人材のモチベーションを向上させてきた。また、シニア人材と社員の

間に生まれたのは、教える・教えられる側両方の満足である。例えば、シニア人材は従来

の経験、知識を社員に教え、社員はデジタル製品の使用や作業のサポートなどをシニア人

材に教えることができる。この結果、シニア人材と社員の有能感、関係性への欲求が満た

され、モチベーションが向上するとともに、経営成果を上げてきた。

一方、シニアを採用したくない理由として、シニア層の雇用の課題と同じ傾向にあるこ

とが明らかである。具体的には、シニア層の健康や体力面、能力面の問題が発生しやすく、

組織文化への適応と人間関係の維持が挙げられる。この中で特に顕著なのは、体力・健康

に関する不安である。つまり、これらのシニア層の採用に対する不安要素と課題は、企業

がシニア層を即戦力として活用する上での大きな障壁となっている。これらの不安を解消

するためには、シニア層の健康管理やスキルアップ、組織内での役割の明確化など、具体

的な対策が必要となる。また、シニア層を積極的に活用したくない日本企業は少数派であ

るが、シニア層の採用をさらに成功させるための取り組みを進める必要があるといえる（付

録 A-3、A-4 を参照）。

4.4 日本から中国への示唆

ここでは、再就業の仕組みを中心に、日本から中国への示唆について言及する。具体的

には、社会的、環境的側面（伝統的価値観、法制度、雇用形態と雇用機会）と企業の側面

（人事・雇用システム、労働条件）から分析・考察する。

4.4.1 社会的、環境的側面から

伝統的価値観について、中国のシニア層は定年退職後に養生に対する執念が強く、再就

業意欲が低いことが明らかである。儒教思想の影響を受けた中国社会では、敬老は「孝」

の基礎であり、高齢化社会の対策内容の重要な一部でもある。近年においても、シニア層

は定年退職後、住み慣れた環境で生活し、老後を楽しむことを優先する傾向がある。特に、

農業従事者や低所得家庭においては、シニア層の再就業が望ましくなく、養老は子女に委

ねるしかない場合が多い。一方で、中国におけるシニア人材の養老価値観が変化しつつあ
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り、定年退職後のシニア人材も再就業するようになったものの（程，2008）293、シニア層の

主な収入源は依然として「家族・親族から」の割合が高く、「労働による収入」の割合が

減少し、「年金から」の割合はさらに高くなっていることが現状である（第 1 章、第 3 章

を参照）。これに対して、日本のシニア層の就業意欲は増加傾向にあり、仕事中心の価値

観が教育・訓練と職場風土・文化などによって支えられる極めて安定した存在であること

から、再就業の促進には文化や価値観の影響が大きいと示唆できる。日本では、シニア層

の高い就業意欲や「働く日本人」という固有の伝統的価値観により、企業は再就業に関す

る雇用慣行が形成され、さらには政府の方針や制度も徐々に形成されたともいえる。

つまり、中国においては、シニア層の就業意欲の向上が求められており、主な収入源を

家族・親族から労働による収入へと転換することが必要不可欠であり、シニア人材の就労

ニーズを捉え、金銭面と価値観を踏まえて考えていくべきである。中国における再就業の

促進には、伝統文化や価値観を打破し、働く意欲やモチベーションを高める社会環境と文

化を醸成することが重要であると考える。

法制度（権利保護制度、雇用制度）について、まず、中国では、シニア人材再就業に関

する政府方針と主要な法律の最大の問題点として、労働者と雇用主の雇用関係は労働関係

ではないことが挙げられており、シニア人材の雇用関係が不平等であるとされる。一方、

日本では、『中高年齢者等の雇用の促進に関する特別措置法』などが挙げられており、企

業におけるシニア人材の再就業が義務化されている。また、日、米、英などの先進国では、

中国のような労働関係と労務関係の違いがなく、これに関連する労働災害などの問題も比

較的少ない（熊，2010）294。次に、中国の定年年齢は長年変わっておらず、一方で、日本は

定年年齢の延長の努力義務を 1980 年代から試みており、定年年齢を 40 年かけて段階的に

引き上げてきた。日本企業は従来より高齢者の高い就業意欲とともに、定年に達したシニ

ア人材を継続して雇用する制度ないし慣行が存在する。しかし、中国では、定年延長の予

定があるにもかかわらず、政府は依然として高齢者福祉事業、高齢者介護施設、シルバー

産業に重点を置いており、シニア人材の再就業の促進に関する施策が限られている。先進

諸国から見ても、中国ではシニア人材の再就業に関する政策、定年延長、企業環境、イン

センティブ、就業サポートの 5 つの側面で方針と枠組みは構築されたものの、具体的な施

策は十分に講じられておらず、政策や法律が明確な姿勢を示す必要があることが挙げられ

る（第 3、4 章を参照）。

総じて、日本における再就業に関する法律、政策、そして再就業者の権利保護に関する

措置は中国にとって参考すべき点が多い。中・日における再就業の雇用問題の主な相違点

は、中国は再就業に関する法律・規定の効力が弱く、シニア人材雇用の基盤となる法律が

整備されていないことにある。シニア人材再就業の可能性、正当性と重要性を踏まえ、政

策と法律の明確な方向性を示し、具体的な施策の実施が求められる。この中で、『労働法』、

293 程馨（2008）「中国人口老龄化背景下的老年人力资源开发研究」青岛大学人口、资源与环境经济学博士学位论文 pp.6
294 熊玮（2010）「退休返聘制度研究」中南大学民商法学硕士学位论文 p.17
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『労働契約法』に基づくシニア人材再就業の権利保護が不可欠である。

雇用形態と雇用機会（就業ルート）について、中国ではシニア人材の再就業は政府によ

り支持されているが、求人の傾向が高学歴のシニア人材に偏っており、シニア人材全体に

普及していない。つまり、シニア人材求人サイトは一定の成果を上げているものの、まだ

初期段階にある。一方、老人大学は知識、能力、社会との関わりの面でシニア人材の再就

業に寄与しており、老人大学と企業の連携が求められる。また、中国では日本のシルバー

人材センターのような事業団体は少なく、地域サービスセンターなどが存在するが、シニ

ア人材の再就業に関する機能が果たされていない。一方、日本ではシニア層の社会参加率

が高く、自治体や NPO によるシニア層の社会参加と学習支援への取り組みにより、シニア

人材の雇用機会を拡大させ、シニア人材の再就業は促進された。

他方、デジタルデバイドが生じやすいシニア人材が再就業する際、不利な状況に置かれ

る場合が多い。中・日両国は、デジタルデバイドに関して、政策によりシニア層に対する

便宜を図ることが多いとされている。ただし、中国では社会参加の成果として老年大学な

どが挙げられるものの、シニア人材の再就業や活用の成果に関する内容は見られない。一

方、日本におけるデジタルデバイドの解消について、政府の政策を基盤として、IT 基礎技

能講習の事業を実施する地方公共団体に対する交付金が計上され、各地域の自治体がその

機能を活かしてきた例が多い（第 3、4 章を参照）。

総じて、日本はシルバー人材センターや NPO などの事業団体によって、再就業に対応す

る社会環境の整備に成功している。一方、中国はシニア人材の再就業に対する一定の準備

を整えたものの、再就業に対応した社会環境が未だに出来ていないと言える。中国では、

シニア人材向けの職業紹介所の創設とシニア人材雇用プラットフォームの改善に焦点を当

て、シニア向けの雇用システムの構築や雇用機会の拡大に注力すべきである。そして、シ

ニア人材が自らの価値を認識し、能力を発揮できるような社会環境を作ることが重要であ

る。さらに、NPO などの事業団体によってシニア人材の社会参加意識を向上できれば、今後

中国における再就業がさらに発展していく可能性が高いといえる。

4.4.2 企業の側面から

人事・雇用システムについて、日本企業は非正規雇用のシニアの採用意向と実績におい

て、どの業種においても、シニア層を積極的に採用する意向を示しており、実績も上げて

いる。これに対して、中国ではシニア人材の職業分野は農業に集中しており、企業による

シニア層の採用意欲が低く、採用実績も少ない。日本では、シニア層を積極的に採用する

企業の 8 割以上が、シニアを受け入れるための施策を講じ、主に健康上の問題に配慮した

柔軟な働き方や雇用ルートの充実に関する施策に取り組んでいる。また、シニア層の採用

は、人手不足の解消や豊富な経験・専門性の活用など、多岐にわたるメリットがあること

が明らかであり、シニア層の即戦力としての役割および若手社員の育成といった付加価値

が期待される。一方、シニア層の採用に対する不安要素と課題を解消するためには、シニ
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ア層の健康管理やスキルアップ、組織内での役割の明確化など、具体的な対策が必要であ

り、シニア層の採用をさらに成功させるための取り組みを進める必要がある。

日本では、終身雇用と年功序列は依然として雇用システムの主流であり、帰属意識の強

い人材の育成とともに、従業員が企業に定着し、再就業を促進させた。一方、中国は日本

と比べて雇用流動化が激しく、シニア人材の再就業に関しては、雇用形態と雇用機会の観

点から、就業ルートの確保の問題がより顕著である。中国におけるシニア人材の再就業は、

企業によるフォーマルな雇用ルートを使用することは少数であり、企業に所属するシニア

層の継続雇用が望ましい。しかし、中国企業における継続雇用の促進要因の内的報酬が重

視されていないのが現状である。日本では、企業におけるシニア人材の雇用安定ならびに

再就職を支援する制度として、多数の助成金制度が挙げられる。一方で、中国の法制度に

より、企業は逆にシニア人材雇用を抑制しているといえる（第 3 章、第 4 章を参照）。

つまり、中国企業、特に中小企業では、シニア層の採用に対する不安要素と課題を解消

するための取り組み、そして従業員の内的報酬を重視する姿勢を取ることが重要であり、

そのための人事施策が求められていると考えられる。法制度にも左右されるが、シニア人

材に対する不合理な待遇差を縮小させるための人事施策が求められている。また、シニア

人材の再就業を促進するため、インセンティブ制度の導入は今後も日本を参考にし続ける

ことが重要であり、企業、政府、社会環境の連携体制が必要不可欠である。

労働条件（賃金と福利厚生、職場環境など）について、中国企業の雇用基準は、若いか

つ高学歴人材への重視が主流となっている。しかし、中国におけるシニア層の平均学歴は

相対的に低く、就業範囲も狭いのが現状である。中国現行の雇用制度と雇用慣行では、一

般労働者とシニア人材の間に労働条件の格差が生じることが避けられない。再就業したシ

ニア人材は、企業の労働条件が比較的悪いにもかかわらず、仕事に対して満足感を感じや

すい。一方、日本においては、シニア人材定年前後の処遇の変化も見られる。また、中・

日両国ともに労働市場の両極化が進行しており、産業構造の変化が労働需要に影響を与え、

シニア人材は再就業において、技術やスキルの習得、柔軟な働き方やデジタル化した技術

への適応力がさらに求められるようになっている。他方、日本におけるシニア人材の就労

目的は加齢に伴い、外発的動機づけ要因が大きいものの、減少する傾向にあり、内発的動

機づけ要因への重視が強くなる傾向にある。第 4 章で提示したデータと事例からも、シニ

ア人材に対する健康上の問題を配慮した柔軟な働き方に関する施策、特に柔軟な勤務時間、

勤務内容、職場環境により内的報酬を与えることで、シニア人材の有能感、関係性への欲

求を満たし、モチベーションの向上とともに、経営成果や実績も上がることが分かる。し

かし、中国においては、シニア人材の再就業は金銭的な問題のみならず、労災に対する不

安などの問題も顕著である。従って、労働法の改善が求められる一方で、中国企業はシニ

ア人材の労働条件を改めて整えることが必要不可欠であるといえる。
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第 5 章 中国におけるシニア人材のモチベーションと再就業 -アンケート調査を踏まえて-

本研究では、仕事に対するモチベーションおよび再就業意欲をテーマにしたアンケート

調査295を行った。そこから得られたデータを基に、本章では、仮説 1 と 2 を検証する。さら

に、リサーチクエスチョン 1、2を考察した上で、仮説 3 についても考察する。

5.1 調査概要

5.1.1 調査目的と方法

本調査は、倫理的配慮として桜美林大学研究活動倫理委員会の承認(No.23051、承認年月

日:2024 年 1 月 30 日)を得て実施した。

本調査の目的は、分析枠組みと研究仮説に従い、中国におけるシニア人材の再就業意欲

に関するモチベーションを明らかにした上で、シニア人材再就業の課題とそのあり方をシ

ニア人材の側面から考察することである。まず、本調査の調査概要は図表 5-1 のように示

している。

図表 5-1 「仕事に対するモチベーションおよび再就業意欲に関する調査」の調査概要

調査対象 中国の北京市に在住するシニア層

抽出条件296

・50～70 歳

・定年退職した

・現在未就業

調査方法 地域サービスセンター297により質問紙調査

回答期間 2024 年 2 月 15 日～3 月 15 日

有効回答数 468 人

有効回答率 44％

調査項目 ・属性や現在・過去の状況を問う 16 項目の選択式の質問

・外発的動機づけ要因を問う 13 項目の選択式の質問（5段階評価）

・内発的動機づけ要因を問う 15 項目の選択式の質問（5段階評価）

・再就業意欲を問う 6 項目の選択式の質問（5 段階評価）

注:属性、外発的動機づけ要因および内発的動機づけ要因に対する質問の基準とする仕事はシニア人材過去の勤務である。

出所:筆者作成

295 本研究における量的調査は、2023 年度国際総合研究学会加藤隆研究基金の助成金による研究成果である。
296 主に質問項目 1（年齢）と質問項目 5（就業状況）により有効回答サンプル抽出する（企業性質と職務において、企業でない

ものを記入した場合も除外する）。
297 調査の一般性を高めるため、本研究では北京市内の地域サービスセンター 3 箇所を中心に調査を実施した。
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本調査の題目は、「仕事に対するモチベーションおよび再就業意欲に関する調査」298であ

る。2024 年 2 月 10 日から 2 月 15 日の間に、予備調査を実施した。予備調査は 55 項目から

構成されている。予備調査を回収した後、不合理な項目の削除、不足した項目や選択肢の

追加、修正を行った。本調査は 2024 年 2 月 15 日から 3 月 15 日の間に実施した。調査デー

タは 50 項目から構成されている。その主な内容として、「基本属性」、「他の属性」、「外

発的動機づけ要因」、「内発的動機づけ要因」、「再就業意欲」の 5 つによって構成され

る（図表 5-1 を参照）。

本研究は、調査の実施地域を北京市にした理由として、まず、中国では、東部地方の高

齢化レベルが一番高く、それから中部地方、従って西部地方の高齢化レベルが低く、北京

市の高齢化の問題は中国においても顕著であることが挙げられる。次に、3.1.1 でも述べた

ように、中国における高齢化のスピードは、東部地方と西部地方のほうが速く、中部地方

が遅いことが明らかであった。さらに、3.3.2 で取りあげた新設された中国シニア人材求人

サイトは北京で初めて実施されていることもある。故に、北京市は高齢化の代表的な都市

であり、顕著性があるといえる。調査の実施対象の抽出条件としては、北京市に在住して

おり、50～70 歳、定年退職、現在未就業の条件を設けた。

調査方法については、地域サービスセンターを通じて協力者を募集し、2024年 2月 15日～

3 月 15 日の間に、1064 名を対象に調査を実施した。有効回答率は 44％であり、最終的に

468 名の有効回答サンプルを選出した。分析方法として、統計処理専用のソフトウェア SPSS

を利用した。

5.1.2 測定尺度および質問項目の作成

調査内容における各質問項目について、次のようにまとめることができる。

図表 5-2 「基本属性」の質問項目

番号 質問項目

1 年齢

2 性別

3 最終学歴

4 身体健康状態

注:質問項目の選択肢は、付録資料 1 を参照。

出所:筆者作成

298 質問票のベースは中国語であり、本研究で取り上げたすべての質問項目は筆者により訳したものである。
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図表 5-3 「他の属性」の質問項目

番号 質問項目

5 現在の仕事状況

6 企業性質(過去)

7 職業（過去）

8 給料/月（過去）

9 平均の働き時間/週（過去）

10 社会（健康）保険（過去）の加入状況

11 正規の労働契約（過去）の締結状況

12 主な資金源

13 婚姻状況

14 子供数

15 デジタル製品（スマートフォン、パソコンなど）の使用状況

16 デジタル製品（スマートフォン、パソコンなど）への関心度

出所:筆者作成

まず、第 3 章、第 4 章で取り上げたように、シニア人材の再就業意欲の影響要因はモチ

ベーション以外に、健康状態、学歴、家庭、生活要因、デジタルに対する関心度などの存

在も無視できず、企業・職業（過去）別にも異なる可能性が高いと考えられる。総じて、

アンケート調査の属性や現在・過去の状況を問う質問項目においては、基本属性項目（1～

4）と他の属性項目（5～16）に分けられ、個人、家庭、そして過去の仕事の基本状況など、

再就業意欲の影響要因を補完するための質問項目を設定した。基本属性としては、年齢、

性別、最終学歴、健康状態として取り上げ、他の属性としては過去299の企業性質と職業、賃

金と勤労時間、社会保険（過去）と正規の労働契約（過去）の加入状況、デジタル製品へ

の使用状況と関心度、そして主な資金源、婚姻状況、子供数を尋ねる項目を設定した。さ

らに、対象層を選出するため、現在の定年・就業状態を尋ねる項目 5 を設定した。

299 中国における年金を受け取る基準として、15 年以上の勤務が必要であるため、勤続年数の項目は設けていない。しかし、過

去の勤務内容について、「もし転職がある場合、勤続年数が最も長いものを回答の基準としてください」を質問紙に明記した。
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図表 5-4 「外発的動機づけ要因」の質問項目

次元 番号 質問項目

企業待遇に関する質問項目

A-1 給料に対する満足度

A-2 働く時間に対する満足度

A-3 職場の人間関係に対する満足度

A-4 職場環境に対する満足度

A-5 現金ボーナスに対する満足度

A-6 仕事そのものに対する満足度

A-7 現物奨励に対する満足度

A-8 昇進機会に対する満足度

企業支援に関する質問項目

A-9 給料、ボーナス水準の適正性の提供

A-10 職場の安全性と健康保険の提供

A-11 福祉制度の提供

A-12 専門技能の向上のトレーニングの提供

A-13 デジタル製品や技術への教育・トレーニングの提供

注:企業待遇に関する質問項目 A-1～A-8 への回答は、1（全く満足していない）、2（あまり満足していない）、3（どちらとも

いえない）、4（やや満足している）、5（非常に満足している）、という 5 点リッカートスケールを採用した。企業支援に関す

る質問項目 A-9～A-13 への回答は、1（全くそう思わない）、2（あまりそう思わない）、3（どちらともいえない）、4（ややそ

う思う）、5（とてもそう思う）、という 5 点リッカートスケールを採用した。

出所:筆者作成

第 1 章で考察・分析したように、外発動機づけ要因に関する内容を「企業によって開始

されたもの」という定義・視点から分類する。外発的動機づけ要因の質問項目を、企業待

遇に関する質問項目（A-1～A-8）と企業支援に関する質問項目（A-9～A-13）に分けて設け

た。質問項目の設定において、Gagnéほか（2010）300、罗（2022）301、東海（2022）302の外

発的動機づけ要因に関連する人間関係や給料、昇進・昇格、労働条件、会社の方針といっ

た測定項目の一部を修正し、使用した303。総じて、質問項目を金銭的要因、安全と保険要因、

昇進機会、一般労働条件および企業から提供する教育訓練などを基に設定した。

300 Gagné, M., Forest, J., Gilbert, M.-H., Aubé, C., Morin, E., & Malorni, A.（2010）“The Motivation at Work Scale:

Validation evidence in two languages.” Educational and Psychological Measurement, 70（4）, p.642
301 罗楠（2022）「自我决定理论视角下体面工作对员工绩效影响的实证研究」重庆工商大学人力资源管理学硕士学位论文 p.24
302 東海詩帆（2022）「情報コミュニケーションに焦点を当てたワークモチベーションの組織心理学的研究」明治大学商学博士

論文 p.182
303 予備調査の調査結果により、取り上げた先行研究の主な対象層は従業員であり、中国におけるシニア人材レベルでの分析に

直接使用することはできない場合もある。ゆえに、職務に対する印象として設定した測定項目が多いのである。また、測定項目

を分かりやすくにし、満足度を用いて回答させ、有意義なデータを得ることができた。一方、自己実現や次世代伝承について、

有意義なデータが得られていないため、割愛した。



90

図表 5-5 「内発的動機づけ要因」の質問項目

次元 番号 質問項目

自律性

B-1 仕事する時、自分の行動は自分で決める

B-2 仕事する時、他人の命令に従う必要がない

B-3 仕事は自分のしたいことと一致している

B-4 自分の意思で仕事をコントロールできる

B-5 やりたくない仕事を強迫されていない

有能感

B-6 自分の仕事は適任であると感じる

B-7 自分の職務能力が高い

B-8 仕事の内容と任務をうまくこなせる

B-9 自分の仕事は適切に行われていると信じる

B-10 仕事する時、難しい任務も完成できる

関係性

B-11 職場で、チームの一員であると感じる

B-12 仕事をすると、他人とよく交流する

B-13 仕事をすると、他人との関係を維持できる

B-14 仕事をすると、友達が作れる

B-15 同僚と一緒にいると、孤独を感じない

注:内発的動機づけ要因に関する質問項目 B-1～B-15 への回答は、1（全くそう思わない）、2（あまりそう思わない）、3（どち

らともいえない）、4（ややそう思う）、5（とてもそう思う）、という 5 点リッカートスケールを採用した。

出所:筆者作成

第 1 章にも述べたように、本研究では、内発的動機づけ要因に関する内容を「シニア人

材によって開始されたもの」という定義・視点から分別し、さらに 3 つの基本的心理欲求

（自律性、有能感、関係性）の側面から考察・分析する。その理由として、まず、基本的

心理欲求の中国での応用性が明らかにされた。例えば、李（2009）304、喻ほか（2012）305は、

Deci et al.(2001)の研究成果306を援用し、基本的心理欲求の尺度が良好な信頼性と妥当性

を有することを確認した。そして、范（2021）は、このスケールが現在中国で最も一般的

に使用されていると強調している307。一方、仕事の側面から、Van den Broeck et al. (2010)308

は、自律性、有能感、関係性をそれぞれ 6 項目で測定し、罗（2022）309は、Van den Broeck

304 李清华（2009）「高中生基本心理需要的满足与幸福感的关系」河北大学发展与教育心理学硕士学位论文 pp.30-33
305 喻承甫・张卫・曾毅茵・叶婷・胡谏萍・李丹黎（2012）「青少年感恩、基本心理需要与病理性网络使用的关系」『心理发展

与教育』北京师范大学 2012 年 1 期 pp.83-90
306 Deci, E. L., Ryan, R. M., Gagné, M., Leone, D. R., Usunov, J., & Kornazheva, B. P.（2001）“Need satisfaction, motivation,

and well-being in the work organizations of a former Eastern bloc country: A cross-cultural study of self-determination.”

Personality and Social Psychology Bulletin, 27（8）, pp.930–942
307 范明媛（2021）「自我决定理论视域下机构老年人幸福感提升研究」长春理工大学社会工作学硕士学位论文 p.11
308 Van den Broeck, A., Vansteenkiste, M., De Witte, H., Soenens, B., & Lens, W. (2010). Capturing autonomy, competence,

and relatedness at work: Construction and initial validation of the work-related basic need satisfaction scale. Journal

of Occupational and Organizational Psychology, 83(4), p.991
309 罗楠（2022）「自我决定理论视角下体面工作对员工绩效影响的实证研究」重庆工商大学人力资源管理学硕士学位论文 p.24
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et al.の研究成果を援用し、項目数をそのままにしたものの、逆転測定項目を変更し、測

定尺度の妥当性を確認した。Johnston・Finney（2010）の研究に310おいては、自律性欲求の

測定項目の問題点として、質問項目の言葉使いの問題を挙げた。崔（2020）は、Van den Broeck

et al.と Johnston・Finney の研究をさらに展開し、基本的心理欲求に焦点を当て、離職意

欲との関係性を明らかにした311。本調査では、上記の先行研究と予備調査の調査結果を踏ま

えて、シニア人材の内発的動機づけ要因として自律性、有能感、関係性の測定項目をそれ

ぞれ 5 項目に改正し、図表 5-5 のように構築した。

図表 5-6 「再就業意欲」の質問項目

番号 質問項目

C-1 シニア再就業に関して、よく知っている

C-2 定年後、継続雇用あるいは再就職する意欲はある

C-3 定年後、仕事に対する情熱や興味はある

C-4 定年後、職場での関わりを保つために努力したい

C-5 定年後、元の会社で働きたい

C-6 定年後、別の会社で働きたい

注:再就業意欲に関する質問項目 C-1～C-5 への回答は、1（全くそう思わない）、2（あまりそう思わない）、3（どちらともい

えない）、4（ややそう思う）、5（とてもそう思う）、という 5 点リッカートスケールを採用した。

出所:筆者作成

再就業意欲に関連する研究およびその測定尺度について、以下のように整理できる。多

くの研究においては、シニア層の就業者に対して、就業意欲があるか否かを単一、少数の

質問項目に留まる。このように、社会的望ましさのバイアスが生じ、会社から好意的に見

られるようとする傾向がある可能性が大きい。例えば、松本（2006）は、シニア層の就業

意欲と希望退職年齢、そして 5 年後、10 年後の就業意欲を用いて再就業意欲の測定を試み

た312。一方、本研究は、第 1 章の内容を基に、定年退職し、現在未就業のシニア人材の側面

から再就業意欲の測定項目を開発する。例えば、継続就業意欲について、高橋・仲神（2007）

は、「この仕事を続けたい」、「この仕事のほかにも仕事をしたい」を継続就業の意思が

あることとし、「ほかの仕事に変わりたい」と「この仕事をすっかり辞めてしまいたい」

を継続就業の意思がないこととした313。また、再就業、転職意欲について、崔（2020）は「転

310 Johnston,Mary M. , Sara J. Finney（2010）“Measuring basic needs satisfaction: Evaluating previous research and

conducting new psychometric evaluations of the Basic Needs Satisfaction in General Scale.”Contemporary Educational

Psychology,35（4）,p.284
311 崔之皓（2020）「谦卑型领导对新生代知识型员工离职倾向的影响研究——自我决定理论视角」安徽师范大学工商管理学硕士学

位论文 p.36
312 松本恵（2006）「高齢者の就労意欲に関わる要因」『研究紀要 Works Review』株式会社 リクルート リクルートワークス

研究所 1 号 pp. 1-12
313 高橋桂子・仲神八重子（2007）「女性の継続就業意欲に影響を与える要因」『新潟大学教育人間科学部紀要 人文・社会科学

編』新潟大学教育人間科学部 9 巻 2 号 pp. 291-298
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職のチャンスをいつも伺っている」、「現在の会社で長く働きたい」、「現在の仕事を辞

めて、別の会社で働きたい」、「新しい仕事を積極的に探している」などの測定項目を用

いた314。本研究においては、上記の研究成果と予備調査の調査結果を踏まえて、中国におけ

るシニア人材の再就業意欲の測定項目を図表 5-6 のように設定する。

5.1.3 分析対象者の属性

図表 5-7 分析対象者の基本属性

属性 項目 度数 全体に対する％

年齢

50 代（50～59 歳） 73 15.6

60 代前半（60～64 歳） 334 71.4

60 代後半（65～70 歳） 61 13.0

性別
男性 253 54.1

女性 215 45.9

最終学歴

高校/専門高校以下（小学校以下、中学校、高校/専門高校） 188 40.2

短大/専門学校 138 29.5

大学以上（大学、修士、博士） 142 30.3

健康状態315

良くない 7 1.5

やや良くない 32 6.8

どちらともいえない 153 32.7

やや健康 201 43.0

非常に健康 75 16.0

合計 468 100.0

出所:筆者作成

本調査で取得した分析データ（n=468）の分析対象者の基本属性を図表 5-7 に示す。分析

対象者の年齢では、60 代前半の人数が最も多い。性別においては、女性が 215 名（45.9％）、

男性が 253 名（54.1％）である。学歴においては、短大/専門学校が 138 名（29.5％）で最

も多く、小学校以下が 14 名（3.0％）、中学校が 55 名（11.8％）、高校/専門高校が 119

名（25.4％）、修士以上が 17 名（3.6％）、博士が 3 名（0.6％）、である。身体健康状態

においては、健康的（やや健康以上）の割合は 59.0％を占めている（図表 5-7 を参照）。

314 崔之皓（2020）「谦卑型领导对新生代知识型员工离职倾向的影响研究——自我决定理论视角」安徽师范大学工商管理学硕士学

位论文 p.27
315 健康状態について、非常によくない（働けない）の選択肢を設けており、選出したサンプルを研究対象者から除外した。
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図表 5-8 分析対象者の他の属性

属性 項目 度数 全体に対する％

給料（過去）（毎月）

1000 元以下 30 6.4

1000～2000 元 59 12.6

2000～5000 元 148 31.6

5000～10000 元 167 35.7

10000～20000 元 45 9.6

20000 元以上 19 4.1

勤務時間（週）

40 時間以内 190 40.6

40～50 時間 176 37.6

50～60 時間 51 10.9

60～70 時間 28 6.0

70 時間以上 23 4.9

社会（健康）保険（過去）
加入 441 94.2

未加入 27 5.8

正規の労働契約（過去）
締結 385 82.3

未締結 83 17.7

現在主な資金源

給料（貯金） 146 31.2

年金・養老金 283 60.5

家族、親族から 4 0.9

その他 35 7.5

婚姻状況
配偶者あり 438 93.6

未婚、離別・その他 30 6.4

子供数

無 7 1.5

1 人 377 80.6

2 人 63 13.5

3 人以上 21 4.5

デジタル製品の使用状況

全然使わない 0 0.0

やや使わない 14 3.0

どちらともいえない 51 10.9

やや使う 102 21.8

よく使う 301 64.3

デジタル製品への関心度は

全然勉強したくない 4 0.9

やや勉強したくない 9 1.9

どちらともいえない 59 12.6
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やや勉強したい 220 47.0

とても勉強したい 176 37.6

合計 468 100.0

注:為替参考として、10,000 中国元は约 208,000 日本円である（2024 年 2 月時点）。

出所:筆者作成

次に、分析対象者の他の属性を図表 5-8 に示す。給料（過去）においては、5000～10000

元（35.68％）の割合が最も高く、次いで 2000～5000 元（31.62％）である。勤務時間（過

去）においては、週 40 時間以内（40.6％）の割合が最も高く、次いで 40～50 時間（37.61％）

である。社会保険（過去）の加入状況においては、加入した人の割合が 94.23％を占めてい

る。正規の労働契約（過去）の加入状況においては、締結した人の割合が 82.26％を占めて

いる。現在主な資金源においては、年金・養老金を選択した人（60.47％）が最も多い。そ

して、分析対象者の大多数は配偶者がおり（93.59％）、子供が 1 人（80.56％）である。

また、デジタル製品に関する項目では、デジタル製品に関する使用頻度と学習意欲が高く、

積極的に使用し、学習する傾向がある（図表 5-8 を参照）。

5.2 測定内容に関する分析

5.2.1 信頼係数

本研究では、アンケートの信頼性と有効性を確認するために、統計的手法および評価指

標を用いる。前節で設定した測定尺度ごとに信頼性を示すクロンバックのα係数を確認す

る。

図表 5-9 「外発的動機づけ要因」に関する尺度の信頼性

尺度 クロンバックのα係数

企業待遇に関する質問項目（A-1～A-8） 0.87

企業支援に関する質問項目（A-9～A-13） 0.88

外発的動機づけ要因 0.92

出所:筆者作成

まず、外発的動機づけ要因における企業待遇と企業支援に関する質問項目の信頼性が図

表 5-9 に示されている。企業待遇に関する質問項目の信頼係数は 0.87、企業支援に関する

質問項目の信頼係数は 0.88 であり、全体として外発的動機づけ要因の信頼係数は 0.92 で

ある。一般的に、α係数が 0.6 を超える場合、信頼性が高いとされ、データが一般的な傾

向やパターンを正確に反映していることを意味する。外発的動機づけ要因における質問項

目の信頼係数はいずれも 0.8 を超えている。また、企業待遇尺度と企業支援尺度の各測定
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項目の CITC 値は 0.5 を超えており、項目を削除する必要がないと思われる（付録を参照）。

企業待遇と企業支援に関する質問項目は先行研究に基づき、外発的動機づけ要因を多面的

に検証するために設定された尺度であり、後述する因子分析を通じて尺度としての独立性

を確認する。

図表 5-10 「内発的動機づけ要因」に関する尺度の信頼性

尺度 α係数

自律性に関する質問項目（B-1～B-5） 0.74

有能感に関する質問項目（B-6～B-10） 0.87

関係性に関する質問項目（B-11～B-15） 0.84

内発的動機づけ要因 0.85

出所:筆者作成

次に、内発的動機づけ要因における自律性、有能感、関係性に関する質問項目の信頼性

が図表 5-10 に示されている。図表 5-10 によると、自律性に関する質問項目の信頼係数は

0.74、有能感に関する質問項目の信頼係数は 0.87、関係性に関する質問項目の信頼係数は

0.84 であり、全体として内発的動機づけ要因の信頼係数は 0.85 である。これらのα係数は

いずれも 0.7 を超えており、高い信頼性を示している。自律性尺度においては、項目 B-2

の CITC 値が 0.32 でやや低いものの、全体的な影響が見られなく、後述する因子分析の結

果に基づいて削除の可否を検討する（付録を参照）。なお、自律性、有能感および関係性

に関する質問項目は先行研究に基づき、内発的動機づけ要因を多面的に検証するために修

正され、設定された尺度であり、後述する因子分析を通じて尺度としての独立性を確認す

る。

図表 5-11 「再就業意欲」に関する尺度の信頼性

尺度 α係数

再就業意欲に関する質問項目（C-1～C-6） 0.88

出所:筆者作成

最後に、再就業意欲については、再就業意欲に関する尺度を 1 測定次元とし、信頼係数

は 0.88 と高いα係数が示されている。そして、再就業意欲尺度の各測定項目の CITC 値は

0.4 を超えており、項目 C-1 以外の「項目が削除された場合のα係数」の値がα係数よりも

低いため、項目を削除する必要がないと考えられる。ただし、項目 C-1 の CITC 値が 0.42

と他の項目 C-2～C-6 より明らかに低いため、後述する因子分析の結果に基づいて削除の可

否を検討する（付録を参照）。再就業意欲に関する質問項目は先行研究に基づき、再就業
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意欲をより正確に検証するために修正され、設定された尺度であり、後述する因子分析を

通じて尺度としての独立性を確認する。

5.2.2 因子分析

本研究は、因子分析を通じて、KMO 値、共通度、分散説明率、因子負荷係数などの指標を

総合的に解析することで、調査項目の妥当性をさらに検証する。内発的動機づけ要因、外

発的動機づけ要因、再就業意欲に関する 34 の質問項目の得点分布を検討した結果、各項目

において極端な回答の偏りは見られなかった。そして、34 項目に対してバリマックス回転

を用いて探索的因子分析を実施し、解釈可能性の観点から 33 項目による 6 つの因子を採用

した。また、KMO 値はそれぞれ 0.89、0.87 であり、データが情報の抽出に適していること

が示されている（図表 5-12、図表 5-13 を参照）。

具体的には、まず質問項目の因子負荷量と共通度を確認し、信頼性分析の結果に基づい

て項目 B-2 と C-1 の因子負荷量と共通度を検討した。項目 C-1 は因子負荷量が 0.4 を下回

っていたため除去した。項目 B-2 は共通度と因子負荷量が 0.4 に達したため保留した。そ

の他の質問項目は因子負荷量の大きい因子に分類され、その結果、外発的動機づけ要因は 2

因子、内発的動機づけ要因は 3 因子、再就業意欲は 1 因子とすることが妥当であることが

確認された316。6 つの因子において因子負荷量が高い質問項目の意味を勘案し、外発的動機

づけ要因は「直接的な労働条件」因子、「間接的な労働条件」因子、内発的動機づけ要因

は上述した「自律性」因子、「有能感」因子、「関係性」因子、再就業意欲は上述した「再

就業意欲」因子として命名した。累積寄与率はそれぞれ 62.68％および 72.33％であり、項

目の情報を効率的に抽出できることが示されている（図表 5-12、図表 5-13 を参照）。さら

に、各因子の因子得点および平均値は、後述するステップワイズ法による分析のために算

出した。

316 外発的動機づけ要因の 2 因子は、それぞれ A-11 項目（福祉制度の提供）と A-12 項目（専門技能の向上のトレーニングの提

供）、A-1 項目（給料に対する満足度）と A-2 項目（働く時間に対する満足度）の因子負荷量が高かった。内発的動機づけ要因

の 3 因子は、それぞれ B-1 項目（仕事する時、自分の行動は自分で決める）と B-3 項目（仕事は自分のしたいことと一致してい

る）、B-7 項目（自分の職務能力が高い）と B-8 項目（仕事の内容と任務をうまくこなせる）、B-14 項目（仕事をすると、友達

が作れる）と B-15 項目（同僚と一緒にいると、孤独を感じない）の因子負荷量が高かった。再就業意欲の因子については、C-2

項目（定年後、継続雇用あるいは再就職する意欲はある）と C-3 項目（定年後、仕事に対する情熱や興味はある）の因子負荷量

が高かった。
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図表 5-12 モチベーションに関する測定尺度の探索的因子分析

各因子負荷量

共通度間接的な

労働条件
有能感 関係性

直接的な

労働条件
自律性

A-1 0.28 0.17 0.12 0.71 0.07 0.63

A-2 0.34 0.08 0.02 0.69 0.07 0.60

A-3 0.10 0.10 0.41 0.69 0.13 0.68

A-4 0.20 0.20 0.23 0.70 0.12 0.63

A-5 0.56 0.05 -0.03 0.59 0.13 0.67

A-6 0.27 0.33 0.15 0.55 0.16 0.53

A-7 0.66 -0.09 -0.02 0.40 0.22 0.65

A-8 0.57 0.10 -0.13 0.30 0.34 0.56

A-9 0.70 0.05 0.04 0.36 0.05 0.63

A-10 0.68 0.15 0.12 0.27 0.06 0.57

A-11 0.88 0.02 -0.01 0.21 0.13 0.84

A-12 0.80 0.04 0.31 0.02 0.09 0.74

A-13 0.76 0.03 0.25 0.05 0.11 0.65

B-1 0.14 0.07 0.05 0.12 0.78 0.65

B-2 0.03 0.01 -0.18 -0.09 0.60 0.40

B-3 0.19 0.12 0.07 0.19 0.75 0.65

B-4 0.04 0.23 0.45 0.17 0.53 0.58

B-5 0.28 0.04 0.14 0.23 0.61 0.53

B-6 0.10 0.73 0.33 0.02 0.00 0.65

B-7 0.06 0.84 0.21 0.12 0.09 0.77

B-8 0.06 0.77 0.22 0.12 0.11 0.66

B-9 -0.05 0.73 0.28 0.17 0.07 0.65

B-10 0.03 0.76 0.19 0.17 0.11 0.65

B-11 0.06 0.25 0.68 0.19 0.03 0.57

B-12 0.08 0.26 0.66 0.13 -0.03 0.53

B-13 0.10 0.35 0.66 0.10 -0.08 0.58

B-14 0.09 0.19 0.78 0.08 0.02 0.65

B-15 0.12 0.21 0.77 0.06 0.11 0.66

寄与率 16.15 12.75 12.69 12.05 9.034 -

累積寄与率％ 16.15 28.90 41.59 53.64 62.68 -

KMO 値 0.89 -

出所:筆者作成
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図表 5-13 再就業意欲に関する測定尺度の探索的因子分析

因子負荷量
共通度

再就業意欲

C-2 0.91 0.83

C-3 0.93 0.87

C-4 0.89 0.79

C-5 0.79 0.62

C-6 0.71 0.5

寄与率％ 72.33 -

累積寄与率％ 72.33 -

KMO 値 0.87 -

出所:筆者作成

5.2.3 変数の設定

本研究では、モチベーションの影響要因を内発的動機づけ要因と外発的動機づけ要因の 2

つの概念に分け、再就業意欲に与える影響について検討する。図表 5-14 に示したように、

具体的には、外発的動機づけ要因（直接的な労働条件、間接的な労働条件）、内発的動機

づけ要因（自律性、有能感、関係性）、属性要因と再就業意欲の関連性について概念的・

理論的な検討を試みる。

図表 5-14 本章における分析フレームワーク

出所:筆者作成
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本研究の実証分析に用いる変数を図表 5-15 の通り設定する。説明変数には、「年齢」（そ

のまま投入）、「性別」、「最終学歴」、「健康状態」などをダミー変数および順序変数

として投入した。さらに、内発的・外発的動機づけ要因に関する 5 つの因子の因子得点を

投入した。目的変数（従属変数）には、再就業意欲因子の平均値を用いる。

図表 5-15 関数の設定

説明変数 尺度

年齢

性別、健康保険(過去)、企業性質(過去)、職業(過去)、労働契約(過去)、現

在主な資金源、婚姻状況

給料(過去)、勤務時間(過去)学歴、健康状態、子供数、デジタル製品の使用

状況、デジタル製品への関心度

直接的な労働条件、間接的な労働条件、自律性、有能感、関係性因子

連続変数

ダミー変数

ダミー変数

順序変数

順序変数

5 点尺度

目的変数:再就業意欲因子の平均値

出所:筆者作成

5.2.4 相関分析

図表 5-16 因子間の相関関係

平均値 標準偏差

直接的な

労働条件

間接的な

労働条件
自律性 有能感 関係性 再就業意欲

直接的な労働条件 3.46 0.64 1.00

間接的な労働条件 3.25 0.74 0.67*** 1.00

自律性 3.21 0.72 0.42*** 0.42*** 1.00

有能感 4.14 0.61 0.39*** 0.19*** 0.29*** 1.00

関係性 4.08 0.60 0.39*** 0.26*** 0.24*** 0.59*** 1.00

再就業意欲 3.29 1.00 0.06 0.093** 0.06 0.22*** 0.38*** 1.00

* p<0.1 ** p<0.05 *** p<0.01

出所:筆者作成

図表 5-16 から分かるように、「再就業意欲」因子は、「直接的な労働条件」および「自

律性」因子との間に顕著な相関は見られないものの、それ以外の因子間では高い相関関係

が確認された。また、多重共線性の問題が発生する可能性があるため、分析を実施する際

には全ての変数について分散膨張因子（VIF）を算出した。一般的に、VIF が 10 を超える場

合、多重共線性が発生しているとされ、しかし、本研究で使用する変数の VIF 値はいずれ



100

も 2.2 未満であり、ステップワイズ法による分析に耐えうる範囲内にあることが確認され

た。

5.2.5 ステップワイズ法による分析

分析フレームワークに基づき、本研究の回帰分析では、再就業意欲を目的変数とし、直

接的な労働条件、間接的な労働条件、自律性、有能感、関係性、属性、他の属性を説明変

数として投入し（図表 5-14、図表 5-15 を参照）、ステップワイズ法による分析を行った。

図表 5-17 ステップワイズ法による分析(全体の傾向) 

非標準化係数
t p

B 標準誤差

常数 6.86 0.95 7.26 0.00***

1.年齢 -0.08 0.01 -5.33 0.00***

3.学歴 -0.10 0.04 -2.59 0.01***

9.勤務時間 0.12 0.04 3.01 0.00***

16.デジタルへの関心度 0.30 0.06 5.20 0.00***

直接的な労働条件 -0.11 0.04 -2.66 0.01***

間接的な労働条件 0.09 0.04 2.32 0.02**

有能感 0.12 0.04 2.68 0.01***

関係性 0.25 0.04 5.95 0.00***

R2 0.28

調整 R2 0.26

F F (8,459)=21.72,p=0.00

D-W 値 1.94

目的変数：再就業意欲(n=468)

* p<0.1 ** p<0.05 *** p<0.01

出所:筆者作成

図表 5-17 によると、全体的な傾向における再就業意欲に影響を与える要因の中で、モチ

ベーションについて、係数が最も大きいものは内発的動機づけの下位因子の関係性である

ことが明らかである。このモデルにおいて、勤務時間、デジタルへの関心度、間接的な労

働条件、有能感、関係性は再就業意欲と正の相関関係にあり、年齢、学歴、直接的な労働

条件は負の相関関係にあることが確認された。モデルの公式は「再就業意欲=6.86-0.08*年

齢-0.10*学歴+0.12*勤務時間+0.30*デジタルへの関心度-0.11*直接的な労働条件+0.09*間

接的な労働条件+0.12*有能感+0.25*関係性」である。
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つまり、全体の傾向から見ると、再就業意欲に影響を与える主要な要因は、職場での関

係性欲求への満足である。職場環境において、特に「友達が作れる」と「孤独感の解消」

を代表する関係性欲求が満足するほど、再就業意欲が高まることが示唆される。また、デ

ジタル製品に対する前向きな態度、平均の働き時間、「福祉制度の提供」と「専門技能の

向上のトレーニングの提供」を代表する間接的な労働条件への満足、「職務能力」と「任

務をうまくこなせる」を代表する有能感欲求への満足も再就業意欲に正の影響を与える。

一方、年齢、学歴は再就業意欲に負の影響を与えている。さらに、「給料」と「働く時間」

を代表する直接的な労働条件への満足も再就業意欲に負の影響を与えている。この点に関

しては、就業意向別に分けて考察することができる。後述に取り上げて分析するが、就業

意向別に見た再就業意欲の影響要因の差異について、間接的な労働条件が継続雇用に寄与

し、直接的な労働条件が再就職に寄与することが明らかである（図表 5-23 を参照）。要す

るに、全体の傾向から見ると、シニア人材の再就業意欲を向上するためには、企業は低年

齢層、低学歴のシニア人材のニーズを捉える必要があり、有能感と関係性欲求の充実、間

接的な労働条件と直接的な労働条件に関する施策を講じて、さらにはシニア人材の学習意

欲を考慮する必要があると考えられる。また、第 3 章、第 4 章で考察したように、中国企

業に所属するシニア層の継続雇用が望ましく、従って間接的な労働条件の充実と直接的な

労働条件への満足を維持する施策を講じる必要がとりわけ重要となる。

5.2.6 再就業意欲の影響要因の差異性分析

仮説 1～3、シニア人材再就業の課題およびそのあり方をさらに考察するため、シニア人

材の再就業意欲の影響要因の差異性について分析する。

図表 5-18 性別に見た再就業意欲の影響要因（ステップワイズ法による分析）

男性（n=253） 女性（n=215）

変数 B p 変数 B p

1.年齢 -0.18 0.00*** 1.年齢 -0.22 0.00***

9.勤務時間 0.15 0.01** 9.勤務時間 0.22 0.00***

11.労働契約（ある） 0.15 0.01** 10.社会保険（加入） 0.20 0.00***

16.デジタルへの関心度 0.15 0.03** 11.労働契約（ある） -0.30 0.00***

有能感 0.11 0.07* 14.子供数 0.15 0.01**

関係性 0.25 0.00*** 16.デジタルへの関心度 0.37 0.00***

直接的な労働条件 -0.23 0.00***

関係性 0.23 0.00***

R²=0.24 R²=0.39

目的変数：再就業意欲 * p<0.1 ** p<0.05 *** p<0.01

出所:筆者作成



102

性別に見た再就業意欲の影響要因の差異について、次のようにまとめることができる。

まず、男女ともに再就業意欲は 1.年齢、9.勤務時間、11.労働契約（過去）、16.デジタル

への関心度、関係性に影響されている。一方、男性の再就業意欲は有能感にも影響され、

女性は 10.社会保険（過去）、14.子供数、直接的な労働条件にも影響される。この中で、1.

年齢、直接的な労働条件が再就業意欲に負の影響を与えることが確認された。

つまり、再就業意欲に関して、性別による影響要因の違いが明確に存在する。女性のほ

うがより直接的な労働条件や生活関連の要因（社会保険の加入や子供数）が再就業意欲に

影響を与える。具体的には、社会保険（過去）に加入するほど、子供数が多いほど、再就

業意欲が高まり、直接的な労働条件の満足度が高いほど再就業意欲が低下することが示唆

される。一方、男性の場合、有能感が再就業意欲に強く影響し、正規の労働契約（過去）

を締結するほど再就業意欲が高まる傾向があるが、女性はその逆のパターンが見られる（図

表 5-18 を参照）。

さらに、付録の資料によると、年齢、学歴、給料、直接的な労働条件平均値、関係性平

均値の 5 項目において男女間に統計的に有意な差が確認された。具体的には、男性は 1.年

齢、3.学歴、直接的な労働条件平均値が高く、女性は関係性平均値が高いことが分かる。

再就業意欲平均値について、男女間に有意な差が見られないものの、女性の再就業意欲の

得点がやや高いことが示されている（付録 A-5 を参照）。

図表 5-19 学歴別に見た再就業意欲の影響要因（ステップワイズ法による分析）

低学歴（高校以下、n=188) 高学歴(専門大学以上、n=280) 

変数 B p 変数 B p

1.年齢 -0.295 0.000*** 1.年齢 -0.164 0.002***

9.勤務時間 0.156 0.013** 9.勤務時間 0.145 0.006***

13.婚姻情况（未婚） 0.149 0.020** 16.デジタルへの関心度 0.210 0.000***

14.子供数 0.160 0.014** 直接的な労働条件 -0.187 0.001***

16.デジタルへの関心度 0.295 0.000*** 有能感 0.157 0.005***

関係性 0.180 0.006*** 関係性 0.280 0.000***

R²=0.314 R²=0.287

目的変数：再就業意欲 * p<0.1 ** p<0.05 *** p<0.01

注:中国における高・低学歴の判別は、一般的に“本科”（大学学歴）を境に区別する。本研究はそれを踏まえ、高学歴を専門

大学以上（短大/専門学校、大学、修士、博士）にし、低学歴を高校/専門高校以下（小学校以下、中学校、高校/専門高校）に

設定する。

出所:筆者作成

学歴別に見た再就業意欲の影響要因の差異について、次のようにまとめることができる。

まず、低学歴、高学歴ともに、再就業意欲は 1.年齢、9.勤務時間、16.デジタルへの関心度、
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関係性に影響されている。一方、低学歴者の再就業意欲は 13.婚姻状況、14.子供数にも影

響され、高学歴者は直接的な労働条件、有能感にも影響される。この中で、1.年齢、直接

的な労働条件（高学歴者のみ）が再就業意欲に負の影響を与えることが確認された。

つまり、再就業意欲に関して、学歴別による影響要因の違いが明確に存在することが確

認された。低学歴者のほうがより生活関連の要因（13.婚姻状況、14.子供数）が再就業意

欲に影響を与える（子供数が多いほど、未婚であるほど再就業意欲が高い）。一方で、高

学歴者のほうは直接的な労働条件および有能感が再就業意欲に強い影響を与えることが示

唆される（直接的な労働条件の満足度が高いほど、再就業意欲が低く、有能感が満足する

ほど再就業意欲が高い）（図表 5-19 を参照）。

さらに、付録の資料によると、健康状態、自律性平均値、関係性平均値以外の 13 項目に

おいて、学歴間に統計的に有意な差が確認された。高学歴者のほうが金銭的な要因に恵ま

れており、労働時間が短く、子供数が少ない。また、デジタルの使用状況および関心度、

モチベーションに関する項目で高い得点を示す傾向がある。一方、低学歴者のほうが再就

業意欲が高い傾向が見られる（付録 A-6 を参照）。

図表 5-20 健康状態別に見た再就業意欲の影響要因（ステップワイズ法による分析）

健康的(やや健康以上、n=276) 不健康(一般以下、n=192) 

変数 B p 変数 B p

1.年齢 -0.236 0.000*** 1.年齢 -0.259 0.000***

9.勤務時間 0.159 0.003*** 3.学歴 -0.150 0.030**

15.デジタル製品の使用状況 -0.192 0.003*** 16.デジタルへの関心度 0.241 0.001***

16.デジタルへの関心度 0.357 0.000*** 自律性 0.175 0.007***

直接的な労働条件 -0.166 0.003*** 有能感 0.231 0.001***

間接的な労働条件 0.110 0.036** 関係性 0.201 0.003***

関係性 0.249 0.000***

R²=0.302 R²=0.288

目的変数：再就業意欲 * p<0.1 ** p<0.05 *** p<0.01

出所:筆者作成

健康状態別に見た再就業意欲の影響要因の差異について、次のようにまとめることがで

きる。まず、健康的、不健康な人ともに、再就業意欲は 1.年齢、16.デジタルへの関心度、

関係性に影響される。健康的な場合、再就業意欲は 9.勤務時間、15.デジタル製品の使用状

況、直接的な労働条件、間接的な労働条件にも影響され、不健康な場合は 3.学歴、自律性、

有能感にも影響される。この中で、1.年齢、3.学歴、15.デジタル製品の使用状況、直接的

な労働条件が再就業意欲に負の影響を与えることが確認された。

再就業意欲に関して、健康状態別による影響要因の違いが明確に存在することが確認さ
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れた。健康的な場合、外発的動機づけ要因（直接的な労働条件、間接的な労働条件）が再

就業意欲に影響を与える（直接的な労働条件の満足度が低いほど、間接的な労働条件の満

足度が高いほど、再就業意欲が高い）。一方で、不健康な場合、内発的動機づけ要因が再

就業意欲に強い影響を与えることが示唆される（自律性、有能感、関係性が満足するほど、

再就業意欲が高い）（図表 5-20 を参照）。

さらに、付録の資料によると、年齢、勤務時間、社会保険、自律性平均値、再就業意欲

平均値以外の 11 項目において、健康状態間に統計的に有意な差が確認された。特に、健康

的な人のほうが金銭的な要因に恵まれており、デジタル製品の使用状況および関心度、モ

チベーションに関する項目の得点が高い傾向が見られる（付録 A-7 を参照）。

図表 5-21 企業別に見た再就業意欲の影響要因（ステップワイズ法による分析）

民営企業(n=158)  公共機関(n=150)  国有企業・政府機関(n=106) 

変数 B p 変数 B p 変数 B p

1.年齢 -0.254 0.000***
2.性別（男

性）
-0.207 0.003*** 1.年齢 -0.208 0.006***

16.デジタル

への関心度
0.232 0.003*** 9.勤務時間 0.174 0.016**

7.職業（公務

員）
-0.228 0.002***

有能感 0.168 0.020**
間接的な労

働条件
0.180 0.012**

8.給料（過

去）
0.182 0.024**

関係性 0.238 0.001*** 自律性 0.256 0.000*** 9.勤務時間 0.277 0.001***

関係性 0.224 0.002*** 14.子供数 0.232 0.002***

16.デジタル

への関心度
0.404 0.000***

直接的な労

働条件
-0.357 0.000***

自律性 0.174 0.023**

R²=0.289 R²=0.282 R²=0.492

目的変数：再就業意欲 * p<0.1 ** p<0.05 *** p<0.01

注:企業の性質により、その他、民営企業、公共機関、国有企業と政府機関の 4 つに分類した。サンプルが少ないその他の企業

（n=54）は除外した。

出所:筆者作成

図表 5-21 から見ると、企業別に見た再就業意欲の影響要因は年齢以外にそれぞれ異なる

ことが分かる。民営企業と公共機関において、関係性の要因が重要であり、公共機関と国

有企業・政府機関において、自律性の要因が重要であり、民営企業と国有企業・政府機関
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において、デジタルへの関心度が重要であることが示された。つまり、シニア人材の再就

業に対しては、企業別に一律の対策が望ましくないことが示唆される。さらに、シニア人

材の再就業において重要な要因としてのデジタルへの関心度は、公共機関では顕著ではな

いものの、自律性欲求への満足は公共機関および国有企業・政府機関でその効果が現れて

いる。また、付録の資料によると、年齢、性別、デジタルへの関心度を除く 14 項目におい

て企業間に統計的に有意な差が見られた。特に、内発的・外発的動機づけ要因に関しては、

民営企業が最も低く、次いで公共機関、国有企業・政府機関が最も高い。一方、再就業意

欲については、民営企業が最も高く、公共機関が最も低いことが確認された。従って、シ

ニア人材の再就業に向けた施策を立案する際には、企業ごとの性質を考慮する必要がある

といえる（付録 A-8、図表 5-21 を参照）。

図表 5-22 職業（過去）別に見た再就業意欲の影響要因（ステップワイズ法による分析）

一般労働者 (n=132)   正社員(n=184) 公務員 (n=133)

変数 B p 変数 B p 変数 B p

9.勤務時間 0.138 0.047** 1.年齢 -0.201 0.002*** 3.学歴 -0.208 0.006***

12.資金源（給

料、貯金）
-0.157 0.020** 9.勤務時間 0.304 0.000***

間接的な

労働条件
-0.228 0.002***

14.子供数 0.180 0.007***
12.資金源（給

料、貯金）
0.225 0.000*** 自律性 0.182 0.024**

15.デジタル製

品の使用状況
-0.367 0.000***

16.デジタル

への関心度
0.305 0.000*** 有能感 0.277 0.001***

16.デジタルへ

の関心度
0.447 0.000*** 関係性 0.161 0.013** 関係性 0.232 0.002***

間接的な労働

条件
0.296 0.000***

有能感 0.196 0.005***

関係性 0.361 0.000***

R²=0.511 R²=0.351 R²=0.313

目的変数：再就業意欲 * p<0.1 ** p<0.05 *** p<0.01

注:職業（過去）により 4 種類に分類される。それぞれその他、一般労働者（例えば工場労働者、体力労働者、サービス業従業

員、販売員、店員など、フリーランサー）、正社員（一般職員、専門職員）、公務員である。サンプルが少ないその他の職業（n=19）

は除外した。

出所:筆者作成

職業（過去）別に見た再就業意欲の影響要因の差異について、次のようにまとめること

ができる。まず、職業（過去）別において、再就業意欲の影響要因は関係性要因以外にそ
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れぞれ異なる。その中で、公務員においては内発的動機づけ要因が最も重要であり、これ

まで正の相関が見られていた間接的な労働条件も負の相関関係にある。一方で、正社員に

おいては、資金源が貯金であるほど再就業意欲が高く、一般労働者においては、資金源が

貯金であるほど再就業意欲が低いことが明らかである。さらに、付録の資料によると、労

働契約、子供数を除く 15 項目において、職業間に統計的に有意な差が確認された。特に、

内発的・外発的動機づけ要因の得点は一般労働者が最も低く、次いで正社員、そして公務

員が最も高い（関係性平均値以外）一方で、再就業意欲に関しては、その逆の傾向が見ら

れる。すなわち、職業（過去）別のモチベーション、再就業意欲、およびその再就業意欲

の影響要因はそれぞれ異なっており、賃金が高い職業では内発的動機づけ要因を重視し、

賃金が低い職業においては外発的動機づけ要因を重視する傾向が示唆される（付録 A-9、図

表 5-22 を参照）。

図表 5-23 就業意向別に見た再就業意欲の影響要因（ステップワイズ法による分析）

変数 B p 変数 B p

1.年齢 -0.184 0.000*** 9.勤務時間 0.113 0.017**

6.企業性質（国有企業・

政府機関）
-0.128 0.005*** 10.社会保険（加入） -0.157 0.002***

9.勤務時間 0.091 0.042** 11.労働契約（ある） 0.123 0.021**

13.婚姻情况（未婚） 0.111 0.009*** 15.デジタル製品の使用状況 -0.117 0.049**

16.デジタルへの関心度 0.132 0.003*** 16.デジタルへの関心度 0.252 0.000***

間接的な労働条件 0.088 0.045** 直接的な労働条件 -0.101 0.030**

関係性 0.220 0.000*** 関係性 0.173 0.000***

R²=0.177 R²=0.132

目的変数：C-5 元の会社で働きたい 目的変数：C-6 別の会社で働きたい

* p<0.1 ** p<0.05 *** p<0.01(n=468)

注:質問項目 C-2～C-6 は再就業意欲を意味しており、その中で、C-5「元の会社で働きたい」は継続雇用の意欲を測定し、C-6

「別の会社で働きたい」は再就職の意欲を測定している。

出所:筆者作成

さらに、質問項目 C-5（元の会社で働きたい）および質問項目 C-6（別の会社で働きたい）

を目的変数として投入した結果は図表 5-23 に示されている。図表 5-23 によると、就業意

向別においても、16.デジタルへの関心度と関係性が重要であり、元の会社で働きたい場合

には関係性がより重要であり、別の会社で働きたい場合には関係性の影響が比較的弱い。

そして、間接的な労働条件の満足度が高いほど、元の会社で働きたいという傾向があり、

直接的な労働条件の満足度が低いほど、別の会社で働きたいという傾向があることが明ら
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かにされた（図表 5-23 を参照）。

5.3 実証分析による仮説検証

前節の内容を踏まえ、中国における再就業意欲の影響要因を以下図表 5-24 のようにまと

めることができる。

図表 5-24 中国における再就業意欲の影響要因

影響要因

属

性

別

全

体

男

性

女

性

低

学

歴

高

学

歴

健

康

的

不

健

康

民

営

企

業

公

共

機

関

国

有

企

業

一

般

労

働

者

正

社

員

公

務

員

継

続

雇

用

再

就

職

1.年齢 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

2.性別 ‐ ‐ ●

3.学歴 ● ‐ ‐ ● ●

6.企業性質 ‐ ‐ ‐ ●

7.職業 ● ‐ ‐ ‐

8.給料 〇

9.勤務時間 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

10.社会保険 〇 ●

11.労働契約 〇 ● 〇

12.資金源 ● 〇

13.婚姻情况 〇 〇

14.子供数 〇 〇 〇 〇

15.デジタル使用 ● ● ●

16.デジタル関心度 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

直接的な労働条件 ● ● ● ● ● ●

間接的な労働条件 〇 〇 〇 〇 ● 〇

自律性 〇 〇 〇 〇

有能感 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

関係性 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

注:〇は顕著な正の相関を意味し、●は顕著な負の相関を意味する。ダミー変数の場合には、具体的な内容と意味は 5.2.6 の各

図表と付録を参照する。継続雇用の場合、「C-5 元の会社で働きたい」を目的変数とし、再就職の場合、「C-6 別の会社で働き

たい」を目的変数とした。それ以外の場合は、再就業意欲因子の平均値を目的変数とした。
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図表 5-24 が示すように、中国におけるシニア人材の再就業意欲には、性別、健康状態、

学歴、企業性質、および職業によって異なる影響要因が確認された。中国におけるシニア

人材の再就業意欲の特徴として、本章の 2 節で考察したように、年齢、勤務時間、デジタ

ルへの関心度、職場での関係性欲求の満足度が再就業意欲においても重要な役割を果たし

ていることが挙げられる。さらに、シニア人材個人の状況や条件に応じて、再就業意欲を

高める要因は異なるものの、主要な影響要因についてはデータ全体で同様の傾向が見られ

ることが多いのである。

再就業意欲に関して、本研究ではモチベーション理論が中国のシニア人材に対して適用

可能であることを確認し、これによって理論上の空白を埋めたと思われる。また、本研究

の中心であるモチベーションに関連する要因は、中国のシニア人材の再就業意欲の形成に

おいて重要な役割を果たしていると考えられる。さらに、直接的な労働条件への満足は、

再就業意欲と負の相関関係があることが明らかになったものの、賃金などの直接的な労働

条件への満足が低い場合、逆に他社への再就職意欲が高まる傾向が見られる。一方で、直

接的な労働条件への満足度が向上すると他社への再就職意欲は低下するが、自社での継続

雇用にはポジティブな影響は見られない。すなわち、直接的な労働条件への満足の維持は

適度であるべきであり、内発的動機づけ要因と間接的な労働条件の充実が不可欠であると

考えられる（5.2.5、5.2.6 を参照）。

5.3.1 仮説 1 の検証

仮説 1「中国におけるシニア人材の内発的動機づけは再就業意欲に有意な影響を与えてい

る」を検証するため、まず、中国におけるシニア人材の内発的動機づけ要因（自律性、有

能感、関係性）と再就業意欲の関連性について検討する。

自律性に対しては、図表 5-17(全体の傾向)では有意な影響が確認されていないものの、

健康状態別、企業別、職業別においては有意な正の相関関係が確認された。従って、シニ

ア人材の内発的動機づけ要因として、自律性は再就業意欲に有意な影響を与えていること

は一部支持されたといえる。

有能感に対しては、図表 5-17(全体の傾向)では有意な正の相関関係が確認された。また、

性別、学歴、健康状態、企業別、職業別においても有意な正の相関関係が確認された。従

って、シニア人材の内発的動機づけ要因として、有能感は再就業意欲に有意な影響を与え

ていることは支持された。

関係性に対しても、図表 5-17(全体の傾向)では有意な正の相関関係が確認された。また、

性別、学歴、健康状態、企業別、職業別においても有意な正の相関関係が確認された。従

って、シニア人材の内発的動機づけ要因として、関係性は再就業意欲に有意な影響を与え

ていることは支持された。

図表 5-14 に示される本章の分析フレームワークによれば、シニア人材の内発的動機づけ

は自律性、有能感、関係性により測定される。上記の結果を踏まえて、仮説 1「中国におけ
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るシニア人材の内発的動機づけは再就業意欲に有意な影響を与えている」は支持されたと

いえる。

5.3.2 仮説 2 の検証

仮説 2「中国におけるシニア人材の外発的動機づけは再就業意欲に有意な影響を与えてい

る」を検証するため、まず、中国におけるシニア人材の外発的動機づけ要因（直接的な労

働条件、間接的な労働条件）と再就業意欲の関連性について検討する。

図表 5-17(全体の傾向)では、中国におけるシニア人材の再就業意欲に対し、直接的な労

働条件は有意な負の相関、間接的な労働条件は有意な正の相関があることが確認された。

さらに、直接的な労働条件は性別、学歴、健康状態、企業別において有意な負の相関関係

があり、間接的な労働条件は健康状態、企業別、職業別において有意な正の相関関係が確

認された（公務員においては負の相関関係が確認された）。従って、シニア人材の外発的

動機づけ要因として、直接的な労働条件および間接的な労働条件は再就業意欲に有意な影

響を与えていることは支持された。

図表 5-14 に示される本章の分析フレームワークによれば、シニア人材の外発的動機づけ

は直接的な労働条件と間接的な労働条件により測定される。上記の結果を踏まえて、仮説 2

「中国におけるシニア人材の外発的動機づけは再就業意欲に有意な影響を与えている」は

支持されたといえる。

5.3.3 仮説 3 への考察

仮説 3「中国におけるシニア人材再就業のあり方は、シニア人材の基本状況（年齢、性別、

学歴、健康状態）によって異なる」について、アンケート調査の結果を基に考察する。ま

ず、リサーチクエスチョン 1「シニア人材における企業性質（過去）、職業（過去）別再就

業意欲の相違点は何か」とリサーチクエスチョン 2「シニア人材における就業意向の特徴と

は何か」について考察する。

リサーチクエスチョン 1 について、シニア人材における企業性質（過去）、職業（過去）

別再就業意欲の相違点として、民営企業が最も高く、次いで国有企業・政府機関、公共機

関が最も低い傾向にある。また、内発的・外発的動機づけ要因の得点は民営企業が最も低

く、次いで公共機関、国有企業・政府機関が最も高い。再就業意欲の影響要因については、

シニア人材の企業性質（過去）は公共機関、国有企業・政府機関の場合、自律性要因も無

視できない。内発的・外発的動機づけ要因の得点は一般労働者が最も低く、次いで正社員、

そして公務員が最も高い（関係性平均値以外）。一方、再就業意欲についてはその逆の傾

向が見られる。賃金が高い職業は内発的動機づけ要因を重視し、賃金が低い職業は外発的

動機づけ要因を重視する傾向があることが示唆される。つまり、企業（過去）別、職業（過

去）別のモチベーション、再就業意欲、そして再就業意欲の影響要因はそれぞれ異なって

おり、シニア人材の再就業に対して一律の対策は望ましくないことが明らかである（図表
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5-21、5-22、付録 A-8、A-9 を参照）。

リサーチクエスチョン 2 について、就業意向別においても、デジタルへの関心度と関係

性が重要であるものの、元の会社で働きたい場合、関係性がより重要であり、別の会社で

働きたい場合、関係性の影響が比較的弱い。また、間接的な労働条件の満足度が高いほど

元の会社で働きたい傾向があり、直接的な労働条件の満足度が低いほど別の会社で働きた

い傾向がある（図表 5-23 を参照）。

次に、仮説 3「中国におけるシニア人材再就業のあり方は、シニア人材の基本状況（年齢、

性別、学歴、健康状態）によって異なる」について、全体および属性要因別において、年

齢は再就業意欲と負の相関関係にあることが明らかであった（図表 5-24 を参照）。また、

性別による影響要因の違いが明確に存在することが確認された（図表 5-18、付録 A-5 を参

照）。学歴別による影響要因の違いも明確に存在することが確認された（図表 5-19、付録

A-6 を参照）。健康状態別による影響要因の違いも明確に存在することが確認された（図表

A-7、5-20 を参照）。つまり、基本状況別のシニア人材の再就業においては、多様なニーズ

が存在することが示唆される。さらに、リサーチクエスチョン 1、2 を踏まえ、中国におけ

るシニア人材再就業のあり方は、シニア人材の基本状況（年齢、性別、学歴、健康状態）

のみならず、勤務した企業（過去）、職業（過去）によっても異なる可能性が高いことが

示唆される。

一方、シニア人材再就業のあり方はシニア人材と企業両方の視点から考察する必要があ

り、次章のインタビュー調査を踏まえて、仮説 3 をさらに検討する。
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第 6章 中国におけるシニア人材活用に関する事例研究

本章では、中国企業におけるシニア人材活用の事例研究を行う。シニア人材を積極的に

活用している C 社と K 社を研究対象とし、管理者層へのインタビュー調査を通じて、中国

におけるシニア人材再就業の課題とそのあり方を企業の視点から考察・分析する。さらに、

仮説 3 を企業側の視点から明らかにし、リサーチクエスチョン 3、4を検討する。

6.1 調査概要

本調査は、倫理的配慮として桜美林大学研究活動倫理委員会の承認(No.23051、承認年月

日:2024 年 1 月 30 日)を得て実施した。

本研究におけるインタビュー調査の目的は、中国におけるシニア人材再就業の課題とそ

のあり方を企業の側面から考察・分析することである。具体的には、中国企業や管理者層

における①シニア人材活用の現状を把握すること、②シニア人材再就業においてどのよう

な課題を抱えているのかを調査すること、③シニア人材の再就業意欲を向上する施策を調

査すること、④シニア人材の再雇用を成功する要因を調査すること、である。そのため、

第 5 章におけるアンケート調査の調査対象層（50～70 歳、定年退職、現在未就業のシニア

人材）とは異なる視点を取る必要があり、事例に取り上げたシニア人材は主に再就業して

いる者である。

図表 6-1 調査概要

調査対象 河北省にある企業 2社（C 社と K 社）

各企業の管理者層 1名

抽出条件 ・シニア人材を積極的に再雇用し、一定の成果を上げている企業

・人事システムと雇用契約の情報を提供できる企業

・人事（副）部長、（副）社長などのインタビューに基づく

調査方法 Tencent ビデオ会議による半構造化インタビュー調査

実施年月日 ①2024 年 2 月 25 日

半構造化インタビュー調査の実施、基本情報と社内資料の共有

・8:00～10:00 頃:C社の社長 H氏へのインタビュー（参加者 2名）

・10:00～12:00 頃:K 社の人事副部長 W氏へのインタビュー（参加者 2名）

②2024 年 3 月 5日

半構造化インタビュー調査の実施、社内資料の共有、調査データの公開と補足事

項の再確認

・12:00～14:00 頃:K 社の人事副部長 W氏へのインタビュー（参加者 2名）

・14:00～16:00 頃:C 社の社長 H氏へのインタビュー（参加者 2名）
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結果の処理方法 ・2024 年 3 月 6日～2024 年 3 月 9日

データの整理、録音・録画内容の転写とまとめ

・2024 年 3 月 10 日～2024 年 3 月 24 日

対比分析と相違点の抽出

・2024 年 3 月 25 日～2024 年 4 月 7日

データの解釈と結論の導出

出所:筆者作成

図表 6-2 主な質問内容と回答要点

1、シニア人材の雇用問題について

・シニア人材の採用と管理における成功経験と実績

・シニア人材が職場環境に適応できるよう、特別なトレーニングや施策の有無

・シニア人材を雇用する際の留意点

C社（H氏）

・社員構成の特徴（シニア人材と若年層の割合が高い、一般職のシニア人材と経験豊富なシニア人材の

両立）、実績と党支部責任者 A 氏の事例

・独自の師弟制度の導入によりデジタルデバイドの解消と組織の活性化

・賃金に“一視同仁”の態度

・シニア人材それぞれの知識・ノウハウと勤務時間と役職などの需要を注視

K社（W氏）

・定年退職後の継続雇用（主に勤務延長）の場合が多く、数年後の再雇用は少ない

・労働条件において“一視同仁”の態度（同等の給与、福利厚生、年末ボーナス）

・特別なトレーニングは設けられていないが、継続雇用に重点を置き、健康面を重視した再雇用基準

・照明の照度の調整やシニア人材が働きやすい環境の整備、障碍者雇用を通じた社会的責任の遂行

2、定年制度および再雇用制度について

・再雇用に関する制度の導入においての成功経験と実績

・従業員の定着、会社への忠誠心と帰属意識を向上させる施策

・再雇用したシニア人材の労働権利と定年および再雇用に関する施策

C社（H氏）

・内部管理、外部の市場開拓および企業の人脈ネットワークの構築に成功

・シニア人材は知人の紹介や人脈を通じて雇用されるケースのほうが多いため、柔軟な採用手続きと雇

用基準を用いる

・定期的な“団建”活動による従業員の会社への忠誠心と帰属意識を強化

・低コストの一般職の従業員と経験豊富で専門的なシニア人材の両方を重視し、特に後者には一律の対

応ではなく、個性と柔軟性を重視し、それぞれに適応する人事施策を用いる

・シニア人材の雇用関係は労務関係であるが、労務派遣の請負を通じて労災などのリスクを回避し、シ
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ニア人材活用への不安を軽減できる

K社（W氏）

・高技術、高業績のシニア人材を重視し、継続雇用の勤務延長をメインに、一律に退職させることはな

く、従業員個人の意向や過去の業績などを評価した上で、継続雇用を判断

・定期的な“団建”活動、従業員の誕生日や特別な日に感謝の意を表す記念品の贈呈

・専門性・スキルが高い職務において年齢制限は設けず、積極的にシニア人材を雇用

・シニア人材の雇用関係は労務関係である

3、シニア人材を含めた従業員のモチベーション向上について

・従業員のモチベーションを高める効果的な方法の事例

・従業員の満足度とモチベーションを向上させるための革新的な対策

・従業員の人間関係とチーム意識を向上する施策

C社（H氏）:

・人件費が抑えられる分を心理的な報酬や福利厚生に充てる（シニア人材の誕生日のプレゼント、病気

で入院する時の見舞金、年末の名誉に伴う報奨金など）

・独自の師弟制度の応用により新入社員とシニア人材の有能感を同時に向上

・ “団建”活動や定期会議への参加を通じ、チームの結束力や各部門間のコミュニケーションを促進

K社（W氏）:

・経営ビジョンに基づき、従業員の積極性を高め、心理的欲求を満たすことに注力

・多様な内的報酬を用いており、特に定年間近の従業員に対して、企業の温かさや同僚からの尊重、チ

ームの一員であることを感じさせ、従業員の帰属意識や組織コミットメントを向上

・“員工原地”、匿名満足度調査や企業ウェブサイト上の意見箱の用意など、ワーク・ライフ・バラン

スの向上に取り組み、従業員とのコミュニケーション手段を増やし、チームの一員としての認識を促す

4、企業戦略と将来の展望について

・モチベーションの向上の観点から、シニア人材の雇用において最も効果的な戦略

・シニア人材の再就業のあり方とその課題

C社（H氏）:

・シニア人材に給与の公平さと福利厚生に重点を置く姿勢

・定年間近の女性従業員の就労ニーズ

・再雇用による会社の雇用構造の課題の提起

・社会保障制度、労災・医療保険の不足という課題

K社（W氏）:

・同等の給与を提供するとともに、再雇用基準を健康面に重点を置き、職場の安全性を確保

・人手不足の問題に直面していると同時に、どのように女性従業員の労働ニーズを把握し、定年年齢に

達すると職場から離脱するという伝統的価値観を打破し、女性従業員を企業に引き留めるかが課題

・社会保障制度、労災・医療保険の不備が引き続き課題

出所:筆者作成
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研究背景で述べたように、中国における多くの企業管理者層はシニア人材の活用を高齢

化社会への対応策として認識しておらず、その重要性も理解していない。本調査では、前

述した調査目的に従い、河北省にある企業 2 社に対してインタビュー調査を実施した。図

表 6-1 に示すように、シニア人材を積極的に再雇用し、一定の成果を上げている企業を対

象とした。また、本研究では、人事システムと会社情報の提供について、企業と企業管理

者層（人事（副）部長、社長）1 名の協力を得て実施した。インタビューは、①シニア人材

の雇用問題、②定年制度および再雇用制度、③シニア人材を含めた従業員のモチベーショ

ン向上、④企業戦略と将来の展望の 4 つの部分に分け、Tencent ビデオ会議による半構造化

インタビュー調査を行った。

6.2 C 社の事例研究

本節では、河北省承徳市におけるビジネスサービス企業である C 社の事例を中心に、社

長の H 氏へのインタビューを通じて得られたデータを考察・分析する。C社は、シニア人材

の雇用を積極的に推進しており、C 社の再雇用に関する人事システムとシニア人材再雇用の

成果を検討することで、研究の幅を広げ、中国におけるシニア人材再就業の課題とそのあ

り方をさらに考察する。

6.2.1 C 社とインタビュー対象者の基本情報

図表 6-3 C 社の基本情報

本社 中国河北省承徳市

企業形態 中小ビジネスサービス企業

設立 2012 年

従業員数 120 人（正社員）

資本金 1,000 万元

株主構成 株主 2 人

事業概要 公開募集（Open recruitment）

代理サービス（Personnel Agent）

労務派遣（labor dispatch）

業務アウトソーシング（Outsourcing）

企業規模 河北省、北京市、天津市を中心に、10社以上の子会社を所有

インタビュー対象者 H氏（男性）

職務経験 C社で 10年の職務経験

2014～2017 年：人材マネジメント、管理コンサルティングやトレーニング、雇用

サービス
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2017 年～：社長として会社全体の経営と管理

2024 年～：新たな人材開発グループを設立し、社長を務め、チームの構築とビジ

ネス展開作業を担当

役職 社長

出所:C 社の社内資料と社長のインタビューにより筆者作成

中国における人材派遣と人事アウトソーシングサービスは、まだ試行錯誤の段階に置か

れている。中国では、多くの人材派遣会社や人事アウトソーシング企業の従業員の専門性・

スキルが疑問視され、派遣先の要求を満たせない場合が多い（张・陈，2004）317。C社は広

範な業務内容を持ち、各大手企業や銀行と連携し、河北省承徳市においてトップクラスの

人材派遣会社として成果を上げてきた。C社の基本情報は図表 6-3 に示した通りである318。

C 社は 2012 年の設立以来、10 年の歳月を経て、地域に影響力のあるビジネスサービス企

業に成長した。2018 年には北京市場に参入し、河北省を中心に北京市および天津市におい

ても事業を拡大してきた。同社の企業ビジョンは、「顧客に信頼を与え、従業員に達成感

を持たせること」であり、企業使命は「人的資源の分野に貢献し、企業の持続的な成長と

健全な発展を支援すること」である。C 社は B to B の人材サービスを提供しており、クラ

イアント企業は主に国有企業および経営状況が良好な民営企業である。以下図表 6-4 は C

社の主な業務内容を示す。

図表 6-4 C 社の業務内容

公開募集 募集ニーズを持つ企業に対して募集要項やその実施を提供するサービスである。

募集要項の公開、応募の受け付け、初審査、筆記試験、面接、人材評価、健康診

断などのプロセスを通じて、要件を満たす人材を選抜する。

代理サービス 企業に対し、社会保険や人事業務の一部、労災保険や商業保険などの代理サービ

スを提供し、企業が核心業務に集中できるよう支援する。

労務派遣 企業に持続的な人材供給と規範的な雇用内容の管理を提供する。

企業の紛争を減らし、管理行動を規範化し、リスクを回避する。

業務アウトソーシング 政府機関、公共機関、国有企業、大規模金融機関、スーパーマーケットなどに一

時的、季節的、補助的なサービス職を提供する。

人材の募集、教育、流入、管理のサービスシステムを構築し、企業の人員配置を

解放し、企業の核心競争力を向上させる。

出所:C 社の社内資料により筆者作成

317 张哗林・陈万明（2004）「人力资源外包探讨」『南京农业大学学报(社会科学版)』南京农业大学 2004 年 3 月 4 卷 1 期 pp.29-33
318 C 社の社内資料と社長へのインタビュー（2024 年 2 月 25 日、8:00-10:00 頃）によるもの。
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C 社は、主に労務派遣と業務アウトソーシングを提供している。アウトソーシングの本質

は、自社にある独自の競争優位性を強調しつつ、他の経営機能を外部に委託することで、

企業の限られた資源を合理的に活用し、戦略的活動に専念し、利益を最大化することであ

る（王，2008）319。C 社はこのニーズに応え、上述の業務内容を通じて、戦略的活動への専

念、労災などのリスクの軽減といった優位性を提供し、10 数年間で総計 800 以上のクライ

アント企業との契約を締結した。

6.2.2 C 社における再雇用に関する人事システム

次に、C 社のシニア人材の雇用について考察・分析する。C 社の社員構成には以下の 2 つ

の特徴がある。第 1 に、若年層の割合が多いことである。第 2 に、定年退職後に雇用され

たシニア層の割合が多いことである。従って、C 社の従業員の年齢構成は大きく 2 つに分か

れており、90 年代生まれの若年者が多い一方で、60 年代および 70 年代生まれの経験豊富

なシニア層も多い。このような構成の理由として、人材派遣および人事アウトソーシング

業界が中国における新興産業であり、活力があり専門性が高い若い人材への需要が大きい

ことが挙げられる。一方、クライアント企業の業務内容が多様化しており、専門性が高く

経験豊富なシニア人材への需要も大きいのである。

図表 6-5 C 社の社員構成

出所:C 社の社内資料と社長へのインタビューにより筆者作成

図表 6-5 から分かるように、C 社における雇用されたシニア人材の構成は主に 2 つの部分

に分かれる。1つは、一般職のシニア人材である。例えば、清掃員、警備員、食堂スタッフ

などである。これらの職に対しては、基本的な業務関連のトレーニング以外の社内教育や

トレーニングはほとんど行われていない。一般職のシニア人材を採用する主な理由は、コ

ストが低いことである。すなわち、シニア人材の社会（健康）保険は継続できない一方で、

労災保険のみの加入で済むため、一般従業員よりもコストが低く抑えられる。もう 1 つは、

経験豊富なシニア人材である。経験豊富なシニア人材に対して、C 社では師弟制度を実施し

ている。新入社員の成長を促進するためのサポート役を付ける師弟制度が一般的ではある

319 王葆华（2008）「论人力资源外包」 『品牌研究』山西社会科学报刊社有限公司 2008 年 11 期 pp.45-46
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が、C 社は雇用されたシニア人材にも弟子を付けることが特徴である。つまり、雇用された

経験豊富なシニア人材が弟子を指導する一方で、弟子がシニア人材の会社環境への適応を

助ける役割も果たしている。例えば、C 社では、デジタル関連業務やオンライン環境におい

て、シニア人材にデジタルデバイドが生じる場合が多い。この場合、弟子がシニア人材の

デジタル適応力を向上させることが期待されており、結果としてシニア人材が組織に馴染

み、組織の活性化につながっている。

C 社の再雇用に関する人事システムの特徴として、再雇用者に対しての“一視同仁”（す

べての人を平等に接し、差別しないこと）が挙げられる。C社では、雇用されたシニア人材

は正規従業員と同じ給与を受け取り、年齢によって賃金が引き下げられることもなく、正

規従業員として扱われている。H 氏によると、シニア人材は健康状態や勤務時間に加えて給

与にも高い関心を持っているため、給与と健康上の問題を配慮した柔軟な働き方が重要で

あるとされている。さらに、シニア人材が企業や業界に対するコミットメントを考慮する

必要がある。また、H 氏はシニア人材の再就業を促進するためには、企業文化の魅力や心理

的要素に加えて、給与と福利厚生が重要な要素であると強調している。特に、給与の公平

さと福利厚生の充実が重要であり、定年前後で役職が変わったとしても、給与に大きな変

化がないようにすることが重要である。さらに、コスト面から見ると、社会保険は人件費

の重要な部分を占めており、企業は定年退職者の社会保険を支払わないため、その分を福

利厚生に充てる余裕があり、シニア人材の再就業の促進が期待される。

図表 6-6 C 社におけるフォーマルな採用手続き

出所:C 社の社内資料と社長へのインタビューにより筆者作成
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C 社におけるフォーマルな採用手続きは、上記のように行われている。一般的に、C 社の

若年層の従業員の採用条件は、18～28 歳で、短大/専門学校以上の学歴を持つことである。

そして、労働条件の例として、人事およびカスタマーサービスの従業員の給与は月 3000～

3500 元＋歩合である。また、“五険一金”（五険は基本年金保険、基本医療保険、失業保

険、労災保険、生育保険を指し、一金は住宅公積金を指す）、土日・法定休日、有給休暇

が付与される。一方、シニア人材の雇用ルートについて、会社資料によると、C 社が事業を

展開した河北省、北京市、天津市においてシニア人材の採用は基本的にフォーマルな手続

きで行われない。すなわち、求人サイトと企業が公開した求人情報を通じてシニア層や経

験豊富なシニア人材を募集することは少なく、知人の紹介や人脈を通じて雇用されるケー

スのほうが多い。そのため、シニア人材の場合、採用手続きを省略することが多く、柔軟

な雇用ルートが設けられており、ステップ 6 の面接から開始することもある。また、半構

造化による面接に加えて、シニア人材の個性に合わせた柔軟な雇用基準と労働条件が設け

られている（6.2.3 を参照）。さらに、C 社はシニア層に対して、警備員や清掃員などの一

般職に加えて会計職なども設けているが、再就業したシニア人材の多くは、国有企業、政

府機関の定年退職者であり、社会保障政策と人的資源管理に関する専門的な知識を有する

専門家や党建320の経験者である321。

6.2.3 C 社における従業員モチベーションの向上と再雇用の成果

C 社における従業員モチベーションの向上と再雇用の成果について、以下の三点が挙げら

れる。

第 1 に、C社は従業員の基本給与と現金ボーナスに加え、心理的な報酬や福利厚生に重点

を置いている。例えば、シニア人材とその配偶者の誕生日にはお祝いのプレゼントを贈り、

シニア人材の家族が病気で入院した場合には専任の担当者が訪問し、見舞金を支給する。

また、年末には雇用されたシニア人材に特別な報奨金が支給されるが、これは給与や現金

ボーナスとは異なり、名誉に伴う報奨金である。

第 2 に、社内の人間関係の維持について、H 氏は地域、企業、そして個人の状況に応じて

柔軟に対応することが重要であると強調している。C社は定期的な“団建”活動（中国語訳:

チームで親睦会活動）を行っており、福利厚生施策の一環として、各四半期に従業員一人

あたり 100 元の費用を支給している。例えば、10 人の部門では四半期ごとに 1,000 元の団

体費用が支給される。この団体費用は必ず使用しなければならず、使用しない場合は次回

には支給されない。また、この団体費用にはいくつかの制限が設けられており、外出の娯

楽活動や食事会、読書会を開くための諸費用は許可されるものの、福利品ないし現金を分

配することは禁じられている。余剰分は徴収されるため、部門・チーム全体が参加できる

活動が選ばれる傾向があり、食事会が選ばれる割合が高い。この施策により、各四半期に

320 中国共産党の専門用語で、党組織の建設を指している。
321 C 社の社内資料と社長へのインタビュー（2024 年 2 月 25 日、8:00-10:00 頃）によるもの。
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一度、若者やシニア層の従業員も含めて活動に参加することで、C 社は良好な人間関係を築

くことができる社内環境を整えた。また、C 社は年間で約 7～8 つの企画やプロジェクトを

行っており、年末にはプロジェクトのボーナスが支給される。このため、各部門間の協力

が求められ、彼らはプロジェクトの一員として定期的な会議に参加し、仕事を共同で進め

ることにより、チームの結束力や各部門間のコミュニケーションを促進している。こうし

て、従業員一人ひとりのチームでの役割が強調されている。

第 3 に、C社は特定の業界の労働力サービスを提供することが多いため、その業界で勤務

経験がある定年退職したシニア人材を雇用することが多い。従って、C 社の雇用システムに

おいては、柔軟かつピンポイントでシニア人材を雇用している。前述したように、C 社にお

けるシニア人材雇用の特徴としては、一般職と経験豊富で専門的なシニア人材の両方を雇

用している。後者に対しては、同社は柔軟な雇用基準と労働条件を設けている。例えば、

シニア人材が国有企業や政府での勤務経験がある場合、役職への関心が高い可能性がある

ため、彼らに一定の管理権限を与える。また、勤務時間の柔軟性（例えば、子供の世話な

どの家庭事情、趣味やお稽古事）を重視する人を顧問として採用し、通勤の時間に柔軟性

を持たせる。さらに、C 社は経験豊富で専門的なシニア人材の役割を主に以下 2 点を期待し

ている。1つは、管理経験・ノウハウに焦点を当てた管理、“党建”および企業文化の構築

の役割である。例えば、C 社の党支部責任者（日本語訳:党組織責任者）A 氏は現在の“党

建”の責任者であり、雇用された際に一定期間の管理職を務めた。当時、A 氏の管理下にあ

った職員は若かったため、A 氏の元で 2年間の指導を受けた後、その職員は良好な経営成果

をもたらした。もう 1 つは、シニア人材の専門性である。C 社は B to B の企業であり、各

業界（サービス業、製造業、通信業など）に労務派遣が必要であるため、市場開拓する際

に、各業界についての知識・ノウハウが不足している場合や、業界内の情報を把握してい

ないことがある。このように、特定の業界で長年の経験を持つシニア人材を再雇用するこ

とで、市場開拓においてより決定的な役割を果たすことができる。また、人脈ネットワー

クの面でも、シニア人材は企業にとって利便性をもたらしている。上述のように、経験豊

富で専門的なシニア人材に対して、従業員を一律に管理するのではなく、従業員の特性に

応じて柔軟性を持たせることで、内部管理のみならず、外部の市場開拓および企業の人脈

ネットワークの構築においても、シニア人材の活用が良好な経営成果をもたらした322。

6.2.4 C 社におけるシニア人材活用の課題

まず、シニア人材再就業における雇用関係について考察・分析する。シニア人材と C 社

との雇用関係は、労務関係であることに変わりはない。H 氏によれば、一般的に民営企業や

大規模な企業はシニア人材と労務契約を締結し、自社の管理システムを活用することが多

い。一方、大規模な国有企業や政府機関は、専門的で経験豊富なシニア人材を必要として

322 C 社の社内資料と社長へのインタビュー（2024 年 2 月 25 日、8:00-10:00 頃）によるもの。
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いるにもかかわらず、シニア人材との直接的な雇用契約の締結が制限されている（第 3 章

を参照）。C 社はシニア人材に顧問（コンサルタント）としての役割を果たし、雇用契約を

通じて第三者（C社）により直接賃金を支払うことで、国有企業や政府機関におけるシニア

人材の継続雇用を実現している。さらに、クライアント企業は C 社のような労務派遣の請

負を通じて労災などのリスクを回避することが可能となる。つまり、C 社はこのような業務

形態を通じて、クライアント企業のシニア人材活用への不安を軽減し、シニア人材の再就

業を促進したのである323。

次に、C社における再就業の課題について考察する。C 社では数名の女性従業員が 50 代

で定年退職の問題に直面している。特に一般職の女性従業員には、50 歳はまだ活躍できる

年齢であり、定年退職する必要はなく、仕事を続けたいという労働ニーズがある。例えば、

C社の財務責任者である女性の B氏は、第 2 子は小学校 1 年生であり、しかし B 氏は既に

50 歳以上であり、生活における経済的なプレッシャーが大きい。このようなことから、C

社は女性従業員、特に定年間近の一般職や女性向けの職務（開発、デザイン、財務、人事

など）の労働ニーズに対応する必要があるという課題を残した324。

また、H 氏によると、再就業の問題として、社内の雇用構造に影響を及ぼす可能性が指摘

されている。例えば、設立当初から経営管理者層の紹介で入社した従業員が多く存在し、

現在の大多数の管理職が古参社員および雇用されたシニア人材である。彼らは新規社員の

キャリア開発や成長に必要不可欠な存在であるものの、このような状況下では新規社員の

昇進が難しい。つまり、シニア人材の管理職としての採用には、ポジティブな面とネガテ

ィブな面の両方がある。C社が現在直面している課題の 1つは、若手従業員と雇用されたシ

ニア層が多い一方で、中核的なミドル層従業員が少ないことである。再雇用者を採用しな

い、または採用できなくなる場合、社員構成に断層が生じる可能性がある325。H 氏は、中国

における企業の人事システムにはまだ改善の余地があり、シニア人材を適切な職務に配置

することが重要であると指摘している。また、より良い人事システムの普及と社員構造の

段階的な構築が必要であると強調している。

他方、C 社は経験豊富なシニア人材を積極的に採用しているものの、中国における再雇用

は一般職（例えば、清掃員、警備員、食堂スタッフ）である者が多い。一般職の従業員は

給与が比較的低いが、シニア人材にとって社会保障の問題が顕著である。その理由として、

多くの定年退職者、特に一般職に従事するシニア層は社会保険を十分に支払っていないこ

とが挙げられる。従来の中国企業の社会保障制度では、年金を受け取るには 15 年以上の支

払いが必要である。2024 年以降、社会保険における医療保険の支払い累計年限の改革によ

り、低年齢層のシニア人材は社会保障を全面的に受けられない可能性が生じる。また、こ

れらの労働者にとって、健康上の問題や労働災害といった問題が生じる可能性があるが、

323 C 社の社内資料と社長へのインタビュー（2024 年 2 月 25 日、8:00-10:00 頃）によるもの。
324 C 社の社内資料と社長へのインタビュー（2024 年 3 月 5 日、14:00-16:00 頃）によるもの。
325 C 社の社内資料と社長へのインタビュー（2024 年 2 月 25 日、8:00-10:00 頃）によるもの。
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現行の労災保険のみでは、社会保障のニーズを満たすことはできない。H氏は、将来的にこ

の課題がシニア人材の雇用における重要課題となると指摘した上で、中国企業はこの問題

に対する十分な意識を持っていないことを強調した326。

6.3 K 社の事例研究

本節では、河北省承徳市における大手小売企業である K 社の事例を中心に、人事副部長

の W 氏へのインタビューを通じて得られたデータを考察・分析する。C 社とは異なる企業形

態を持つ K 社の再雇用に関する人事システムと再雇用の成果を整理した上で、中国におけ

るシニア人材再就業の課題とそのあり方を考察する。

6.3.1 K 社とインタビュー対象者の基本情報

図表 6-7 K 社の基本情報

本社 中国河北省承徳市

企業形態 大手小売企業

設立 2005 年

従業員数 3,000 人以上、管理者層は 350 人

資本金 10,000 万元

株主構成 株主 3 人

事業概要 日用消費財（FMCG）を中心とした、スーパーマーケット、コンビニエ

ンスストア、百貨店、加工工場、物流、IT事業

企業規模 河北省、北京市、天津市を中心として、50 を超える大型スーパーマー

ケット、数百のコンビニエンスストアおよび多くのデパートを所有

インタビュー対象者 W氏（女性）

職務経験 K社で 13年の職務経験

調達業務、商品のカテゴリ管理に関する業務、人事職務（5年）

役職 人事副部長

出所:K 社の社内資料と人事副部長へのインタビューにより筆者作成

K 社は河北省承徳市における同族経営327の大手小売企業であり、主に日用消費財（FMCG）

を中心としたスーパーマーケット事業を展開している。同社は 2005 年に設立され、最初は

スーパーマーケット有限会社として設立されたが、2015 年にはホールディングス・グルー

プ株式会社として再編成された。K 社は、生産・加工、倉庫・物流、商品卸売の分野を中心

に事業を展開し、加工工場、物流会社、コンビニエンスストア、百貨店、スーパーマーケ

326 C 社の社内資料と社長へのインタビュー（2024 年 3 月 5 日、14:00-16:00 頃）によるもの。
327 同族経営:家族、親族などが支配、経営する企業。K 社の場合、株主は陳氏の親族 3 人である。
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ット、IT 事業を運営し、ネット販売と店舗販売の協調発展を実現してきた。同社の企業文

化において、使命は「人々が心配りが行き届いた安くて、高品質の生活を楽しむこと」、

ビジョンは「顧客に最も愛され、従業員に最も幸福感をもたらす 100 年企業になること」

である。そのため、K 社は多様な分野での競争力を高め、消費者からの高い評価を得て急速

に成長している。また、「地域に深く根ざし、絶対的に先駆者になる」という発展理念を

基に、保守的な立地戦略を採用し、承徳市の商業と人口が集中する旧市街を中心に事業展

開を進めている。2017 年には 25 のスーパーマーケット店舗を運営し、売上高は 18 億元に

達し、前年比 14.3％の増加を記録した。2018 年には売上高は 21.5 億元に達し、大企業と

して成長を遂げた。さらに、コロナ禍を乗り越え、2024 年には年間売上高は 30 億元に達し、

河北省承徳市の大手企業となっている。また、K 社は高齢者や障害者を含む多くの雇用機会

を提供し、従業員の賃金も比較的高めに設定している。その結果、河北省の小売業界で 50

位にランクインし、地域住民の日常的な購買ニーズを満たし、地元で強いブランド忠誠度

を築いている328。

6.3.2 K 社における再雇用に関する人事システム

K 社における再雇用の特徴について、次のようにまとめることができる。まず、K 社は小

売業であり、従業員の大多数は現場でサービスを提供している。そのため、再雇用される

従業員は、技術的に要求の高い職務に集中している。例えば、2023 年 12 月に新設されたス

ーパーマーケットの採用基準は、以下図表 6-8 のように示している。

図表 6-8 K 社におけるスーパーマーケットの採用基準

職務 主な採用基準

パン・菓子職人 健康状態が良好で、パンおよび菓子商品の製造に関連する職務経験

があること。

肉職人 健康状態が良好で、肉類の解体および商品の処理に関連する職務経

験があること。

鮮魚・水産加工 健康状態が良好で、水産商品の処理に関連する職務経験があること。

陳列業務 45 歳以下、健康状態が良好で、関連する職務経験がある方が優先。

カスタマーサービ

スおよびレジ業務

35 歳以下、高校卒業以上、関連する職務経験がある方が優先。

配送スタッフ 45 歳以下、運転免許証を保有すること。

修理・点検業務 45 歳以下、電気技師の資格を保有し、設備や施設の点検および基礎

的な修理ができること。

プロモーションス 18～45 歳、健康状態が良好で、関連する職務経験がある方が優先。

328 K 社の社内資料と人事副部長へのインタビュー（2024 年 2 月 25 日、10:00-12:00 頃）によるもの。
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タッフ

管理職研修生 22～26 歳、学歴は短大・専門学校以上、関連する職務経験がある方

が優先。

出所:K 社の社内資料と人事副部長へのインタビューにより筆者作成

K 社は、新設されたスーパーマーケットにおいて 9 つの職務で 132 名のスタッフ枠を設け

ているが、専門性・スキルが高い人材の確保が難しく、開店前においても、特にパン・菓

子職人（3 名）、肉職人（3 名）、鮮魚・水産加工の者（2 名）を積極的に勧誘している。

その理由として、パン・菓子職人などは、高い技術が要求され、その技術の習得には一定

の時間が必要である。また、W氏によると、若年層は現場での労働を避ける傾向があるため、

K社の現場での従業員の年齢層は比較的高い。このため、特に上記の専門性・スキルが高い

職務において年齢制限は設けず、積極的にシニア人材を雇用している。一方で、管理職に

おいては、経験があり、優れた業績を上げた管理者層や店長が定年年齢を超えた場合、K 社

と本人の希望により、継続雇用することもある。このように、K 社はシニア人材の継続雇用

を積極的に行っている。

K 社の雇用システムでは、定年年齢に達した場合でも、一律に退職させることはなく、従

業員個人の意向や過去の業績などを評価した上で、元の仕事または調整後の仕事を継続で

きるかどうかを判断する。その結果に基づき、継続雇用が検討される。再雇用された従業

員や管理者層の待遇は、定年前ないし正規従業員と同等であり、同等の給与、福利厚生（五

険一金以外）、年末ボーナスを受けることができる。

K 社の従業員の労働条件においては、基本給＋業績給＋五険一金（シニア人材以外）＋法

定休日＋有給休暇＋祝日の現物奨励である。そして採用された場合、1～3 ヶ月の有給研修

期間が設けられ、正規従業員には現物奨励と有給休暇が提供される。このように、K 社は企

業の福利厚生や物質的な報酬に力を入れており、第 3 章で取り上げた中国の中小売業とは

異なる傾向を示している。

図表 6-9 K 社におけるシニア人材の再就業

出所:K 社の社内資料と人事副部長へのインタビューにより筆者作成
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K 社におけるシニア人材の雇用形態については、定年退職後の継続雇用（主に勤務延長）

の場合が多く、定年後数年を経過してから再雇用することは比較的少ない。このため、定

年後のシニア人材は、基本的に元の職場で同じ勤務を継続することとなり、K 社にとっても、

シニア人材にとっても定年前後の変化は基本的に存在しない。また、シニア人材を継続雇

用する際、彼らの多くは以前 K 社での勤務経験があるため、職場環境に適応できない、あ

るいは特別なトレーニングを受ける必要があるケースは少ない329。

ただし、C 社と同様に、K 社の法務部によれば、定年後のシニア人材との雇用関係は労務

契約に基づく労務関係であることが確認された。W 氏によると、雇用関係に関する問題は K

社が常に懸念している点でもある。要するに、シニア人材の場合、社会保険（主に基本医

療保険、労災保険）は継続できず、労働契約としては不完全なものとなる。K 社の人事部は

法務部と連携し、より合法的かつ適切な施策を検討したものの、最終的には労務契約の締

結に至ることが唯一の解決策であった330。

6.3.3 K 社における従業員モチベーションの向上と再雇用の成果

K 社は設立以来、既に 18 年余りの歳月を経た。この間に、K 社は 50 を超える大型スーパ

ーマーケットを開業し、着実な発展を遂げている。その成功の一因として、企業の経営理

念と企業文化が挙げられる。前述したように、K社の経営ビジョンの中心は、「顧客に愛さ

れ、従業員に最も幸福感をもたらすこと」であり、顧客の需要を満たすだけでなく、従業

員のモチベーション向上にも注力している。K 社における従業員の積極性を高め、心理的欲

求を満たすための方策は以下のように整理できる。

第 1 に、多様な内的報酬が挙げられる。K 社は、多様な内的報酬を活用して従業員のモチ

ベーションを向上させてきた。例えば、C社と同様に定期的な“団建”活動を行い、チーム

リーダーが楽しい活動やゲームをリードすることで、参加者が業務以外でもチームの配慮

や温かさ、団結力を感じられるようにしている。そして、仕事の成果に対して即座に賞賛

や励ましを行う。さらに、従業員の誕生日や入社 5 年、10 年、15 年といった特別な日には、

感謝の意を表す記念品を贈呈する。この記念品は感謝状と銀製の記念メダルであり、国有

企業や大手企業では役職に応じた現物奨励が支給されることが多いとされるが、K 社の場合

は役職に関係なく全員に同じものが配られる。また、各支店で従業員の誕生日パーティー

を開催し、特に定年間近の従業員に対しては、企業の温かさや同僚からの尊重、チームの

一員であることを感じさせ、従業員の帰属意識や組織コミットメントを向上させた。

また、K 社は“員工原地”（中国語訳:従業員の居場所）という従業員の意見や心の声を

掲示する部屋を用意し、従業員が周囲の同僚や上司、部下に伝えたい言葉を紙に書いて部

屋の所々に貼ることができるようにしている。そして、仕事面だけでなく、心理的および

生活面にも配慮し、ワーク・ライフ・バランスの向上に取り組んでいる。さらに、K社は従

329 K 社の社内資料と人事副部長へのインタビュー（2024 年 2 月 25 日、10:00-12:00 頃）によるもの。
330 K 社の社内資料と人事副部長へのインタビュー（2024 年 3 月 5 日、12:00-14:00 頃）によるもの。
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業員の匿名満足度調査を実施し、従業員向けの企業ウェブサイト上に意見箱を設置して、

従業員が社内環境、人間関係、人事管理に関する意見や不満を自由に表明できるようにし

ている。その意見や不満の重要度と反映する人数に応じて優先的に解決され、従業員に自

分がチームの一員であり、意見を出せる立場にあることを認識させている。

このように、K 社はスーパー小売業でありながら従業員モチベーションの向上を優先して

いる。一方で、K 社のスーパー小売業の従業員は他業種と比較して部門間の関わりが少なく、

特に現場で働く従業員の中には「自分の意見が反映されるわけがない」や「自分の仕事だ

けに専念したい」と考える者もいる。K 社はこのようなニーズを捉え、互いの賞賛と励まし

を増やすことで、従業員とのコミュニケーション手段を増やし、チームの一員としての認

識を促している。

第 2 に、“一視同仁”の態度が挙げられる。C社で取り上げたように、K 社は従業員、特

に再雇用された従業員と管理者層に対しても“一視同仁”の態度を取っている。すなわち、

再雇用されたシニア人材は定年前ないし正規従業員と同等の給与、福利厚生（五険一金以

外）、年末ボーナスを受けることができる。そして、年齢差別の撤廃に注力し、定年年齢

に達した従業員に対して、一律に退職させるのではなく、個人の意向も尊重している。さ

らに、販売部門においては見やすいよう照明の照度を設定し、シニア人材が働きやすい環

境を整備している331。加えて、K社はシニア人材のみならず、障碍者の雇用も積極的に行い、

社会的責任を果たしている。その結果、同社は消費者、従業員、地方政府から広く賞賛さ

れている332。

6.3.4 K 社におけるシニア人材活用の課題

K 社はシニア人材の再就業に関していくつかの懸念を抱えている。特に、K 社の従業員は

現場で働くことが多く、その結果、怪我や打撲などの事故が発生するリスクが高い。一方

で、従業員の社会保障は整備されているべきではあるものの、定年退職したシニアの場合、

その社会保障の効力が失われる。第 3 章でも述べた通り、中国政府の政策や法律では、シ

ニア人材の再就業における労働契約の締結が制限されている。つまり、シニア人材の再雇

用に伴うすべてのリスクは企業が負担する必要がある。しかしながら、K 社は継続雇用に重

点を置き、同等の給与を提供する上で、シニア人材の再雇用基準を健康面に注視している。

具体的には、採用する際に従業員個人の意向や過去の業績を評価し、「体力的にこの仕事

を続けるか」「この仕事に対して疲労を感じるか」といった観点から、元の仕事または調

整後の職務の継続の可否を判断する。また、継続雇用の場合は、再雇用者の過去の業務業

績や同僚、上司からの総合的な評価が考慮される。一方で、シニア人材の再就職の場合、

過去の職務内容や関連情報を把握することが困難であるという課題が存在する。このよう

331 K 社の社内資料と人事副部長へのインタビュー（2024 年 2 月 25 日、10:00-12:00 頃）によるもの。
332 例えば、2023 年に河北省で行われた「最美助残人」（日本語訳:一番美しい障碍者の助人）イベントにおいて、K 社は表彰を

受賞した。社内資料によれば、当時インタビューを受けた障碍者代表は、非食品部門の責任者の女性と一般従業員の男性が挙げ

られる。
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に、K 社は継続雇用、特に勤務延長を中心として、シニア人材の健康面におけるリスクを軽

減することに成功している。

K 社は小売業として、人手不足の問題に直面しており、またその業務の性質上、多くの若

者がこの業界での勤務を避ける傾向がある。従って、W 氏はシニア人材の再就業政策をより

充実し、企業がより安心して再雇用を進められるような雇用環境の整備が必要不可欠であ

ると指摘した上で、シニア人材再就業の促進について、多方面な要素が影響することを強

調した。まず、市場で競争力を持つ給与待遇の提供が重要であり、次に職場環境の配慮や

チームの尊重など、シニア人材のみならず、一般従業員が快適に働ける環境の整備も必要

不可欠である。そして、女性従業員の労働ニーズを把握することも重要である。W 氏によれ

ば、中国における女性の平均出産年齢の遅延が進んでおり、50 歳になると家庭内の経済負

担が増大し、労働ニーズが高まる傾向が見られる。一方、K 社における定年年齢（50 歳）

に達した女性従業員は、依然として十分な働く能力を持っており、健康面での問題も基本

的に存在しないが、どのように女性従業員の労働ニーズを把握し、定年年齢に達すると職

場から離脱するという伝統的価値観を打破し、女性従業員を企業に引き留めるかという課

題が挙げられる333。

6.4 事例分析による仮説 3 の検証 -第 5 章を踏まえて-

本節では、事例研究の結果を基に、中国企業における再雇用に関する人事システムにつ

いて考察する。そして、事例研究の結果と第 5 章で得られた成果を踏まえて、中国企業の

視点からシニア人材の再就業に関する課題とそのあり方について分析する。さらに、仮説 3

を企業側の視点から明らかにし、リサーチクエスチョン 3、4 を検討する。

6.4.1 事例研究に関する分析

まず、本研究における事例研究の結果をまとめる。

本研究は、インタビュー調査を通じて、中国企業のシニア人材活用の現状を把握し、企

業や管理者層の視点からシニア人材再就業の課題を確認することができた。さらに、中国

企業におけるシニア人材の再雇用の成功要因と従業員の再就業意欲の向上施策を確認する

ことができた。中国企業のシニア人材活用の現状として、再就業制度においては、シニア

人材の雇用関係は労働関係ではなく、労務関係にあることが確認された（労働関係と労務

関係については、第 3 章を参照）。また、第 3 章で論考したように、中国における国有企

業は再雇用に関して一定の制限を受けているが、顧問契約や第三者を通じて賃金を支払う

ことで、国有企業でもシニア人材の再雇用が可能である。一方、中国ではシニア人材の採

用は基本的にフォーマルな手続きで行われない。両社におけるシニア人材再雇用の要点を

以下のようにまとめることができる。

333 K 社の社内資料と人事副部長へのインタビュー（2024 年 3 月 5 日、12:00-14:00 頃）によるもの。
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①C社、K 社においては、積極的にシニア人材を活用し、労務契約の締結を通じて再雇用

している。再雇用されたシニア人材に対しては“一視同仁”の態度をとり、年齢や賃金を

差別しない。

②再就業の促進と従業員のモチベーション向上施策として、C 社、K 社は企業レベルで従

業員の福利厚生や心理的な報酬に重点を置いている。

③K社では高技術、高業績のシニア人材を重視し、継続雇用の勤務延長をメインに、総合

評価を通じて再雇用を行っている。一方、C 社では独自の師弟制度を用いて、低コストの一

般職の従業員と経験豊富で専門的なシニア人材の両方を重視し、特に後者には一律の対応

ではなく、個性と柔軟性を重視し、それぞれに適応する人事施策を用いている。

④C社、K 社においては、定年間近の女性従業員の就労ニーズを強調し、シニア人材に関

する社会保障制度、労災・医療保険の不足に懸念がある。一方で、C 社ではシニア人材の再

雇用による会社の雇用構造の問題が挙げられている。

次に、第 5 章の調査結果（アンケート調査）を踏まえて、2 社の事例研究の結果を分析す

る。

①と②について、まず、第 3 章、第 4 章で論考したように、中国における再就業したシ

ニア人材の賃金と勤労時間はアンバランスであり、低賃金で雇用される場合が多い。また、

定年前後の処遇の変化が、継続雇用者本人または職場全体の就業意欲に悪影響を与える可

能性があり、年齢の理由で急に賃金が下がれば、仕事に対するモチベーションが失われや

すいことが明らかである（4.1.1 を参照）。しかし、C 社と K 社では、シニア人材に対して、

健康状態や勤務時間に加え、給与への関心も重視しており、再雇用されたシニア人材に正

規従業員と同等の給与などの労働条件を提供している。さらに、第 5 章で明らかにされた

ように、直接的な労働条件（給料など）は再就業意欲と負の相関関係にあり、間接的な労

働条件（賃金の公平さ、福祉制度の提供など）は再就業意欲と正の相関関係にあることか

ら、両社は直接的な労働条件、特に金銭面の満足度を維持しつつ、間接的な労働条件に重

点を置いた。

再就業の促進施策について、C 社はシニア人材に給与の公平さと福利厚生に重点を置いて

いる。さらに、企業は定年退職者の社会保険を支払わない代わりに、その分を福利厚生に

充てる余裕があり、シニア人材とその配偶者の誕生日にはプレゼントを贈り、シニア人材

の家族が病気で入院した場合には見舞金を支給している。一方、K 社は、同等の給与を提供

するとともに、シニア人材の再雇用基準を健康面に重点を置いている。K社では、シニア人

材の継続雇用に注目し、社内教育やトレーニングがほとんど必要とされない一方で、健康

状態、個人の意向および過去の業績を総合的に評価することができる。また、販売部門に

おいては照明の照度を調整し、シニア人材が働きやすい環境を整備した上で、職場の安全

性を確保している。

モチベーション向上について、K社は C 社とともに、従業員の関係性と有能感への欲求を
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重視している。例えば、関係性への欲求に対して、両社は定期的な“団建”活動を行い、

従業員にチームの温かさや団結力を感じさせる。K社は、従業員の誕生日や特別な日には、

感謝の意を表す記念品の贈呈とパーティーの開催、特に定年間近の従業員に対して、企業

の温かさと同僚からの尊重、チームの一員であることを感じさせることにより、従業員の

帰属意識や組織コミットメントを向上させている。また、“員工原地”、匿名満足度調査

や企業ウェブサイト上の意見箱を用いて、仕事面だけでなく、心理的および生活面も同時

に配慮し、従業員とのコミュニケーション手段を増やし、従業員モチベーションを向上さ

せた。C社は、従業員をプロジェクトの一員として定期的な会議に参加させ、チームの結束

力や各部門間のコミュニケーションを促進している。有能感への欲求に対して、K 社は即座

に賞賛や励ましを行う一方で、C 社では、師弟制度を用いて、シニア人材のデジタルデバイ

ドの問題を解決するとともに、新入社員とシニア人材の有能感を同時に向上させた。さら

に、役職への関心が高い可能性があるシニア人材に柔軟な通勤時間と一定の役職管理の権

限を与え、年末には雇用されたシニア人材に給与やボーナスとは異なり、名誉に伴う報奨

金を提供した。第 5 章で明らかにされたように、内発的動機づけ要因における有能感、関

係性への満足は再就業意欲と正の相関関係にあり、そしてシニア人材の個人の属性におい

ても、関係性や有能感への満足も重要である。また、シニア人材が所属した企業や職業に

おいては、国有企業・政府機関、公務員では自律性がもっと重要視されており、C 社はこう

したシニア人材に柔軟な通勤時間と一定の役職管理の権限を与えた。要するに、両社はシ

ニア人材の再就業意欲に関するモチベーションについて、従業員の内発的動機づけの満足

に重点を置き、成果をもたらしたといえる。

③と④について、K社は前述のように、定年退職年齢に達した従業員を一律に退職させる

のではなく、健康状態、個人の意向および過去の業績を総合的に評価することにより、高

技術のシニア人材（例えば、パンやお菓子の職人）や、高業績の管理者層（店長職）の継

続雇用を行った。C社は、一般職の従業員（清掃員、警備員、食堂スタッフ）と経験豊富で

専門的なシニア人材の両方を雇用している。特に後者に対して柔軟な雇用基準と労働条件

を提供し、個性と柔軟性を重視し、それぞれに適応する人事施策を用いた。さらに、C 社は

シニア人材の役割を管理、“党建”および企業文化の構築、特定の業界での豊富な知識と

人脈ネットワークの利便性に焦点を当て、経営成果を上げてきた。前章で述べたように、

シニア人材における属性（性別、学歴、健康状態、さらには企業性質と職業）による再就

業意欲の影響要因の違いが明確に存在することが確認された。つまり、両社はシニア人材

に対して、一律の対応ではなく、個人の状況に応じた異なる採用基準を用いたともいえる。

次に、両社は、定年間近の女性従業員の就労ニーズに注目している。前章を踏まえて、

女性のほうがより直接的な労働条件や生活関連の要因（社会保険の加入や子供数）が再就

業意欲に影響を与えることが示されている（社会保険に加入するほど、子供数が多いほど、

再就業意欲が強い）また、直接的な労働条件の満足度が男性より低い傾向にある。再就業

意欲に関しては、男女間に有意な差が見られないものの、女性の再就業意欲が男性より高
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いことが確認された。一方で、シニア人材の労働保障が不十分であることが企業側からも

懸念されている。中国における再就業に関する制度や企業の人事システムにはまだ改善す

る余地があり、シニア人材の再就業にはポジティブな面とネガティブな面の両方があると

言わざるを得ない。このような状況の中で、K社は継続雇用を中心に、シニア人材の健康面

のリスクを軽減し、C社は労務派遣によりクライアント企業の労災への懸念を減少させ、シ

ニア人材の再就業を促進した。

6.4.2 仮説 3 の検証

まず、仮説 3「中国におけるシニア人材再就業のあり方は、シニア人材の基本状況（年齢、

性別、学歴、健康状態）によって異なる」について考察する。

前章で分析したように、シニア人材における性別、学歴、健康状態、さらには企業性質

（過去）、職業（過去）による再就業意欲の影響要因の違いが明確に存在することが確認

された。従って、シニア人材の側面から、再就業のあり方はシニア人材の基本状況（年齢、

性別、学歴、健康状態）のみならず、過去に勤務した企業や職業によっても異なることも

示唆された。一方で、シニア人材を積極的に活用し、再雇用している C 社、K 社はシニア人

材に対して一律の対応ではなく、個人の状況に応じた異なる採用基準を用いていることが

明らかである。両社はシニア人材に対して、主に健康面、専門性・スキル、経験、過去の

業績と勤務した企業や職業に注目しており、さらに女性シニア層の就労ニーズにも注目し

ている。つまり、仮説 3「中国におけるシニア人材再就業のあり方は、シニア人材の基本状

況（年齢、性別、学歴、健康状態）によって異なる」はシニア人材および企業の側面から

支持されたといえる。

さらに、中国におけるシニア人材再就業のあり方をより詳細に考察するため、先述した

調査結果を踏まえて、リサーチクエスチョン 3「企業におけるシニア人材の再雇用を成功す

る要因とは」、リサーチクエスチョン 4「企業におけるシニア人材の再就業の課題とは」に

ついて考察する。

リサーチクエスチョン 3「企業におけるシニア人材の再雇用を成功する要因とは」につい

ては、“一視同仁”の態度をとり、年齢や賃金を差別しないこと、そして福利厚生や心理

的な報酬の施策に重点を置くこと、一律の対応ではなく、個性と柔軟性を重視した人事施

策を用いることが挙げられる。

リサーチクエスチョン 4「企業におけるシニア人材の再就業の課題とは」については、企

業がシニア人材に対する社会保障制度、労災、医療保険の不足に懸念を抱えていることが

挙げられる。その主な理由として、シニア人材の再就業における雇用関係に適用される法

律や社会保険制度の相違が挙げられる（第 3 章、第 6 章を参照）。また、中国における再

就業に関する制度や企業の人事システムにはまだ改善する余地があり、シニア人材の再就

業にはポジティブな面とネガティブな面の両方が存在することが示唆される。さらに、女

性従業員の就労ニーズと再就業の問題が顕著であることが明らかである。
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終章

1 本研究の結論

本研究では、中国におけるシニア人材再就業に関するモチベーションを明らかにし、高

齢化社会の問題を先進諸国と比較分析しながら、中国におけるシニア人材再就業の課題と

そのあり方について考察した。第 1 章では、シニア人材の定義に着目し、本研究の位置づ

けを明確にし、シニア人材を「定年退職年齢に達し、働く能力を持つ 50 歳以上の人」と定

義した。さらに、シニア人材の再就業に関する先行研究と理論的考察について議論し、第 2

章においては、3 つの研究仮説、そして分析枠組みを構築した。

検証プロセスとしては、まず、第 3 章と第 4 章において、中・日両国におけるシニア人

材再就業に関するモチベーションおよびその環境的要因について考察・分析した。また、

他国の比較視点（ドイツ、米国、日本）から中国におけるシニア人材再就業の課題および

その限界について論じた。さらに、中国と日本の比較分析を通じて、社会的、環境的側面

（伝統的価値観、法制度、雇用形態と雇用機会）、企業の側面（人事・雇用システム、労

働条件と職場環境）を中心に、日本から中国への示唆を提示した。

次に、第 3 章、第 4 章から得られた知見に基づき、第 5 章では、北京市に在住する 50～

70 歳、定年退職し現在未就業のシニア層に対するアンケート調査のデータを用い、シニア

人材のモチベーションと再就業意欲の関連性、また再就業意欲の影響要因を明らかにした。

これにより、仮説 1 と 2 を検証し、リサーチクエスチョン 1、2を考察した。また、仮説 3

をシニア人材の側面から考察した。一方、第 6 章では、シニア人材を積極的に活用してい

る河北省にある企業 2 社の管理者層に対するインタビュー調査に基づき、中国におけるシ

ニア人材再就業の課題とそのあり方を企業側の側面から考察・分析した。これにより、仮

説 3 を企業の側面から明らかにし、リサーチクエスチョン 3、4を考察した。

本研究は、研究目的とこれまでの研究・分析に基づき、仮説とリサーチクエスチョン 1

～4 を解答しながら結論を導く。

仮説 1:「中国におけるシニア人材の内発的動機づけは再就業意欲に有意な影響を与えて

いる」は、第 5 章のアンケート調査の分析結果により支持された。その中で、シニア人材

の内発的動機づけ要因として、自律性は再就業意欲に有意な影響を与えていることが一部

支持され、有能感および関係性は再就業意欲に有意な影響を与えていることはともに支持

された。

仮説 2:「中国におけるシニア人材の外発的動機づけは再就業意欲に有意な影響を与えて

いる」は、第 5 章のアンケート調査の分析結果により支持された。その中で、シニア人材

の外発的動機づけ要因として、直接的な労働条件は再就業意欲に有意な負の相関、間接的

な労働条件は再就業意欲に有意な正の相関があることが確認され、支持された。

仮説 3:「中国におけるシニア人材再就業のあり方は、シニア人材の基本状況によって異

なる」は、第 5 章のアンケート調査および第 6 章のインタビュー調査の分析結果により、
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シニア人材における性別、学歴、健康状態、さらには企業性質（過去）、職業（過去）に

よる再就業意欲の影響要因の違いが明確に存在することが確認され、そして再就業のあり

方はシニア人材の基本状況（年齢、性別、学歴、健康状態）のみならず、過去に勤務した

企業や職業によっても異なることも示唆され、シニア人材および企業の側面から支持され

た。

リサーチクエスチョン 1:「シニア人材における企業性質（過去）、職業（過去）別再就

業意欲の相違点は何か」、リサーチクエスチョン 1 について、シニア人材における企業性

質（過去）、職業（過去）別再就業意欲の相違点として、民営企業が最も高く、次いで国

有企業・政府機関、公共機関が最も低い傾向にある。また、内発的・外発的動機づけ要因

の得点は民営企業が最も低く、次いで公共機関、国有企業・政府機関が最も高い。再就業

意欲の影響要因については、シニア人材の企業性質（過去）は公共機関、国有企業・政府

機関の場合、自律性要因も無視できない。内発的・外発的動機づけ要因の得点は一般労働

者が最も低く、次いで正社員、そして公務員が最も高い（関係性平均値以外）。一方、再

就業意欲についてはその逆の傾向が見られる。賃金が高い職業は内発的動機づけ要因を重

視し、賃金が低い職業は外発的動機づけ要因を重視する傾向があることが示唆される。つ

まり、企業（過去）別、職業（過去）別のモチベーション、再就業意欲、そして再就業意

欲の影響要因はそれぞれ異なっており、シニア人材の再就業に対して一律の対策は望まし

くないことが明らかである。

リサーチクエスチョン 2:「シニア人材における就業意向の特徴とは何か」については、

第 5 章のアンケート調査の分析結果により明らかにされた。リサーチクエスチョン 2 につ

いて、就業意向別においても、デジタルへの関心度と関係性が重要であるものの、元の会

社で働きたい場合、関係性がより重要であり、別の会社で働きたい場合、関係性の影響が

比較的弱い。また、間接的な労働条件の満足度が高いほど元の会社で働きたい傾向があり、

直接的な労働条件の満足度が低いほど別の会社で働きたい傾向がある。

リサーチクエスチョン 3:「企業における再雇用を成功する要因とは」については、第 6

章のインタビュー調査の分析結果により明らかにされた。リサーチクエスチョン 3「企業に

おける再雇用を成功する要因とは」については、“一視同仁”の態度をとり、年齢や賃金

を差別しないこと、そして福利厚生や心理的な報酬の施策に重点を置くこと、一律の対応

ではなく、個性と柔軟性を重視した人事施策を用いることが挙げられる。

リサーチクエスチョン 4「企業におけるシニア人材の再就業の課題とは」については、企

業側の視点において、第 6 章のインタビュー調査の分析結果により明らかにされた。さら

に、第 3 章、第 4 章の分析結果（中日の差異と示唆）を踏まえて、中国におけるシニア人

材再就業の課題とそのあり方は以下のように総括することができる。

再就業の課題として、社会的、環境的側面における伝統的価値観については、シニア人

材の就労ニーズを捉え、金銭面と価値観を踏まえて考えていくべきであり、伝統文化や価

値観を打破することも必要である。法制度（権利保護制度、雇用制度）については、最大
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の問題点として、シニア人材と雇用主の雇用関係は労働関係ではないことが挙げられてお

り、『労働法』や『労働契約法』に基づくシニア人材再就業の権利保護が求められている。

雇用形態と雇用機会（就業ルート）については、中国はシニア人材の再就業に対する一定

の準備を整えたものの、再就業に対応する社会環境が未だに出来ていない。シニア人材向

けの職業紹介所の創設とシニア人材雇用プラットフォームの改善に焦点を当て、シニア人

材が自らの価値を認識し、能力を発揮できるような社会環境を作ることが必要不可欠であ

る。また、シニア人材再就業の促進には、老人大学と企業の連携が望ましい。一方、企業

の側面における人事・雇用システムについては、シニア人材の再就業にはポジティブな面

とネガティブな面の両方が存在しており、中国の再就業に関する制度や企業の人事システ

ムにはまだ改善する余地が残されている。中国企業は、継続雇用の促進要因の内的報酬を

重視すべきことも挙げられる。また、就業ルートの確保の問題が顕著であり、企業と政府

および社会環境の連携体制が不可欠である。労働条件については、企業はシニア人材に対

する社会保障制度、労災、医療保険の不足に懸念を抱いており、さらに女性従業員の就労

ニーズと再就業の問題も顕著である。勤務時間、勤務内容、職場環境などの健康上の問題

を配慮した柔軟な働き方はシニア人材の再就業を促進する重要なポイントであり、労働法

の改善が求められる一方、中国企業はシニア人材の労働条件を改めて整える必要がある。

中国におけるシニア人材再就業のあり方について、シニア人材と企業の側面からまとめ

ることができる。全体的な傾向における再就業意欲に影響を与える要因の中で、モチベー

ションについて、影響が最も大きいものは内発的動機づけの下位因子の関係性であること

が明らかである。そして、内発的動機づけ要因は再就業意欲と正の相関関係にあり、外発

的動機づけ要因として、直接的な労働条件は主に再就業意欲と負の相関関係にあり、間接

的な労働条件は再就業意欲と正の相関関係にある。また、シニア人材における性別、学歴、

健康状態、さらには企業性質（過去）、職業（過去）別による再就業意欲の影響要因の違

いが明確に存在することが確認された。高学歴、あるいは国有企業・政府機関で職務経験

を持つシニア人材のほうが、内発的動機づけ要因を重視する傾向がある。一方、低学歴、

低賃金層のシニア人材は家庭状況や外発的動機づけ要因を重視する傾向がある。さらに、

継続雇用においては、関係性への欲求の満足が重要であり、再就職においては、関係性の

影響が比較的弱いものの、注目したいのは間接的な労働条件への満足が高いほど、元の会

社で働きたい（継続雇用）という傾向が見られる一方で、直接的な労働条件への満足が低

いほど、別の会社で働きたい（再就職）という傾向が確認された。他方、デジタルへの関

心度や学習意欲の存在は再就業意欲に強い影響を与えていることが明らかである。つまり、

中国におけるシニア人材再就業のあり方は、シニア人材の基本状況（年齢、性別、学歴、

健康状態）のみならず、これまで務めた企業や職業によっても異なり、基本的には、内発

的動機づけ要因と間接的な労働条件を重視する就業環境が求められている。特に年齢の低

いシニア層において再就業意欲が高く、加えて関係性への欲求の満足が再就業を促進する

ためには不可欠である。すなわち、企業は低年齢層、低学歴のシニア人材のニーズを捉え
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る必要があり、有能感と関係性欲求の充実、間接的な労働条件と直接的な労働条件に関す

る施策を講じて、さらにはシニア人材の学習意欲を考慮する必要があると考えられる。ま

た、企業にとっては、シニア人材に対して一律の対応ではなく、個人の状況に応じた異な

る採用基準と労働条件を用いることが重要である。就業ルートが不足し、再就業に関する

制度や法律が整備されていない現在では、従業員のモチベーション向上による継続雇用の

促進が期待される。従って、内発的動機づけ要因と間接的な労働条件の充実、そして直接的

な労働条件への満足を維持する施策を講じる必要がとりわけ重要となる。さらに、年齢や

賃金を差別しないことや、福利厚生、心理的な報酬、モチベーション向上の施策に重点を

置き、個性と柔軟性を重視した人事施策を用いることが、中国におけるシニア人材再就業

のあり方であるといえる。

2 本研究の意義

中国におけるシニア人材の再就業に関する研究は、極めて重要である。特に、シニア人

材の再就業とそのモチベーションに関する研究は、学術的および実務的に大きな意義を持

つ。

学術上の意義として、中国では少子高齢化に関する多くの研究が存在するが、その多く

は日本の事例を参考にしている。しかし、日本においても、シニア人材のモチベーション

に関する研究は少ない。本研究は、中国におけるシニア人材の再就業意欲とモチベーショ

ンの影響要因について論じた。シニア層は中年期と同じ心理的欲求を持ち、中年期の仕事

モチベーションが再就業意欲に転換する可能性を検討した。さらに、モチベーションと再

就業意欲の関連性を明らかにし、従業員のモチベーション向上が長期の勤務や組織へのコ

ミットメントに影響を与え、定年年齢に達した後の離職行動を防ぐだけでなく、再就業意

欲の向上と継続雇用、再就職につながることを明らかにした。実証研究の結果として、シ

ニア人材における再就業意欲に影響を与える要因と再就業の在り方と課題を示す実証的な

データを提供した。また、本研究のオリジナリティとして、再就業が試行錯誤の段階にあ

る中国において、シニア人材の再就業意欲とモチベーションを分析し、企業側の視点と環

境的要因を踏まえたシニア人材再就業の課題とあり方を明確にした。そして再就業意欲に

関して、モチベーション理論が中国のシニア人材に対して適用可能であることと、中国に

おけるシニア人材の内発的動機づけ、外発的動機づけの影響要因は再就業意欲に影響を与

えることが確認され、理論上の空白を埋めたと考えられる。

実務上の意義として、高齢化社会の問題において、中国と日本の共通点が多く、中国は

日本を参考に再雇用について検討することが重要である。中国におけるシニア人材の再雇

用は、定年年齢の引き上げよりも、短時間で労働力不足を解決する方法として期待されて

いる。本研究は、中国におけるシニア人材再就業の可能性、必要性、正当性について考察

し、日本との比較分析を行い、両国の再雇用の相違点を社会的、環境的側面と企業の側面

から明らかにした。さらに、中国における再雇用の問題点と課題についても考察した。
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企業側の視点からシニア人材再就業の現状と課題を理解し、経済全体の活性化と企業の

競争力向上に寄与することができる。また、シニア人材の再雇用を成功させるための要因

を特定することで、具体的な施策の策定に役立つ。企業はシニア人材の豊富な経験や知識

を活用しやすくなり、企業の生産性や競争力の向上にも貢献する。これにより、企業にお

ける人材不足の問題を緩和し、年齢に関する先入観や偏見、差別を減少させ、人材の多様

性を促進することが期待される。

3 研究課題と今後の展望

本研究は中国におけるシニア人材の再就業に関するモチベーションに焦点を当てている

が、シニア人材のキャリアや家庭状況といった生活面に関する要素の考慮が不足している。

また、本研究で実施したアンケート調査は北京市という単一の都市に限られており、イン

タビュー調査も河北省にある 2 社に限られているため、シニア人材の再就業状況や特徴、

再就業へのモチベーションを一定程度反映しているものの、結果の一般化には限界がある

と思われる。また、調査の再現性について、本研究の事例研究では、中国におけるシニア

人材を積極的に雇用する企業に焦点を当てているが、そのような企業の数は限られている

ため、事例分析の再現には一定の難易度が伴うと考えられる。特に、これまでの中国では

再就業に関する政策が十分に整備されておらず、シニア人材の再雇用が一般的な雇用慣行

とみなされていなかった。しかしながら、2024 年 9 月の新政策では、2025 年から 12 年を

かけて男女の定年退職年齢を 3 年引き上げることが規定されている。本研究の研究期間と

新政策の施行時期にずれがあるため、新政策の影響は取り上げていないものの、中国にお

けるシニア人材の活用問題は正しく重要視されつつあり、今後はシニア層を積極的に雇用

する企業が増加する可能性が高いと思われる。今後は異なる都市でも同様の問題について

調査を行い、調査の範囲を広げる必要がある。また、シニア人材の再就業意欲に影響を与

える要因は、企業の性質や職業によって異なるため、今後は産業別にシニア人材の再就業

意欲やモチベーションを分析し、各業界特有の要因を探ることも重要であると考えられる。

また、定年退職し、再び職に就いた人に対する就業意欲の調査は有意義な結果が予想さ

れていない（例えば、中国は日本のように定年延長と継続雇用が義務付けられておらず、

シニア人材の再就業意欲が低く、一方で再就業したシニア人材の再就業意欲は極めて高い

と思われる）。さらに、定年退職していない人は、定年までの健康状態や家庭事情、心情

の変化に関する研究は意義があるものの、検証することは難しいと思われる。本研究では、

アンケート調査において、筆者が 2023 年 2 月から三度の調査を行い、質問項目を洗練し有

意義なデータを得たが、モチベーション以外の要素も含めた包括的な調査については今後

の課題にしたい。
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付録

図表 A-1 日本企業におけるシニア（65 歳以上）の採用意向と実績（2023 年）

業種別 回答数 採用意向（％） 採用実績（％）

全体 1545 65.8 66.4

飲食・フード 109 57.4 65.7

ホテル・旅館 104 71.3 70.4

コンビニ・スーパー 108 67.6 68.5

パチンコ・カラオケ・ネットカフェ 62 52.0 46.6

その他小売・サービス 113 59.1 50.0

警備 93 78.9 89.4

清掃 104 77.3 77.3

家庭教師・講師・試験監督 115 47.8 43.4

介護 109 70.4 79.6

保育 63 69.8 60.5

事務・オフィスワーク 119 67.6 65.8

ドライバー 113 72.4 78.6

軽作業 108 60.1 62.0

製造 111 68.2 72.0

建築・土木 114 67.0 64.2

出所:株式会社マイナビ HP「非正規雇用の外国人・シニア採用に関する企業調査（2023 年）」

https://career-research.mynavi.jp/reserch/20230628_53546/（2024.6.23 にアクサス）により筆者作成

図表 A-2 日本企業におけるシニアに期待する役割・能力（2023 年）（％）

注:n=1,192（シニア採用実績または採用意向がある企業）

出所:株式会社マイナビ HP「非正規雇用の外国人・シニア採用に関する企業調査（2023 年）」

https://career-research.mynavi.jp/reserch/20230628_53546/（2024.6.23 にアクサス）の内容により筆者作成



XV

図表 A-3 日本企業におけるシニアを採用したくない理由（2023 年）（％）

注:n=533（シニア採用意向がない企業）

出所:株式会社マイナビ HP「非正規雇用の外国人・シニア採用に関する企業調査（2023 年）」

https://career-research.mynavi.jp/reserch/20230628_53546/（2024.6.23 にアクサス）の内容により筆者作成

図表 A-4 日本企業におけるシニア雇用の課題（2023 年）（％）

注:n=1,035（シニアを採用している企業）

出所:株式会社マイナビ HP「非正規雇用の外国人・シニア採用に関する企業調査（2023 年）」

https://career-research.mynavi.jp/reserch/20230628_53546/（2024.6.23 にアクサス）の内容により筆者作成
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図表 A-5 分散分析結果（性別）

性別（平均値±標準偏差）
p

男性(n=253) 女性(n=215)

1.年齢 62.00±2.79 61.20±2.79 0.00***

3.学歴 3.93±1.14 3.59±1.22 0.00***

8.給料（過去） 3.75±1.12 3.02±1.05 0.00***

直接的な労働条件平均値 3.52±0.63 3.40±0.65 0.05**

関係性平均値 4.03±0.62 4.14±0.58 0.05**

再就業意欲平均値 3.22±1.05 3.37±0.94 0.11

注:分散分析結果においては、6.企業性質（過去）、7.職業（過去）、12.資金源、13.婚姻状況は除外した。

出所:筆者作成

図表 A-6 分散分析結果（学歴）

学歴（平均値±標準偏差）
p

低学歴（高校以下、n=188) 高学歴(専門大学以上、n=280) 

1.年齢 61.94±3.19 61.42±2.52 0.052*

2.性別 1.57±0.50 1.38±0.49 0.000***

8.給料（過去） 2.71±0.95 3.89±1.02 0.000***

9.勤務時間 2.27±1.22 1.77±0.96 0.000***

10.社会保険（過去） 1.11±0.31 1.02±0.16 0.000***

11.労働契約 1.29±0.45 1.10±0.31 0.000***

14.子供数 2.34±0.64 2.12±0.43 0.000***

15.デジタル製品の使用状況 4.24±0.95 4.63±0.65 0.000***

16.デジタルへの関心度 4.01±0.93 4.30±0.65 0.000***

直接的な労働条件平均値 3.33±0.63 3.56±0.63 0.000***

間接的な労働条件平均値 3.27±0.76 3.40±0.79 0.081*

有能感平均値 4.02±0.63 4.23±0.58 0.000***

再就業意欲平均値 3.38±0.95 3.22±1.03 0.096*

注:分散分析結果においては、6.企業性質（過去）、7.職業（過去）、12.資金源、13.婚姻状況は除外した。

出所:筆者作成
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図表 A-7 分散分析結果（健康状態）

健康状態（平均値±標準偏差）
p

不健康(一般以下、n=192) 健康的(やや健康以上、n=276)

2.性別 1.51±0.50 1.43±0.50 0.098*

3.学歴 3.66±1.16 3.85±1.20 0.089*

8.給料（過去） 3.18±1.17 3.58±1.11 0.000***

11.労働契約 1.22±0.41 1.15±0.36 0.051*

14.子供数 2.15±0.46 2.25±0.58 0.049**

15.デジタル製品の使用状況 4.23±0.94 4.64±0.64 0.000***

16.デジタルへの関心度 3.97±0.86 4.33±0.70 0.000***

直接的な労働条件平均値 3.28±0.57 3.59±0.66 0.000***

間接的な労働条件平均値 3.23±0.74 3.42±0.80 0.009***

有能感平均値 4.04±0.65 4.22±0.56 0.001***

関係性平均値 4.00±0.64 4.14±0.57 0.010***

注:分散分析結果においては、6.企業性質（過去）、7.職業（過去）、12.資金源、13.婚姻状況は除外した。

出所:筆者作成

図表 A-8 分散分析結果（企業）

企業（平均値±標準偏差）

p民営企業

(n=158)

公共機関

(n=150)

国有企業・政府機関

(n=106)

3.学歴 3.32±1.22 4.00±0.99 4.39±0.87 0.000***

4.健康状態 3.63±0.93 3.54±0.90 3.82±0.80 0.037**

8.給料（過去） 3.19±1.33 3.52±0.94 3.78±0.83 0.000***

9.勤務時間 2.22±1.10 1.82±1.10 1.61±0.72 0.000***

10.社会保険（過去） 1.08±0.27 1.02±0.14 1.03±0.18 0.031**

11.労働契約 1.25±0.43 1.09±0.29 1.11±0.32 0.000***

14.子供数 2.29±0.59 2.09±0.45 2.13±0.39 0.001***

15.デジタル製品の使用状況 4.32±0.84 4.61±0.71 4.66±0.63 0.000***

直接的な労働条件平均値 3.30±0.66 3.55±0.57 3.67±0.62 0.000***

間接的な労働条件平均値 3.12±0.90 3.34±0.69 3.68±0.60 0.000***

自律性平均値 3.09±0.75 3.23±0.65 3.30±0.73 0.040**

有能感平均値 4.05±0.63 4.20±0.55 4.24±0.65 0.022**

関係性平均値 4.06±0.64 4.02±0.57 4.19±0.59 0.073*
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再就業意欲平均値 3.44±0.97 3.08±1.00 3.26±1.05 0.005***

注:分散分析結果においては、7.職業（過去）、12.資金源、13.婚姻状況は除外した。企業性質（過去）を 4 種類に分類される。

出所:筆者作成

図表 A-9 分散分析結果（職業（過去））

職業（平均値±標準偏差）
p

一般労働者 (n=132) 正社員(n=184) 公務員 (n=133)

1.年齢 61.20±2.67 61.58±2.95 62.15±2.81 0.022**

2.性別 1.58±0.50 1.53±0.50 1.24±0.43 0.000***

3.学歴 2.86±0.91 4.13±1.04 4.37±0.96 0.000***

4.健康状態 3.52±0.95 3.72±0.81 3.72±0.91 0.084*

8.給料（過去） 2.68±0.99 3.59±0.92 4.14±0.98 0.000***

9.勤務時間 2.11±1.03 1.68±0.90 2.01±1.16 0.001***

10.社会保険（過去） 1.10±0.30 1.02±0.15 1.03±0.17 0.003***

15.デジタル製品の使用状況 4.20±0.95 4.61±0.67 4.68±0.62 0.000***

16.デジタルへの関心度 3.91±0.89 4.28±0.73 4.39±0.63 0.000***

直接的な労働条件平均値 3.20±0.63 3.58±0.59 3.68±0.57 0.000***

間接的な労働条件平均値 3.16±0.86 3.42±0.72 3.46±0.76 0.002***

自律性平均値 3.03±0.79 3.24±0.71 3.31±0.61 0.004***

有能感平均値 3.98±0.67 4.14±0.59 4.33±0.52 0.000***

関係性平均値 3.97±0.71 4.16±0.53 4.08±0.58 0.022**

再就業意欲平均値 3.48±0.85 3.25±1.07 3.16±1.00 0.021**

注:分散分析結果においては、6.企業性質（過去）、12.資金源、13.婚姻状況は除外した。

出所:筆者作成

資料 1 アンケート調査質問紙

「仕事に対するモチベーションおよび再就業意欲に関する調査」のご協力のお願い

本調査の目的は、中国におけるシニア人材の再就業意欲に関するモチベーションを明ら

かにした上で、シニア人材再就業の課題とそのあり方をシニア人材の側面から考察します。

ご参加、ご協力感謝いたします。

個人情報保護の方法に関する事項

１）匿名性と機密性の確保:
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アンケート調査のデータ収集は、研究担当者が直接行う。無記名調査のため匿名化は行わ

ない。

2）テータの利用:研究担当者が学会において発表・投稿する予定があることと、博士論文

として公表する予定があること。それ以外で使用しないこと。

3）情報管理:

・収集した情報はインターネットに接続しないコンピュータで入力する。

・アンケートの回答用紙などの紙媒体は日本へ持ち帰る予定がなく、電子データとして記

入した後、シュレッダーにより処分とする。

・全ての情報（電子データ、USB メモリ）は研究責任者の研究室の鍵付きのロッカー保管す

る。

・入力したデータはコンピュータ内部ではなく USB メモリに保存する。

・全ての情報は研究室以外に持ち出すことは予定していないが、電子データ、USB メモリは

念のためパスワードによるロックをかける。

・研究期間終了後から 10 年間保存・管理する。

苦痛・危険性に関する事項

・精神的負担と身体的負担・苦痛を及ぼす可能性がある。

・予想外の状況の対応等。

インフォームド･コンセントに関する事項

・実施計画への参加は任意であること。

・実施計画への参加に同意しないことにより不利益な対応を受けないこと。

・実施計画への参加に同意した後でも、いつでも同意を撤回することができること。

・回答を中止しても不利益を被ることがないこと。

・研究成果公表方法について、研究担当者が学会において発表・投稿する予定があること

と、博士論文として公表する予定があること。

・実施計画参加に対して謝礼を支払うこと。
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ご記入いただく前に、このアンケートに参加することに上述の内容を同意していただく

必要があります。記入をもって参加することに同意とみなす。

1 あなたの年齢は

_______歳

2 あなたの性別は

〇男

〇女

3 あなたの最終学歴は

〇小学校以下

〇中学校

〇高校/専門高校

〇短大/専門学校

〇大学

〇修士

〇博士

4 あなたの身体健康状態は

〇非常によくない（働けないぐらい）

〇非常によくない（でもまだ働ける）

〇やや良くない

〇どちらともいえない

〇やや健康

〇非常に健康

5 現在の就業状態は

〇定年退職していない、仕事をしている

〇定年退職していない、仕事をしていない

〇定年退職し、そして仕事をしていない

〇定年退職し、まだ仕事をしている

6 務まる(昔)企業形態は（もし転職が多かった場合、最も勤続年数が長く、印象が深い企

業を基に回答してください）

〇国有企業
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〇民営企業

〇公共機関

〇政府機関

〇農林業

〇自営業

〇その他______

7 職業（昔）は

〇政府/官僚/公務員

〇企業経営者（基層および中高層経営者を含む）

〇一般職員（オフィス/事務所の従業員）

〇専門職員（医師/弁護士/芸術家/記者/教師など）

〇一般労働者（工場労働者/体力労働者など）

〇商業サービス業従業員（販売員/店員/サービススタッフなど）

〇フリーランサー

〇農林牧漁労働者

〇その他______

8 給料（昔）は毎月いくらですか

〇1000 元以下

〇1000～2000 元

〇2000～5000 元

〇5000～10000 元

〇10000～20000 元

〇20000 元以上

9 毎週（昔）平均の働き時間は

〇40 時間以内

〇40～50 時間

〇50～60 時間

〇60～70 時間

〇70 時間以上

10 社会（健康）保険は加入してましたか

〇はい

〇いいえ
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11 正規の労働契約は締結してましたか

〇はい

〇いいえ

12 現在主な資金源は

〇給料

〇年金・養老金

〇家族、親族から

〇その他

13 婚姻状況

〇配偶者あり

〇未婚

〇離別・その他

14 子供数

〇無

〇1 人

〇2 人

〇3 人以上

15 デジタル製品（スマートフォン、パソコンなど）の使用状況は

〇全然使わない

〇やや使わない

〇どちらともいえない

〇やや使う

〇よく使う

16 デジタル製品（スマートフォン、パソコンなど）の関心度は

〇全然勉強したくない

〇やや勉強したくない

〇どちらともいえない

〇やや勉強したい

〇とても勉強したい
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仕事・職務（昔）に対する満足について回答してください（単一選択）

番

号

項目内容 1全く満足し

ていない

2あまり満足し

ていない

3 どちらとも

いえない

4 やや満足し

ている

5 非常に満足

している

A-1

給料に対しての満足度はどれく

らいか

A-2

働く時間に対しての満足度はど

れくらいか

A-3

職場の人間関係についての満足

度はどれくらいか

A-4

職場環境に対しての満足度はど

れくらいか

A-5

現金ボーナスについての満足度

は

A-6

仕事そのものに対しての満足度

は

A-7

現物ボーナスについての満足度

は

A-8

昇進機会についての満足度は

企業支援などについてどう思いますか（単一選択）

番号 項目内容 1 全くそう思

わない

2 あまりそう思

わない

3 どちらともい

えない

4 ややそう

思う

5 とてもそ

う思う

A-9

給料、ボーナス水準の適正性の提供

A-10

職場の安全性と健康保険の提供

A-11

現物奨励や福祉制度の提供

A-12

専門技能の向上のトレーニングの

提供

A-13

デジタル製品や技術への教育・トレ

ーニングの提供
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仕事について回答してください（単一選択）

番号 項目内容 1 全くそう思

わない

2 あまりそう思

わない

3 どちらともい

えない

4 ややそう

思う

5 とてもそう

思う

B-1

仕事する時、私は自分の行動は自

分で決める

B-2

仕事する時、他人の命令に従う必

要がない

B-3

仕事は自分のしたいことと一致

している

B-4

自分の意思で仕事をコントロー

ルできる

B-5

やりたくない仕事を強迫されて

いない

B-6

自分の仕事は適任であると感じ

る

B-7

自分の職務能力が上手い

B-8

私は仕事の内容と任務をうまく

こなせる

B-9

自分の仕事は適切に行われてい

ると信じる

B-10

仕事する時、難しい任務も完成で

きる

B-11

職場で、チームの一員であると感

じる

B-12

仕事をすると、他人とよく交流す

る

B-13

仕事をすると、他人との関係を維

持できる

B-14

仕事をすると、友達が作れる

B-15

同僚と一緒にいると、孤独を感じ

ない
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定年後、再就業について回答してください（単一選択）

番

号

項目内容 1 全くそう思

わない

2 あまりそう

思わない

3 どちらとも

いえない

4 ややそ

う思う

5 とてもそ

う思う

C-1

シニア再就業に関して、よく知ってます

C-2

定年後、継続雇用あるいは再就職する意

欲はあります

C-3

定年後、仕事に対する情熱や興味はあり

ます

C-4

定年後、職場での関わりを保つために努

力したいと思います

C-5

定年後、元の会社で働きたい

C-6

定年後、別の会社で働きたい

資料 2 アンケート調査における質問項目の信頼係数と CITC 値

企業待遇に関する質問項目の信頼係数と CITC 値 

質問項目 CITI 値
項目が削除された場

合のクロンバックのα係数
クロンバックのα係数

A-1 0.65 0.85

0.87

A-2 0.64 0.85

A-3 0.58 0.86

A-4 0.62 0.86

A-5 0.74 0.84

A-6 0.61 0.86

A-7 0.63 0.86

A-8 0.55 0.86
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企業支援に関する質問項目の信頼係数と CITC 値

質問項目 CITI 値
項目が削除された場

合のクロンバックのα係数
クロンバックのα係数

A-9 0.66 0.86

0.88

A-10 0.64 0.86

A-11 0.82 0.82

A-12 0.75 0.84

A-13 0.68 0.86

自律性に関する質問項目の信頼係数と CITC 値

質問項目 CITI 値
項目が削除された場

合のクロンバックのα係数
クロンバックのα係数

B-1 0.62 0.64

0.74

B-2 0.32 0.76

B-3 0.62 0.64

B-4 0.44 0.71

B-5 0.52 0.68

有能感に関する質問項目の信頼係数と CITC 値

質問項目 CITI 値
項目が削除された場

合のクロンバックのα係数
クロンバックのα係数

B-6 0.67 0.85

0.87

B-7 0.77 0.83

B-8 0.70 0.85

B-9 0.71 0.85

B-10 0.69 0.86
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関係性に関する質問項目の信頼係数と CITC 値 

質問項目 CITI 値
項目が削除された場

合のクロンバックのα係数
クロンバックのα係数

B-11 0.62 0.82

0.84

B-12 0.61 0.82

B-13 0.66 0.81

B-14 0.68 0.80

B-15 0.67 0.80

再就業意欲に関する質問項目の信頼係数と CITC 値 

質問項目 CITI 値
項目が削除された場

合のクロンバックのα係数
クロンバックのα係数

C-1 0.42 0.90

0.88

C-2 0.83 0.84

C-3 0.86 0.84

C-4 0.82 0.84

C-5 0.69 0.87

C-6 0.57 0.88
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